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ねん がつ わせだだいがく そうりつしやおおくましげのぶこう とうじはくしやく とうざいぶんめい 

1907年4月、早稲田大学の創立者大隈重信侯（当時伯爵）は「東西文明 
の調和」と ri する講演を行ない、世界の文明は西アジアに発し、西と東に 
分かれて発達する過 d で非常に違ったものになっていった。しかし、東方 
へ渡ってい っ た文明は、アジアのはずれにある日本で堰止められて止ま っ 
た。他方、西方へ移っていった文明も、アメリカを备て日本へ渡り、ここ 
において「すべての文明>は世-を二周 5 して、日本に於て初めて接触したの 
である」——このように説いておられる。 

この論調には、老侯得意の大風呂敷があらわれているが、国の独立を保 
ちながら幕末0来熱心に西洋の文明を学び吸収して、西洋諸国に負けな 
いりっぱな国になろうとした明治の政治家の自負をそこに読みとることが 
できる0 

それな_ 80年近い年月が過ぎ去った。大隈老侯の理想とされた東西文 
明'の調和が日本において実現したかどうかといえば、簡単に肯定も否定も 
できない状 5 況 5 にある。両"者が「調和」しているのではなくて、「;詞」し 
ているにすき''ないようにも思われるし、東の文明にくらベ、西の文明'が勝 
ちすぎているようにも思えてならない0しかし、国の独立を保ちながら西 
洋文明を吸収するという点では、日本はもっとも g 果をあげた国のひと 
つといえるだろう 0 

そういう: ft 味で、日本の現状は西〖卓文明を生んだ国々の人にとっても、 
東¥文明 1 を保ちけた国々の人にとっても興味あることに違いない0最近、 
欧米諸国からもアジア諸国からも研究 5 者や留学 i が多く日本を訪れるよ 
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ゆうべん ものがた 

うになったことが、そのことを雄弁に物語っている。そして、それだけに、 
東西 1 文§1の調和ということを建学の精神の一つとしたわが早稲田大学の養 
務は重いといわなければならない。 

現在早稲田 < 学には 600 人に近い外国人留学生が学んで いる。 その I ： 
は、日本の大学の中でもっとも多い部類に属するし、私立大学の中では:^ 
太 1 である。今後とも、奉稲田大学としては留学生受け入れのための条件 
を整備し、留学生諸君が留学目的を十分達成できるように配慮すると共 
に、晏け入れ数も少しずつ拡大し.ていきたいと考えて いる。 

留 5 学“晏け入れの条件の一つとして、日本をよりよく知って頂ぐため 
の授業科目の設置がある。早稲田大学では、 1985 年度及降、大部分の学部 
に、それぞれの学問分野に関する「日本入門講座」を設置することとなっ 
た0そして、そこで用いる教构 1 の一環として編集したのが、この「日本 
入門——日本とアジア」である0 

この本は、文字どおり日本を理解して頂くための入門書であって、日本 
の事情を完全に説明し最くしてはいない。また、文章の表現にも、留学 
生諸君にとってわかりにくい部分があるように思われる。これらについて 
は、読者である留学生諸君の意見や希望を聞きながら、順次^4加、修正し 

ていくこととしたい0 

泰わりにのぞみ、忙しい時間をさいてこの本の執_のために滴]尽力くだ 
さった先生方に対し、二(1、から感謝の気持ちを捧げるとともに、この本が留 
学生諸君の日本理解に多少なりとも役立つことを願うものである。 


1986 年 2 月 16 日 

わせだだいがくそうちよう 

早稲田大学総長 



にし はら はる 

西原.春 

お 
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第1節日本の近代社会 

1 • 近代化のしめしたもの 

かつてアーノルド.トインビーは、「近代的という気持ちのよい言葉は、 
西洋的というあまり気持ちのよくない言葉の代用品であり、その M まわし 
な表現だ」と述べたことがあります 0 しかしこんにちこうしたいい勞は、 
まったく色あせたものとなっているといってよいでしょう。いまでは近代 
化が、それぞれ固*な伝-鉍文イか匕を±笞としながら、姜 i な i を I んでぃ 
ることを多くのひとびとがしっていますし、また歴史もは っ きりとこのこ 
とをしめしてきました。 

たしかに日本の近代化は、外からの刺激によるところがぎ、さくありませ 
んでしたし、また西洋文明からうけた衝撃をのぞいて考えることはできま 
せん。明治維新（1868年）がそうでした。日本の SS は、結によっ 
て近代社会としての展開'をしめしていくことになりますが、そこには酯誠 
をもとめる先進諸国からの圧力がつよくはたらいていました。もちろん 
それまで鎖 S のなかでつづいた徳川封建冻制は、このときすでに鬅 S の螽 
程をたどっていましたが、しかしまだ自力で近代'市民社答をうみだすほど 
のにはぁりませんでしたし、またこれを替う I 實会笨も I ち:4ぅしてぃ 
たわけではありません。 

こうしてつよい先進諸国の定力のもとで近戎花をすすめた日本は、兰っ 
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の目標をかかえて近代化を急がねばなりませんでした。そのひとつは、近 
代西洋文明を摂取して近代化をはかるということであり、もうひとつは、 
それによって近代国家形成という課題をなしとげていくことでした。この 
ことは、イギリスやフランスなど西欧諸国が経験した市民革▲や産業革 
▲から 半世紀以上も遅れて出発することをよぎなくされ、しかも当時植 
民地化をもくろむ列強のなかにあっては、どうしても必要なことであった 
といわなければなりません。 

こうして対外的危機をのりこえ、歹 i 強諸国の重-から脱するために近 
代 A が急激におしすすめられ、富国強4の政策がとられることになりま 
すが、いうまでもなくこれは、他方で、多くの歪みをともなうことになり 
ました。たとえば農民解放がなされないまま強力な資本主義化の方策が 
すすめられていったことなど、そのひとつです。また近代国家の統一的な 
基盤をつくりあげるために、天皇を頂点とした家族主義的家が強調さ 
れ、偏った愛国心が植えつけられていったことも、これにあたります〇し 
たがっていちおう近代化をはたしていったとしても、第二次大戦前の日本 
は、あらゆる面で、その内部に深い矛盾と歪みとをかかえることになった 
といわなければなりません。 

しかし ここで 注意しなければならないことは、制度や思想のうえで この 
ような近を：なしとげていこうとしたとき、西洋のすすんだ道程をひと 
つの指針としながらも、けっしてそれをそのまま受け継いだり、移植をし 
ようとしたわけではないということです。 この ことは地方制度ひとつをと 
ってみても、はっきりとしています。 

日本め地;^制度は1888年の市町 5 村と1890年の府県制の制定によっ 
て確立しますが、しかしこの制度をつくりあげるまでは、何回となく手な 
おしがなされ、日本の伝統的な社会構造に適応するような制度化の試みが 
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なされて V 、るのです。もちろんこの制度は、結果的には明治憲法の枠にし 
ばられたきわめて自治権の弱いものとなってしまいましたが、制度的近代 
化のむずかしさをしめした一例といえるでしょう。 

こうした日本の近代化がうみだしたさまざまな社会的 • 政治的帰結やそ 
の歴史的意味については、これまでも多くの論議がなされてきました。そ 
して、とくに 1960 %前後から盛んになってきた近代化論にあたって、 E . 
0. ライシャワー、 M . B . ジャンセン、 J . W . ホール、あるいは R . P . ドー 
アといった . 外の研究者たちによって、さまざまな側面から分析がなさ 
れてきたことはよくしられているとおりです。そしてそれが、非西欧諸国 
における近代化の検討に重要な手がかりをあたえてきたことも、ここで繰 

かぇ 

り返すまでもないでしょう。 

しかしこのような日本の近代化にかかわる問題は別に述べるとして、こ 
こでは戦前から戦後にかけての近ぺイ1：の過程について、産業化と都市化を 
主な指標にしながらみていくことにしましょう。 

2 . 産業化と日本社会 

はじめに述べたように、近代日本は明治維新によ っ ていちおうスター 
卜•ラインにつくことになるわけですが、しかしこのとき農業人口はま 
だ80パーセントをこえており、また近代産業とよべるものはほとんどな 

じつドろ ね2 じ卜 うた V 、 

いというのが実情でした。しかも1907年にいたっても、この状態はあま 
りかわっておらず、なお農林業は62パーセント近くをしめ、資本主義化 
がすすめられながらも、20世!紀に入るまでは繊 — 産業が主で、 i 業人口 
のうち大部分が零 d 企業にとどま っ ているといった状況からぬけでては 
いませんでした0 

1872年における推計をみても、有業者の84パーセントにあたる1，449 
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図 2-1 有業者構成比の変化 {%) 



農林業 厂~~| ェ鉱業 ！1111 商業公務•自由業—その他 


注：農林業のなかには水産業を，商業には余融..運輸業を，その他に 
は家事使用人を含む。 

出所：大橋隆蔵編著『日本の階級構成 J 1971年，23頁。 . 


万人が農民であり、商工業者はわずか11バー セン トの189万人にすぎな 
かったといわれています。そして1914年においても工業のうち30人未 
満の従業員による零_企業は、工場数で 82.6 パーセント、 労働者数で 
2 9. 4 パーセント をかぞえています。こうしたなかで農業人口が減りはじ 
めるのは、図 2-1 にみられるように1892年からであり、第二次大戦がはじ 
まる前年の1940年に、ようやく1，438万人 （43 パーセン ト）になっていま 
す。これをみても戦前の日本においては、いかに農業人口が高い比率を 
しめていたかがわかるでしょう。 

そのうえ戦前の&業は、強大な地主勢力によっておさえられ、耕地の 
半ばが小作地であったという特質をもっていたことを見落とすわけにはい 
きません。もちろん農村における地主支配も、時代とともにその性格を変 
えており、日本の資本主義が確 S 期にはいると、しだいに寄生地主となっ 
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表 2-1 自小作別農家戸数の変化 


自 小 作 別 


年次 

自 作(％) 

自小作(％) 

小.作(％) 

計（％) 

1910 

1，835 (33.4) 

2，154 (39.2) 

1，509 (27.4) 

5,498 (100.0) 

1915 

1，779 (32.2) 

2,226 (40.2) 

1，530 (27.6) 

5,535 (100.0) 

1920 

1，742 (31.3) 

2,265 (40.7) 

1，566 (28.0) 

5,573 (100.0) 

1925 

1，725 (31.0) 

2,298 (41.5) 

1，526 (27.5) 

5,549 (100.0) 

1930 

1，743 (31.1) 

2,371 (42.4) 

1，486 (26.5) 

5,600 (100.0) 

1935 

1，732 (30.9) 

2,360 (42.1) 

1，518 (27.0) 

5,610 (100.0) 

1940 

1，704 (31.1) 

2,308 (42.1) 

1，467 (26.8) 

5,479 (100.0) 


出所：居安正*間場寿一編『現代社会一資料と解説一』1978年、45頁。 


ていく傾向がみられます。そして1910年代の末に入る頃には、小作争議 
や農民運動も激しさをましてくることになりますが、地主制度そのものを 
つき崩すほどの力とはなりえませんでした。 

表 2-1 は、戦前の自小作別農家戸数の変化をあらわしたものですが、こ 
れをみても農家のうちつねに30パーセント近く小作がしめていたことが 
わかります。こうした状況から日本の農業が邊放されるのは、戦後の農 
地改革がおこなわれた以後のことになります。 

これにたいし商工業人口をみていきますと、いうまでもなく日本資本 
主義の発展にともなって、とりわけエ鉱業人口はいちじるしい増加をし 
めしていくことになりますが、1872年にわずか83万人（有業者の5パー 
セント）にすぎなかったエ鉱業人口は、1892年には255万人 （11 パーセ 
ント）となり、さらに1912年には351万人 （18 パーセント）をかぞえるほ 
どになってきています0そしてとくに第一次大戦の勃発は、海運、造船、 
鉱業の諸部門に大きな刺激をあたえ、1914年に工場生産額のなかでわず 
か 28.6 パーセントをしめるにすぎなかづた重化学工業製品は、1919年に 
は31.7パーセントにまで上昇するにいたっています。 
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こぅして呈じ4ぅの关靈花もはじまり、 m 歸紫：4%ぅを®とする雈1がっくり 
あげられていくことになりますが、1927年の金融恐慌によってこれらの 
k 業奇門が大きな痛手をうけただけでなく、農業にも深刻な影響がでた 
ことは、戦前の日本の経済 ' とともに政治の動向をみていくうえで、重要な 
意味をもつことになります。 

これを契機に戦前の日本が、軍事化の道を I ぎ、しだいに戦時体® i へ再 
—されていくことは周知のとおりです。至鉱業人口が30パーセントを 
こえ、農業人口が40パーセント近 1 くにまで減少してくるのは1940年に 
なってからのことですが、これは軍需産業への集中によるものであり、 
全 if 的にみて戦前の日本が農業に相分的に大きな比重をかけた社会であ 
っ たことにはかわりはありません。 

その点、産業化が急速にすすむのは戦後になってからのことであり、と 
りわけ日本経邊が復興期から高度成長期に入った1955年以降、そこでお 
しすすめられる地 fell 発政策とあいまって産業化が促進されることにな 
ります0こうして1971%には、農林漁業（第一次産業）は 17. 4パーセン 
卜となり、1979年にはついに 11.0 パーセントという比率まで減少し、か 
わって第二次産業が 34.6 パ_セント、第三次産業が 54. 3パーセントを 

表 2-2 産業構成別就業者数 


就業者数 


年次 



成比 （ ％厂 

合計 


第1次 

第2次 

第3次 

第1次 

第2次 

第3次 

1971 

50,630 

8,789 

17,992 

23,844 

17.4 

35.5 

47.1 

1974 

51，341 

7,315 

18,411 

25,581 

14.2 

35.9 

49.9 

1977 

53,649 

6,609 

18,697 

28,304 

12.3 

34.9 

52.8 

1979 

54,737 

6,013 

18,945 

29,701 

11.0 

34.6 

54.3 


出所：『朝日年鑑』（昭和58年度版) 
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しめるにいたります（表2-2) 0 

しかしこうした経済の発展については、後の章でくわしく述べられるこ 
とになりますので、ここではすでにみたような産業化が、日本の社会構造 
にどのような変化をよび起こしたのか、つぎにこれを都市化の側面からみ 
ていくことにしましょう0 

3 . 都市化と人口の動き 

現 g の都市化が産業化に必然的に付随して起こる現象であることは、 
.めていうまでもありません。たしかに東京(徳川時代の江戸）は、すで 
に藩制末期には人口100万をこえていたといわれ、その点ではパリやロン 
ドンをしのぐほどの大都市として栄えていました。しかし近代都市として 
発展がみられるのは、やはり明治維 ff 以後のことになります。 

もっ とも都市人口というのは定義がむずかしく、統計のうえでは問題が 


表 2-3 市部人口の割合の変化 （1920 〜197 0) 


年次 


人口密度 （ 1 km 2 あたり） 


郡部 

市咅15 

郡部 

1920 

18.1 

81.9 

7,326 

120 

1925 

21.7 

78.3 

5,898 

123 

1930 

24.1 

75.9 

5,220 

129 

1935 

32.9 

67.1 

4,439 

123 

1940 

37.9 

62.1 

3，109 

121 

1945 

27.8 

72.2 

1，379 

147 

1950 

37.5 

62.5 

1，575 

149 

1955 

56.3 

43.7 

742 

130 

1960 

63.5 

36.5 

719 

119 

1965 

68.1 

31.9 

760 

112 

1970 

72.2 

27.8 

791 

105 


注：国勢調査報告による。 

出所：黒田俊夫 f 日本人口の転換構造』1976年、19頁。 
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少なくありません。しかしもしこれを、行政区域の市部に住んでいる人口 
としてみていくとするならば、表 2-2 にみられるように、1920年では、 
18.1パーセントにすぎず、40パーセントに近づくのは1940年になってか 
らのことだということができます。そして載吾ち‘ぅの ill によ っ て二為1 
少をみることになりますが、戦後再び増加しはじめ、とくに1955年以‘ 
の高度経済成長期に急 i な畚击への a こ口ぅのし i ぅち¥がみられることになりま 
す。これをみても觀日本の#击花が、 M 篇 U 縫に Hi してぃること 
がわかりますが、もちろんそれ以前に中世からさまざまなかたちの都]^を 
発展させてきた日本では、近代都市じたいこれとからみ合いながら、産誠 
化の過程で発達をみせていくことになります。図 2-2 は、これを地域社会 
の型とそこでの就業者についてあちわしたものですが、これによっても 
日本の都市がどのようなかたちで発展して#たかがうかがえるでしょう。 
けれどもこのような都市化は、後に述べるように、かならずしもすべて 

ちいきしやかい はつてん いみ せんご こう 

の地域社会の発展を意味したわけではありませんでした。これは戦後の高 
度成長期にとられた地域開発政策が拠11という另笑をとったことも 
あり、そこに人一口分布の地域不均衡を生じたためです。とりわけ 1 ^架の蓳 

_1忐が藤言すると驗に、顯呈漏^がこれに茄ゎり、 

ベルト地帯には激しい人口の集中がみられることになります。 

こうした偏った都市化が、地域格差をひろげていくだけでなく、都士の 
内部および大都+周辺地域に多くの矛盾をうみだしていったのは、きわ 

ひつぜんてき 

めて必然的であったといわなければならないでしょう。われわれはこれを. 
都市化に対応すべき施設‘備の遅れや秦市問-の噴 iS " にみることができ 
ますし、また未成熟な都市計画や生活環境整為の歪みにみいだすことが 
できます0それが現在の日本の地域社‘にたいしてどのような問―をうみ 
だしてい っ たか、つぎにこれにふれていくことにしましょう 
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図 2-2 地域社会の系譜 
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出所：倉沢進『日本の都市社会 J 1968年，83頁 t 


第2節地域社会の変貌 

1 • 農地改革とその後の農村 

もし戦後日本の社会を大きく変えたのは何か、と問われるとするならば、 
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われわれはためらわず輦と Mil ち;!^の;&遽諸蘿の兰っをぁげる 

ことができるでしょう。 

多くの矛盾をかかえた日本農業が抜本蘇な籍決をはかっていくために 
は 、 M 地改革を おこなう以外に途はありませんでした。それは、敗戦によ 
って日本の民主化がおこなわれたときになって、はじめて 実現し ます。そ 
の過程には二つの段階があり、まず 1945%12 月に日本政府が、みずから 
農地調整改正法案を 議会に 提出し、 签 I ：をおこなおうとしました。これ 
を、 ふつう 第一次農地改革 とよんでいます。 

しかしこの改革案は、地主に 5 へクタールまで地を保‘することを許 
し、またこれをこえる貸 It 地も売は当事者間で直接おこなうことなどを 
原則としたきわめて不十分なものであったため、占領軍によって拒否さ 
れ、あらたに徹底、した改革がはかられることになりました0これが第二次 


表 2 t 4 自小作別耕地面積の推移 


年次 

自作 

地と小作地 

の別 

自作地（％) 

小作地（％) 

計（％) 

1873 

:—— 

27.4 

— 

1883 

63.2 

36.8 

100.0 

1887 

60.1 

39.9 

100.0 

1905 

56.1 

43.9 

100.0 

1910 

54.8 

45.2 

100.0 

1915 

54.6 

45.4 

100.0 

1920 

54.1 

45.9 

100.0 

1925 

54.2 

45.8 

100.0 

1930 

52.3 

47.7 

100.0 

1935 

53.1 

46.9 

100.0 

1940 

54.1 

45.9 

100.0 

1945 

54.2 

45.8 

100.0 

1950 

89.2 

10.8 

100.0 


出所：居安正.間場寿一編、前掲書、45頁。 
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漏 it とょばれるもので、その隨 は、 雜縫の豁4録と纖成 


ぬし かしつけち 


ぜんこくへいきん 


主の貸付地のうちの1へクタール（全国平均）•をのぞいて、すべて政府が 
買い上げ、小作農に売り渡すというものであります。そして残存/ J 、 作龜に 
ついても耕作権を保護し、物糸！?による小作料が禁止されて Ml ? となり、ま 
た小作料 5 の額も統制されることになりました。 

その結果、表 2-4 にもみられるように、農地の約90パーセントが自作龜 
となり、これによって地主勢力はその経済的基盤を失うことになりまし 


このような改革が、きわめて短期間に、しかも徹底的におこなわれたの 
は、いうまでもなく占領下という特殊な状況下にあったからだといえる 

さんりんしよゆうて もんだい のこ 

でしょう0しかし山林所有に手がつけられないなどの問題は残したものの， 

のうちかいかく せいこう 

とにかく これで 農地改革がいちおうの成功をみた こ とほたしかでした。.そ 
してこれを契機に、日本の農業は生産力をのばしていくようになります 
が、収穫量の増加や農業技術の発達とともに、機 S 花もすすみ、また:!: 
地改良も#こなわれていくようになりました。 

しかし高度成長期に兼業イ[:がすすみ、また彝 S 条も S 笑してくるにお 
よび、村落社会も大きく憂わってきました。そしていまでは1し&ぅ M 苹筠 
では非農家が農家戸数を上回るという状-になっています蒼2-5)。こ 
れは、都市近郊地域で非農家が激増したためですが、同备に养 M 条に筵い 
第二種兼業農家が増大していったことも見落としてはなりません。こう 
して村落の構造は、大きく変わったのです。 

このような変化は、たんに経済的な面だけではなく、4錶蔌潺のうえに 
もあらわれてきました。農地改革による地主層の衰-は、かつての狩落に 
おける名望家支配層が地域リーダーとして も H 笑ってき たということで 
あり、また非農家芦数が増加したということは、 ft 落の g — 装岸だけでな 


a 
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表 2-5 業種別集落構成（平均戸数) 


年次 

専業 
i 家 

第1種 
兼業農家 

第.2種 
兼業農家 

農家 

計 

非 

.農家 

総計 

1960 

13.4 

13.0 

12.5 

39 

25 

64 

1970 

5.8 

12.4 

18.8 

37 

44 

81 

1975 

4.3 

9.0 

21.7 

35 

83 

118 


出所：福武直『日本社会の構造』1981年、124頁。 


く、村落社会そのものにたいする帰属性を変えることになったということ 
をしめしています。しかも1953年の「町村合併促進法」によって、これ 
までの多くの町村が、あたらしい産業化に^応する行財政力をもつよう 
に再編された結果、この趨勢はますます加速されることになってきました0 
しかし農村を変えていったのは、それだけではありません。経済成長の 
波のなかで農村から働きざかりの若い年 g 層が都市へ流出"してしまい、 
農村は労働力を失い、経済的にも社€的にも危機に直面してしまったの 
です0 

このような村落社会にひき起こされた構造的変化は、さらに波紋をひろ 
げていきます。というのはこうした人口の動きは、これまでの地域諸集 
団の基盤をゆさぶり、青年団をはじめとする年“集団の機能を弱めただ 
けではなぐ、消防団などの地域防災力までも減這させていってしまった 
からです。そして非農家の増大によって、これまで村落のさまざまな行事 
を支えてきた集団や組織の力も、また衰えてくる結果となりました。 

たしかに日本の農村がま っ たく変わってしま っ たといっては、いい過ぎ 
になるでしょう。しかしかつてみられたような村落社会が、こんにち姿を 
消していることは事_です。しかも都]^的な生活様式は、農村の奥深くに 
まで浸透し、もはや古い地域共同体的な生活を維持していくことは、そう 
した面からもむずかしくなってきました。その変化が、戦後の短い時期に 
12 
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おこなわれたのです。そこに矛盾や歪みがあらわれないはずはありません。 
それは農村だけではなく、都市をも含めてすべての地域社会に、かたちを 
かえてひき起こされました。このことは、戦後における地域社会の変貌の 
過程をとらえなおすとき、いっそうはっきりとしてくることになります。 

2 . 地域開発と地域社会 

1955年0降の日本の産業構造の高度化が、農村から都市への激しい労 
働力の暴動をともないながら、地域社会の構造に大きな変化をもたらして 
いったことはまえにもふれました0そして この間 みられたのは、太平洋沿 
岸べノレト％箒を中心とずる関東、東®、近畿の3地方にたいする人口暴動 
という現象でした0 

このような都市への人 P の集中が、いかに急激なものであったかは、 
たどえば行政区域上の击部人口をとってみても、1955年には、5,029万人 
で総人口にしめる比率は56パーセントでしたが、1960年は5,968万人で 
63パーセント、さらに1980年には、8,919万人で76パーセントという数 
字をしめしているところにもみることができます。 

ここにみられる特徵は、なによりも①人 b 分布を、いわゆる農村地域と 
都市地域との土各法によってわけるとき、都市人 ti 比重の爆発的な増大飯 
向としてあらわれていること、②とくにその増加が、3大都市圏を中心に 
すすんできたこと、③その結果、本州中央部以 〆 の地域における都市の 
衰^!と再編-が、必然的となったというところにあります。 

もっとも1970年以降は、中小地方南市の人石増加がしだいにあらわれ、 
いわゆる地方拠点都市が周辺農村部の人口を吸収していくという傾向も 
あらわれておりますが、いずれにせよ1955年にはじまる高度経済成長期 
にみられた南市への人口集中が、過疎 • 過密という地域格差をうみだし 

13 
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表 2-6 3 大都市圏 人口の 増加 


大都市圏別 

全国入口を100とした比率 ㈨ 

■ 

口（単位千人） 

1970 

1965 

1960 

1955 

1970 

1965 

1960 

1955 

東京大都市圏 

23.2 

21.4 

19.1 

17.3 

24,113 

21，017 

17,864 

15,424 

阪神大都市圏 

14.0 

13.3 

12.2 

11.4 

14,538 

13,070 

11，405 

10，174 

中京大都市圏 

8.4 

8.2 

7.8 

7.7 

8,688 

8,013 

7,330 

. 6,838 

合 計 

45.6 

42.9 

39.1 

36.4 

47,339 

42,100 

36,599 

32,436 

全国 

100.0 

100.0 

100,0 

100.0 

103,720 

98,275 

93,419 

89,276 


資料：国勢調査結果による。 


備考：東京大都市圏は東京..珅奈川.埼玉.干葉、阪神大都市圏は大阪-京都.兵庫、中 
京大都市圏は愛知 • 岐阜 • 三重をふくむ地域である。 

出所：黒田俊夫、前掲書、 51 頁。 

たことは否定できません。 

ではこのような変動は、なぜあらわれたのでしょうか。それ;には戦後の 
地 k 開発政策をのぞいては考えられません。し周知のよう(こ白本は戦旋'によ 
って大ぎな被-をうけ、とぐに無差別爆撃によって大都市の：ほどんどが壊 
滅的な打撃をこうむったところから、戦後まずはじめなければならなかっ 
たのは、こうした戦争による荒廃から、経済をたて直すことにありました。 
こうしてようやく戦後の混乱から抜け函た1950年に、「国士総合開発法」 

がだされることになりますが、その狙いは国土の利用、開発をすすめるこ 
とによって資源開発をおこない、特 i 地域を中心に産業基盤の整備•振 
興をはかろうとするところにありました。この,的は、かならずしも達せ 
られたものとはいえませんでしたが、開発の進展にともない各地方自治体 
にも動きがではじめ、全国的に工場誘致をはじめとする地域のエ業化促 
進が顕著となってきます。 

そして1960年 W にはいると地域龍発は、1962年の「全国総合開発計画」 
を基盤として高度成長路線にのって、拠点||発を軸としながら強力にお 
しすすめられていくことになります。「新産業市建設促進法」 （1962 年） 
14 
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こうそう かんれん せいさく 

は、こうした構想と関連した政策をもっともよくあらわしたものという 


とができましょう 


りつちじようけん めぐ どうしこうりつ 

れは、まず立地条件に恵まれ、投資効率がよく、し 


かも波及効果の大きい地域を開発の拠点としてえらび、新産業都市とし 

してい 

て指定するというものです。 

しかしこの時期の開発政策はあまりにも経済優先であったため、すでに 
述べたような急激な人口の移動によって過疎•過密という現象が起こった 
だけでなく、地域間の格差が増大するという結果をまねいてしまいました。 

しかも他方では、地盤沈下、水質汚濁、大気汚染、騒音といった環境破 
壊がすすみ、地域住民の生活は損なわれ、.水俣病、四の大気汚染、富 
山のイタイイタイ病をはじめとする被害が深刻化していくことになります。 
こうしたなかにあって1960年代の中頃になると、各地方自治“では、それ 
ぞれ公害防止条例を制定し、ようやく環境整備にのりだすことになりま 
す 6 しかしここで注目しなければならないことは、1960年代後半には、こ 
のよぅな公#に反蚣する备齡が落地に_しし、をまも 
ろうとする動きがつよくあらわれてきたことです。なお政府が「公害対策 
基本法」を Si したのは1967箪のことであり、また1971挙に itmWfr 
が設置されています。 

こうした状況のなかで、これまでの地 k 開発政 fe の変更がとされ 
たことは、いわば当然のことであったといえるでしょう。「新全国総合開 

空ん. ねら .ひとこと ぜん 

発計画」（1969年）はこれをしめすものです。その狙いは一言でいえば、全 


ほうしき 


くどけいかく 


,__ . • _ . じゆうらい きよてんかいはつ む 

国ネットワーク方式による国土計画にあり、従来の拠点開発によって矛 


じゆん 


かそ 


かみつ ぜせい 


盾をひろげてきた遍疎 • 遍密の是龙を、地方中核都市のあらたな位置づ 

こういきせいかつけん けいせい 1* 

けにもとめ、広域生活圏を形^:させる,ところにあったといえます。この時 
期は、ちょうど高度成長が終わりに近づいだ転換期¥もあったため、この 

ほか ち いきかいはつ はんせい 

他にもこれまでの地域開発(こたいする反省が l 、ろいろとでてきており、と 
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くに％域茜答の崩 S につよい誌 1 ^がよせられてきたこと/も惹れてはなりま 
せん。 

そのひとつが、 モデル •コミュニティ の構想ですが、.これは日本経済の 
急速な成長による地域社▲の構 i 諮菱花のなかで崩*していった地域 
住民の連帯性と、地方自治の基盤を、あらためてつくりあげていこうとす 
るもので、行政の主導のもとで各地で試みられていったものです。 

しかし高度成長期にうみだされた矛盾とみは根が深く、1977年には 
さらに「第三次全国総合開発言|画」がだされることになります。これは、 
あらたに大都市への人口と産業の集中を抑讳 i し、他方、過疎•過-に対 
処しながらあたらしい生活圏を確立することをめざしたものですが、その 
中心になるのが「定住構想」とよばれるものであったといえます。 

こうして高度成長の終焉とともに、地藏 li 発も大きな修;£を求められ 
ることになるわけですが、そこに山積した問題はあまりにも多く、急激な 
産業化.都市化の過 d で大きく mt し流動花しつつある地域社‘を再編 
していくことは、きわめてむずかしい状態にあるといわなければならない 
でしょう。けれども地方自治を支える住民の i 識は変わり、政治参加の基 
盤は拡大してきていますし、また住民の意識と行動も、あたらしい地域社 
‘の再建をめざして活発な動きをしめしています。こんにち「地方の時 
代」という言葉がよくきかれますが、それはこうした胎動をつたえるひと 
つの表現だともいえましょう0 

3 . 変化のなかの社会 

ではこのような戦後の変化は、どのようなものだったのでしょうか。こ 
れを社‘環境変花指標の-暴という点からみて、野村総合研究所は、つ 
ぎのようにまとめています。①所得の上昇、②イン フ レー ショ ンの昂進、 
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きよういくすいじゆんこうじよう じようほうりよう ぞうだい ぎじゆつかくしん_ しんてん いどう ぞう 

③教育水準の向上、④情報量の増大、⑤技術革新の進展、⑥移動の増 

だい としか しんてん しゆうぎようこうぞう へんか かくかぞくか しんてん ねんれ.いこう 

太、⑦都市化の進展、⑧就業構造の変化、⑨核家族化の進展、⑩年齢構 
▲の変化、⑪自由時間の増大、⑫参加•選択機‘の増;、⑬国際化の進展。 

そしてこの k 、 化の大部分は、高度成長期にひき起こされたものです。し 
かしいま日本は、こうした変化によってひとつの転換期に立たされている 
といえるでしょう。そのひとつは、これまで述べてきたような高度成長の 
矛盾の克服ということであり、もうひとつは、 ii 済優先の生? i から精神的 
な豊さをもつ社‘への移行ということです。 

こうした過程をへていくなかで、住民の^!識も、戦後大きな fc 化をしめ 
してきました。敗戦によって旧い社会秩序が崩れ、あたらしい民主的な制 
度にかわった結;!、かつてのような地域共同体的規制はうすれ、家族制度 
も崩壊してきました。このような変化は、たんに制度がかわったというこ 
とだけではなしに、日本社^の構造的変化によって加速されてきたものな 
のです0 

もちろん戦後も変わらずに生きつづけている意識もあります。統計数理 
研究所が 1953 年から 5 年ごとに続けておこなってきている国民性調査 
によっても、人間関ゼや美备識などのように変化があまりみられないもの 
もありますが、しかし男女観、金銭感覚、 i 治:!識、科学文§1観などには 
大きな変化がみられますし、また先祖や家族観をはじめとしてかなりの変 
化があらわれています。そして高度成長期のはじめと#期とでは、環境 
問題にたいする評価だけではなく、生活満足度についても変化があらわれ 
ています。その意味では、戦後の日本社会は、その構造のうえからだけで 
はなく、意識の面でも、きわめて変イ匕にとんだ社会だといえるでしょう0 
いうまでもなくこのような姜花の背後には、産業化•都市化の過 S で 
多様化していく住民の蠢識や行動がありますし、また生活環境にたいす 
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る欲求の増大があります。そしておそらく都市化がひろい範囲におよび、 
生活様式じたいが大きく壶わってきている現#、この®尚はますます増:^ 
するものとみなければなりません。 

このような変化に対応していくことは、おそらく並たいてい-のことでは 
ないでしょう。なぜなら経済力を極度に鏡めている嘉疎地域では、まだま 
だ人口の流.出がつづき、 4 k 生活を li # していくことはきわめて困難と 
なってきていますし、また他方、膨張しすぎた大都市では高密化した構造 
のもとにあって、いまだにこれに即応しきるだけの都市施設の整備ができ 
ているとはいえないからです。そのうえ都市には、移動が激しく異質な人 
G が集積されているため、これを S 成している地域社‘も、きわめて脆い 
体質をつくりあげているといわなければならないのです。 

戦後、世資にもあまり綺をみないほどの高度な経済発展をとげてきた日 
本も、ようやくひとつの転換期をむかえ、これらの問題は解決していかな 

じ逢 

ければならない時期にさしかかってきているといってよいでしょう。しか 
し変化は終わったわけではありません。地域社会の変貌はさらにすすむで 
しょうし、そのなかで過去の伝統や風習も、さらに変化をしいられること 
になるでしょう。そのうえあらたに高齢化社会の到来をまって、いま日本 
社‘全“が、この大きな k 化にたいする対応をせまられているのです。こ 
うして社会の変化は、もうひとつあたらしい課題をかかえこむことになっ 
たのです。 

第3節社会の変動と家族 

1 . 日本の家族とその変化 

日本の社‘は、もともと家族主義的な性格のつよい社会だといわれてき 
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ました。たしかに戦前、日本の家族は、たんなる「家族」としてではなく、 
祖先から直系的にうけ継がれてくる 「イヱ」 として観念されており、制度 
としても生きつづけてきました。そこでは家長権はきわめて強く、家族内 
でも平等な人間関係は考えられませんでした0そのうえイエとイエとの 
も、分出 7 の過邊で本家と分家という序列による位置づけをもち、とこ 
ろによってはその関係は同族団としてのまとまりをつくりあげてきました。 

もちろんこの同族団 g 合は、日本社会に全般的に存在していたわけでは 
ありませんが、こうしたかたちが戦前の日本の家族制度だけでなく、社会 
秩序そのものを支える原理として強調されてきたことに目を向けておく 
必要があるでしょう。そしてこのような原理は、こ般の社会生活にも投影 
され、いわゆる家族主義的人間関係として、日本の社会に深く浸透してい 
くことになります0 

しかし これには、政治的に 利用されてきた側面があることも見逃して は 
なりません。「家族国家観」といわれる戦前の天皇を中心に構‘された権 
k 主義的統制の成制が これに あたります。その点では、家族制度というの 
は、戦前の日本の社会带 j 度を支える重要なイデオロギーであったともいっ 
てよ いで しょう0 

そしてこれは、戦前においては民法によっても支えられ、戸主権と家督 
相続は i 度にも«持されてきたのです0しかし産業化がすすみ、龜 k 社 
‘を基礎づけている€序も k ' 化してくるにしたがい、こうした家父長的な 
家族制度も衰えてきました0そしてこれを決違的にうち崩したのが、敗戦 
による民主化威策と価値‘^の k ' 革だったのです。 

まず民法が改正され、家族^ ij 度はその法的裏付けを失うとともに、戦後 
民主化のイデオロギーの注入とあたらしい教育によって、観念としても 
家族^ ii 度は否違されることになりました〇そして地 k 生 g じたいの変化の 
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なかで、生活慣習としてもその意 i を1ぅ ことになっていったのです。 

しかも1955年にはじまる高度経済"は、さきにもみてきたように ■ 
家戸数を急激な減灰に^、こみ、いわゆる UmM という窺畜さえひき 
4こしてきました。こぅしたなかで露♦紐は線をとげ、また f 權にぉ 
けるイエのもつ意味も小さくなってきてしまいました 0 ここで家族制度も 
イエも、実質的に解体の二途をたどっていったのです。 

その変化がどのようにあらわれているか、これは、つぎにみる核家族化 

1 2，う 

の進行のうちに、はっきりとあらわれてくることになります。 

2 • 都市化と核家族化 

核家族.化がすすむということは、いうまでもなくその原因として、まず 

さとぎ夫う U ぞ ，う じんか だいいちじさんぎようしゆうぎようしや.ひりつ げんしよう 

産業構造の変化により第一次産業就業者の比率が減少していくとい 
うことです 0 なぜなら日本の農業 5 は、主として家族経営によ っ ていました 
から、そこから大都市へ生産年齢人口”が流出していくということは、家族 
から若者が抜けていくことを意味するからです。そしてまた兼業 農 m が 
ふえてくるということになると、労働力のうえからも逢済生活のうえから 
も、かならずしも親子2家族が同居する必要はなくなってきますから、こ 
れもまた核家族化をはやめていく原因となるわけです。 


表 2-7 人員別普通世帯数の割合(%) 


年次 

1人 

1 2〜4人 

5人以上 

総 数 

1955 

3.5 

41.9 

54.7 

100.0 (17,383) 

1960 

5.2 

47.3 

47.5 

100.0 (19,678) 

1965 

8.1 

54.7 

37,3 

100.0 (23,085) 

1970. 


60.6 

28.6 

100.0 (27,071) 

1975 

13.7 

63.5 

22.8 

100.0 (31，386) 


注：総数欄の （） 内の数字は普通世帯数、単位は千世帯。 

出所： • 国勢調査より作成。居安正 • 間場寿一編、前掲書、83頁。 
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二ぅして Mii ち:!ぅ南に®こったし森雀备■は、に4遽 Kii をとも 
ないながら核家族化を促進し、同時に家族構成員も減少してくることにな 
ります。もちろんご般に社会が近代的な構造になると、家族もまた小規模 
になるというのは他の国でも同じことですが、とくに日本のばあいには、 

驗しい又口の南市流入によってじ嘉年労働者が、都市に単身世帯または核 
条族世#をかまえたため、その傾向が短期間のうちに顕著にあらわれたと 
いうことができましょう0 

表 2-7 は、これを人員及]普通^:帯数の比率によってしめしたものですが、 
1955年の高度成長期以降をとってみても、これがはっきりとあらわれて 
います。そしてこれにともなって核家族世#率も増：^しており、同じよう 
に1955年から1975年の20年間をと っ てみますと、4.4パーセントの増加 
がみられ、また fe 族世#数（普迤世#から単身世®と非親族世帯を除いた 
もの）中の比率をとってみると 12.3 パーセントの増加をしめすことにな 
ります。ちなみに#通世堵について家族構-員の¥均を、国勢調査が日本 
ではじまった1920年から、年次をおってみていきますと、表 2-8 にしめす 


表 2-8 普通世帯人員の推移 


年次 

普通世帯 

1920 

4.89 

1925 

4.87 

1930 

4.98 

1935 

5.02 

1940 

4.99 

1950 

4.97 

1955 

4.97 

1960 

4.54 

1965 

4.05 

1970 

3.69 

1975 

3.44 


出所：居安正 • 間場寿一編、前掲書、83頁。 
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ような推移があらわれます。 

ここでまず気がつくことは、日本のばあい家族の縮小がきわめて急速 

ひかく 

におこなわれたということです。これはアメリカと比較してみますと、は 
っ きりとあらわれてきます 0 この表によると、日本では1955年頃までは、 
毕均家族構 i 員数、つまり普 M 世#の lli あたりの構成員は、ほぼ5人 
の線をしめしてきており、その後急速に減少しはじめて、1975年には 
3. 4人にまで縮小していることがわかります。ところがアメリカでは、平 
均家族構成'負数が5人であった1880年から、 3. 5人にまで減少するのに 
は、70年後の1950年までかかっているのです。これをみても、日本のば 

そくど すいてい 

あい、いかにその速虔がはやかったか推定できるでしょう。 

いうまでもなくこのような家族の縮小には、出生ボの低下という事_ 
がからんでいます。しかしなんといってもその最大の原因は、繰り返し述 
ベたように、産業化.都市化にあったのです。このことは、ここでも日本 
において、1955年以 S の産業也の過程と条族の縮小のが重なってい 
るところにしめされています0 

こうして審の分化は核家族を増やし、そして家族の規模の縮小をも 
たらしていくことになりますが、当然これは、家族の機能をも変化させて 
いくことを A 条します0かつて生産の単&であり、また地域生活を i 持し 
ていくうえで重要な役割を担ってきた家族は、教育や娯.や保護といっ 
た機 I を、しだいに外 : 部の集団、つまり社‘の専門的な諸集団や機関に 
ゆずり渡し、その機能を基磔的なものに限定してくるようになってきまし 
た。そしてこれとともに家族 W における役割配分も変化し、人間関 g もま 
たかわってきました0このことは、妻が職場にでて働く機会が多くなるに 
つれ、ますますすすんできたといえます。 

いまでは外、女は内」という夫婦の性的分業は古くさいものとな 
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図 2-3 女子被雇用者の配偶関係別 
構成の推移 


100 


50 


(%) 1955 1960 1965 1970年 

出所：正岡寛司『家族』1981年、249頁。 



離死別 


有配偶 


未婚 


り、産業化や女性の高学歴化によって女性の職場進出がめだつようにな 
ってきました 0 図 2 - 3 は、女性非雇用者の配偶関係構歲の S 暴をあらわし 
たものですが、これによっても有配偶女性の雇用率は、1955年に 20.4 パ 
—セントでしかなかったものが、10年後の1965年には 33. 9パーセントと 

ねん 

なり、さらに1970年には 41. 4パーセントにもた っ していることがしめさ 
れています0妻は、もはや昔のように家族のなかにとじこもり、家事にの 
み従事していた時代とは別れを告げてきているのです。 

もちろん家族内における人間関遠も、いまでは載詰とまったくちがって 
きました。「戦後強くなったものは靴卞と女性である」といわれてからす 
でに笑しぃ縫、綫にぉける ㈣ の祕はじ丄ぅし鼻ぅし、■の縫編な祕は 

ほ^)かい かぞくない かつ 

朋壊してきたといってよいでしょう。そして家族内におけるさまざまな活 
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動にかんする意思決定についても、もはや夫優位という結果は、これまで 

の調査をみてもでていません。このことは、意識じたいが大きく変わった 

ことを 意味す るといってよいでしょう。 

その変化については、多くの意識調査がおこなわれてきています。家族 

の規模や機能だけではなく、そこでの役害〗齠棼や権葳構造の変化のなかで、 

「女心」がどのようにかわっていったのか。家族制度がつよかった日本の 

ことだけに、このことはきわめて興味深いことだといわなければならない 

でしょう0そこでここでは、さまざまな調査のなかから、 NHK 放送世論 

調査 所のおこなった 「現代 日本人の— 構造」 の备析を手がかりとして、 

おも 

これをみていきたいと思います。 

3 • 現代家族と意識の変化 

かつて日本では、「嫁しては夫に従い、老いては手に従え」という格言が 
ありました。こうした夫唱婦随の関#は、すでにみてきた変化の過程で、 
どのようにかわっていったのでしょう；^。 

まず調査の結果によりますと、 1953 %には「妻が夫のやり方になれる」 

61 パーセントにた V 、して丨夫が妻のやり方になれる」は 1 パーセント、 
「両方のやり方をとり入れる」 36 パーセントとなっていたものが、 1975 年 
には「妻が夫のやり方になれる」 34 パーセントにたいし、丨両方のやり方 
をとり入れる」 63 パーセント.となり、夫婦協調型に移っていることがし 
めされています。 

つぎに家族における 役割 分担について、「夫が台所の手 fe いや手供の 
おもりをすることの是非」について調耷した結果をみてみますと、ここで 
も 1952 年に全体の 32 パーセントが賛成していたにすぎないものが、 1978 
年には 60 パーセントにもた っ しており、これには男女とも、あまり差はみ 




第 3 節社会の変動と家族 
図 2-4 夫の台所仕事（男女別） 


(国民全体) 


賛成 反対 （国民全体) 


1953年 


1973年 


1978年 




(45%) 


(38%) 


(33%) 


出所： NHK 放送世論調査所属《•現代日本人の意識構造』1979年，46頁。 


られません。そして1952年の時点では、年齢層によって差がみられたの 
にたいし、1978年には、どの年齢層も賛成が55パーセントから60パーセ 
ントをしめすようになってきております。 

図 2-4 は、こうした変化をしめすきわめて面白い傾向をあらわしていま 
すが、これにはまえにもふれたように、核家族化が進行したことや住居構 
造の変化でダイニングキッチンが普及したことが作用しています。しかし 
そうした変化を背景としながら、意識そのものがかわったことも、それに 
劣らぬ大きな変化であったのです。 

この問題をもう少しつ っ こんでみてみましょう。図 2-5 は、「結婚した 
女性が職業をもちつづけることについて」調査をした結果をあらわした 
ものです 0 ここでは、①結婚したら、家庭を守ることに専念したほうがよ 
い（家庭専念型)、②子供ができるまでは、職業をもっていたほうがよい 
(育児優先型)、③子供が生まれても > できるだけ職業を持ち M けたほうが 
よい（両立型）とにわけて回答をもとめたものです。これによりますと、 
1973年から1978年までの5年間、男女ともに V 育児優先型が多い点では蠢 
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図 2-5 結婚した女性と職業（国民全体，男女別） 


国民 

全体 


家庭専念 


:35 %i 


30: 


その他わからない 
無回答 


育児優先 


両立 


•：；：•；;：：： 42% 




20 % 


41 


27 


(73 年） 
(’78年） 


男性 


41 


35 


孕 


.• y,\w 4〇 •••••••••••:] 


■ 4 i y . 


16 


23 


(73 年) 
(’78年） 


女性 


•If Willi 

••••••••••••• 44 

« 
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(73 年) 
(，78年） 


出所 ： N H K 放送世論調査所属，前掲書、： 48頁。 


かていせんねんがた へ りようりつがた 

わりほありませんが、これにたいして家庭専念型は減り、両立型が7パー 
セントとわずかながら増大していることがわかります0 

このことは、さきにぁげた¥_魏の藏 4 MW とぃぅ鼸と縱さ 
せてみてみますと、じょじょに i 識も変化し、家^と仕事との両立型に移 

きざ 


行する兆しがみえてきていることを、しめしているといえるでしょう。 

さてこのように Mi や意識のうえで変化があらわれると、当然のことな 

がら条餐のくらし勞もぢがってきますし、またズ簡=し羞ぅの■のあり勞も 

メ 

かわってくることになります。ぞしてそれは、さまざまな面であらわれて 
きますが、ここでは生活周期 （ lifecycle ) の面から、ひとっの変化をしめ 
しておくことにしましょう0これは、戦前と戦後を比較したモデルですが， 

しゅっせいじ げきげん しじよしゅっせいき たんし, 1 く へヒき,ん.ネめ _ い yf ち 土う . .一•.お I お 

出生児の激減による子女出生期の短*！や平均余命の伸長によって、大 
きく赛花していることがわかると思います（図4-6)。 

このような^イ1は、もちろん家族の生活段階にもあらわれてきています< 
26 
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23.5 24.8 27.3 


39.6 46.1 


56.0 62. 3ゾ 


、、 〆 . 

ノ 〆 


18.5 25.3 


34.4 


50.4 / 52.5 


69.7 77.3 


1940年 


図 2-6 夫婦のライフ • サイクルのひとつのモデル（戦前と現在） 


そしてその変化は、今後もっとひろい範囲におよぶことになるでしょう。 
そのなかで現¥、日本が直面しているもっとも深刻な問 s が高齢イか匕 a 荃へ 
の突入なのです0 

4 • 高齢化社会と家族 

日本は、1970年には65歳以上の老齢人口が7パーセントをこえ、また 
1984年には 9. 6パーセントをかぞえるにいたり、高 g 化社会へ;(ることに 
なりました。そしてその後も、出生率の低下や年均余命の伸長によって、 
高齢匕の速度をはやめているのが現状です。しかも人口推計では、日本は 
2025年には、全人 b の 21. 3パーセントが老齢人口によってしめられるこ 
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図 2-7 人ロピラミッドの変化 
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出所：小笠原祐次「高齢社会と老後の生活問題 J 『まちづくり研究』20号、 

「特集：高齢社会 J 1984年、5頁。 

とになるというのです。こうした M ぅ iHaS は、かってどの筅 Ms も g 
験したこともないものです0 

つまりここで問—となるのは、こうした高齢化はいずれどこのも経験 
しなければならないものでありながら、日本のばあいには、それが急激で 
しかも高い比率であらわれてきたということであり、そのためにそこに生 
ずる歪みもまた大きいということなのです。その問題点のいくつかをあげ 


てみましょう0 

まず第一に、出生_の低下で、生産年齢人 d が1990年頃をピークにじ 
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ょじょに減少し、またきわめてたかい高学歴化による進学率のなかで、実 
質的な生産人 b は、もっと蠢ちこむと予期されていることです。 

第二には、1955年] k 降の高度成長期に起こった地格差のなかで、とく 
に過疎化のすすんだ地域で生産年齢人口が流‘し、高齢人口を多くかか 
えているため、このままの状 — では地域的な為差がつよく生じてくること 
があげられます。 

そして第三には、嵩齢化の進持がはやいため、社‘においても家族にお 
いても、これに対応するのに極度な困難がともなうことが指摘されるで 
しょう〇とくに核家族化がすすんでいる現在では、家族が扶養の面でもこ 
れを受けとめていくだけの力は、だんだんとなくなってきているといわな 
ければなりません。またこれに即応しうるだけの社会福祉や保障の成 lii も 
十分ではなく、今後解決していかなければならない課題はすべて持ちこ 
されてきているとさえいえるのです。 

1959年に国民年金法が制-され、国民皆年金が_現しました。しかしそ 
の額は、けっして満足すべきものとはいえません。また75歳以上の高齢 
者が増加する傾向にあるこんにち、医療をはじめとする対応策もこれから 
の大きな問題だということができます。家族がその機能を変え、老人另 l 3 居 
がふえている現在、ここでも社禽福祉や保障のあり方とからんで、この問 
題は、あらためてつよぐ検討をもとめられなければならないことでしょう。 

高度成長 によって 経済'の繁栄をうたい、技術の進歩を謳歌することので 
きた日本は、同時に激しい社‘動にみまわれることになり、予想以上の 
歪みを、その内部にかかえこまなければならないことになりました。しか 
しそうした変化は、おそらく日本だけの経験におわるものではないでしょ 
う。これから工業化の速度をはやめてぐる国々も、いずれはこれと似た状 
況 にぶつ かることになるにち がい ありま'せん。日本の経験した社会変化は、 
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第 2 章日本の社会 

その意味では、.ひとつの歴史的実験であったともいってよいのです ( 


第4節近代化と教育 


1 . 教育の遺産 

近代化にとって教育が不可欠な要素をなすことは、いうまでもありませ 
ん〇事実、日本の近戎花のをみていくとき、そこでもっとも笑きな韃 
i をはたしたのが W v # にあった.ことは、雾くの碧たちがひとしく鏡 
めているところでもあります。.たとえば R . p . ドーアは、徳川封建時代の 

M ぅ餐の■が、ぃかに絲綠減の震嘗匕と I ■祕の！ M に策を臺 

したかということに目を向け、とくに藩制末期にずでに:日本で発達した学 
校制度が存在していたことを強調していますが、 H . パッシンもまた同じ 
ような見方にたっています。 

がつこうせいど 

もちろん学校制虔といぅても、それはこんにちみられるようなかたちの 
ものではありませんが、藩讳 i 末期には、幕]#やら藩による s 逵度の__か 
ら、私塾、寺小屋、ぉよびその i のタイブの#_のが、1劳7,000もあ 
ったといわれています。これについてドーアは、明治維新当畤、日本の男 
子の40パーセントないし50パーセントと、おそらく女子の15パーセン 
卜程度が、.じぶんの家の外でなんらかの形で教育をうけていたものと推計 
できるとみています。こうして最近の研究では、“治条新のとぎには、男 
子のリテラシーは40パーセントをこえていたといわれていますが、それ 
がいかに日本の近代化にとって大きな力となっていったか、ぁ貧めて—す 
るまでもないところと思われます。そしてこれこそが、遅れて近代化競争 
に参加した国々のなかにあって、日本のもつ特殊な状況でもあったので 
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さて明治維新後、近代国家の形成にとりかかった政府は、1871年に文部 
省を-置するはこびとなりますが、これは廃藩置県後の官制^£革の二_を 
なすもので、これを機に日本の教育行]^はあたらしい段階を迎えること 
になります。翌1872年の学制が、その具体的な‘足をしめすものです。 
この学制でしめされた構想は、全国を8大学区とし、各大学区に1大学を 
設置し、さらに1大学会を32中学区として各中学校区に1中学校をお 
き、また1中学校区を210小学校区にわけて各1小#校を設けるという 
壮大なものでした。もちろんこれは、あくまでも構想であって、実施にあ 
たってはさまざまな問題が生じており、現実にはこのとおりにおこなわれ 
たわけではありません。 

しかし「邑に不学の戸なく、に未学の乂なからしめん」という__齧 
学の理念は、ここによくしめされているといってよ いで しょう。そしてま 
がりなりにも制度化をはたした日本の教育制度は、これによってひとつの 
軌道にのっていくことになるわけです。 

それが実際にどのような結果をうんでいくことになるか、これは1877 
年に、あるフランス人が、「日本における初等教育の水準をみて、われわ 
れョーロ ッパ人は赤面する他ない………学校のない村はなく、文字の読め 

afc > a ^ 

ないものはいない」と驚嘆しているところからも、うかがうことができる 
でしょう。これを統計の面からみてみますど、1903年に日本の義務教育 
の就 5 学率は、男子 95.8 パーセント、女子 87.0 パーセント、さらに義蠢き— 
育が6年制になった1906年には、男子 98.2 パーセント、女子 94.8 パーセ 
ントということになります。 

こうして制度のうえでも定着した日本の近#学校教餐は、その4いく 

ど がくせいかいかく しようがつこう ねんちゆうがつこう ねん こうとうがつこう ねん だいがく 

度かの学制改革をへて、小学校6年、中学校5年、高等学校3年、大学3 
年という戦前の制度の確立をみることになりますが、図 2-8 は、1919年に 
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図 2-8 学校系統図 （1919 年) 
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出所：東京都『東京百年史』第5巻、1972年、1,139頁。 
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おける学校の系統図をしめしたものです0そしてこのかたちは、戦時中の 
二時期を のぞいて、1948 年の戦後の学制改革まで基本的に つづいていくこ 
とになります。 

2 . 学校制度の変遷 

ところでこのように希)]度の面で、しっかりと根を下ろした日本の学校 
教#は、日本の近 W 化を促進していくうえで重要な役割をはたしていく 
ことになりますが、その基本は富国強其および殖産興業という国家政策 
にそったものであったといってよいでしょう。いうまでもなくそこで重視 
されたのは、義務教育の普及と同時に、近べイ1：の牽引車としてのエリート 
育成にありました。そしてこのような要請は、産業化がすすむにつれ、い 
っ そうつよいものとなってきますが、 1918 年の大学令にみられるような高 
等:.教¥機関の拡充は、これをしめしたものといえます0 

そしてこのような変化は、日本の産業構造が重工業に移行し、資的に 
高度な各種の技術者がもとめられてくるに つれ、 いっそう広い範囲におよ 
んでくることになります。たとえば工業学校の拡充や各種学校の新-な 
どは、こうした背景のもとですすめられたものですが、この時期に女性の 
職場への進出がさかんになり、また女_の従業 k 訓練のための各種学校 
が拡充されていったことも注目されてよいでしょう0こうした点でも、 
大正時代というのは、日本の近代化の歩みのなかで、ひときわ精彩を放っ 

じき 

た時期だということができます。 

そして教育の面でも、この時期は大正デモクラシーの彭響をうけ、戦 
前の日本でもっとも自由な空気がみなぎっていたところから、いろいろと 
あたらしい救%を試みる学校があらわれたり、また新教育運動というう 
ごきがさかんにな っ てきたときでもあります。けれどもしだいしだいに軍 


33 



第 2 章日本の社会 


国主義が力をえていくなかで、こうしたあたらしい自由な教育も窒息状 
態におちいり、1930年代にはいると、日本の教育は、再び国条のつよい統 

せ V 、 

制のもとにおかれることになってきます。 

このようななかで教育にたいする統制をいっそう強めていく文部省は、 
1934年には思想局を設置し、救#における思統制を強イしていくこと 
になります。そして1941年には、小学校は国民学校と名称をあらためら 
れ、教育もすっかり戦時体制のうちにのみこまれていってしまうことにな 
るのです。 

こうして戦争目的に奉仕させられた教育は、戦局が m まるにつれてさ 
らに総力戦の一環として直—統制にさらされ、1941年には;^学、高_専 

もんがつこう しゆうぎようねんげん たんしゆく ねん がくせい ちようへいえんきせい ぜんめんてきはいし 

門学校の修業年限の短縮、1943年には学生の徴兵延期制の全面的廃止、 

ねん くときん 么， れ ^ ちゆう^^せい じよ^^せい U こ 之せ い だい U せい のうそん 

やへの il といったかたちで、驗等罙 i にはほとんど_緩のき IT # 蠢 
ぎは失われるという状況にたたされてしまいます。 

戦後の日本は、まず爆撃で破_された教育施設の邊旧もさることなが 
ら、なによりもこうした過去の軍国主義的な教育をふりすて、あたらしい 
民主的な救%体制をうちたてるという課題にとりくまなければなりませ 
んでした。しかしこの事業は、戦争によって古い i 値がうち崩され、 
方向を見失った教育界においては、赫、像公上に ® 難なものであったとい 
わなければなりません。 

いうまでもなくこの教育の民主化は、占領軍からのつよい指示と方向 
づけによって開始されることになります。まず1946年3月に第一次アメ 
リカ教育使節団が来日し、その報告書？:もとにして教%改革の大綱がで 
きあがり、ついで1946年11月の新憲法の公布によって、これにもとづい 
た「教育基本法」および「学救%法」が1947年に W 趸され、こんにち 
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図 2-9 学校系統図（戦後) 



17777は義務教育をしめす。 

の教育制度の基礎がおかれることになります0 

ここで、教备基本法が教备の目的として掲げたのは、「教育は、人格の 
完‘をめざし、的な国家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、 
個人の fffi 値をたっとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に満ちた心身と 
もに健邊な国民の育成を期して行なわれなければならない」（同法第1条） 
というものです。そして教育行政に ついては、 「教育は、不当な支-に 
服することなく、国民全“に分し直邊に責任を負って行なわれるべきもの 
である」（同法第10条）とはっきり規-されています。これは、戦前、軍 
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1950年 

注：進学率= 


65 

進学者数 
該当年齢人口 


70 

xioo 


75 80 


部の力の下で思想統制をおこなってきた文部行政をかえりみるとき、これ 
への反省を含めてはっきりと銘記しておかなければならないものといえま 
しょう0 

なおこうして発足した戦後の教备制'度は、学校制度については義務教 
育9年（小学校6年、中学校3年)、これにつづく高等学校3年、大学4 
年という単線型のいわゆる六•三•三.四制をとることになります（図 
2-9)。そして1947年に六.三制が実施され新制中学-が発足、ついで翌 
1948年に新制高等学校、また1949年には新讳 i 大学が発足し、新制度の学 
校教育がおしすすめられていきます。その後1953年からは、さらに勤労 
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表 2-9 学歴別にみた就職先の職業 （1975 年3月卒業者) 



中卒者 

高卒者 

短大卒業者 

大卒者 

1 . 専門的 • 技術的職業 

0.0 

3.5 

38.4 

39.1 

2 . 管理的.経営的職業 

0.0 

0.0 

0.3 

0.8 

3. 事務的職業 


39.1 

51.5 

35.5 

4. 販売的職業 


15.3 


19.1 

5 . 農林業的職業 

BI 



0.2 

6 . 漁業的職業 





7.採鉱 • 採石的職業 




0.0 

8 .運輸 • 通信的職業 


2.9 


0.3 

9 . 技能エ • 生産エ的職業 

66.4 

27.6 



10. 保安職業 

0.4 

2.4 


mM 

11. サービス職業 - 

17.6 




12. その他 

mmsm 


mm 

HI 

合 計 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

実 数 

(93,987) 

(590,893) 

(103,314) 

(232,683) 


出所： 1 ■テキストブッ ク社会学』 （ 3 ) 教育、1978年、177頁。 


せいしようねんきよういく こうとうがつこう ていじせいきよういく つうしんせいきよういく しんこう 

青少年教育のため、高等学校の定時制教育ぉよび通信制教育の振興が 
はかられることになりますが、その結果、1961年には高等学校への進学率 
は60 ノ、。ーセントをこえ、1980年には 94. 2パーセントをかぞえるにいたる 
ことになります 0 

また高等教育機関（大学、短期大学）への進学率は、1966年には 16.3 
パーセント であったものが、1976年には 39.2 パーセン ト、1980年には 
37.9 パーセントという高率をしめすにいたっています。こうした高等教 
育機関への進学率が、いかに高いものであるかは、図 2-10 にしめした先進 
主要国の比較によっても、はっきりとみることができるでしょう。こうし 
た教#の普及と高'い;準が、こんにちの日本の産業をささえ、これを促 
進している最大の力であることはいうまでもありません。 

なお表 2-9 は、学歴別にみた就職先の職業をあらわしたものでありま 
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す。 

3 . 社会教育の展開 

さて戦後発足したあたらしい学校制度は、このようにいちじる.しい量的 
なをとげるとともに、高等教 w 機力関への進学嬌も上昇の二途をたど 

どう” みお がつ，うきょう 

ることになりますが、同時にここで見落としてはならないことは、学校教 
%以外においてもひろく国民の教备にたいするニーズが増大し、多様化を 
しめしてきたということです。これには産業" 5 社‘の高度花による#学 • 
技林 f の発達、高学歴化、余暇 • 自由時間の増大、あるいは高齢化社会の出 
現といったさまざまな要因が重なり合っていますが、こんにち日本で生涯 
教%にたいする要求がたかまっている背景をあげるならば、つぎのよう 
な諸点があげられるでしょう。 

①技術革新の急速な進展にともなう職場および生?!環境の変化とこれ 
にたいする適応の S 要性、②南市化にともなう価値の多元化、③高学歴イ匕 
による学習意欲の増大、④高“化社善の出現による教育需要の増大、⑤ 
高度産業社€における嘉最*自由時間の増大。 

いうまでもなくこのような社会的背景のもとに高まりをしめしてきた生 
涯救育を実現していくためには、なによりもそこにうみだされたあたら 
しい教¥•学習のニーズにこたえるとともに、南々の住民の学習と自己 
開発のための条件の整備がなされなければならないことになります。こ 
うして学校ム#に地域社‘や職場においても、さまざまな国民の学習ニー 
ズに即応した教育の場と機▲の充 5 実がはかられてくることになりますが、 
とくに#スの地方自治#にとっては、このような生っ涯教っ育の s 請にこた 
えていくことが大きな課題となってきました。 

では現在、これについてどのように教育や学習の場が整備されている 
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図 2-11 公民館数及び公民館の設置率 


公民館数 設置率 



のでしょうか。ちなみに 社会教育施設と しての 公民館数と、これを設置 
している 市町村の割‘（設置 率）をみると、 図 2-11 のようになります。 

としよかん ず ねん 

また これを図書館に ついてみると、図 2-12 にみられるように、 1955年 
に742館（都道府県立105館、市町村，組合立603館、法人立34館）であ 
ったものが、 1978年には1，200館（都道府県立86館、市町村•組合立 
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図 2-12 図書館及び図書館の設置率 
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出所：文部省編、前掲書、147頁。 


1，080館、法人立34館）といちじるしい増加をしめし、図書館を設置する 
市町村の割合も1979年には 23. 7パーセントとなっています。 

さらに公共体育、スポーツ施設についてみると、1969年には1万193 
施設でしたが、1980年には2万9,566施設に増加をみています。このなか 
でもっとも多いスポーツ施設は運動広場で4, 516施設、ついで成*館 
3, 581施設、野球場•ソフトボール場3,181施設、采泳ブール2, 952施 
設、屋外テニスコート2,867施設等となっており、いずれも近年増加のご 
途をたどっています。 

もちろんこうした諸施-は、こんにち多様化と拡¥をみている地域住 
民の学習ニーズに十分にこたえうるものとはいえません。しかし撃备教 
#雛成 W •挙 W ■にぉぃ て、 鵾の■な W # 二-ズに运じぅる 
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図 2-1 3公共 体育.スポーツ 施設数 
施設数 



出所：文部省編、前掲書，166頁。 

がき贏ぅ M にされ、その ii にこたえようとしていることは質いあ 
りません。そしておそらくあたらしい社会の動きのなかで、こうした家庭、 
学校、地 k 社会、職場が有機的に連邊し、生涯教育のための場と機会を保 
障していくことは、日本だけではなく高度産業社会に突入した国々にお 
いて、ひとしくもとめられている大きな課題だといわなければならないで 
しょう。 
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. 文化としての時間と空間 


is 
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いかなる社会も時間と空間に関して一定の意味を文化的に規定していま 
す。人間の生活にとって時間と空間は、それが展開しうるための普遍的な 
土 €であるばかりでなく、同時に人間の生?!営為のための対象でもありま 
す。烏間と空間が、これら二つの側面において基本的に重襄であると思わ 
れるのは、それが通常、共に希少な社会的、個人的資源だからです。アメ 
リカの社会学者 W •ムーア （1963)は、これら二つのうち時間の希少性と 
その社€的重要性とについて次のように述べています〇「日常 5 の違験蘇 
世-にあって普 M 的な影響力を備え、卮苏な希少ぜである貨 i にとって 
唯 J 互角のライバルといえば時間である。忠誠心や愛情もよく考えてみ 
れば希少菘である0しかし；矣数の人々にとって荷ごとによらず笙 S の 
基本問題に係わってくる希少で貴重な要因として露骨にその姿を現してく 
るのは時間であり貨备である」と。「時は金な り」 という格言は、両者があ 
る程度互換“を持ちうることを示すとともに、時間がいかに貴重な資源で 

てきかく しめ 

あるかを的確に示しているといえるでしょう。 

時間の希少性は時代的にみるとおそらく貨‘の希少性に先行している 
と考えられます。時間の希少惑は人間が現#の時間だけでなく、未姜の時 
間(そして/あるいは残された時間）と嘉去の時間（思い出としての時間） 

いしきはじ じてん きげん 

を意識し始めた時点にその起源をも っ ているにちがいありません。これに 
対 1 し、金の希少感は臺幣を媒ゼとする交換経ポの普及に始まるといえるの 
ではないでしょうか。特に貨落は近代経済社会においてはほとんど何物に 
も A えがたい圧倒的な力をわれわれの日常生?!において発揮しています 
が、時間の希少-は常に人 g の有限-に象徴されているのであります。 

時間の希少惑が普遍的な性格をもつのに比べ、空間の希少惑は歴史的 
な性格を色濃く帯びています。大地にその典或を見出す空間は、二様の姿 
相で人間にたち現れたでありましょう。一つの姿相は涯しなく広大な自然 
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的空間の相であり、あるばあいには人々 の 有限の時間を無駄遣 L 、させる だ 
けの茫漠たる空間でしかないばあいもあります0人間社会の歴史的発達 
——技術の進歩と権力の不平等性の進行——は自然的空間をすさまじい 
勢いで社会的空間に組み込んでゆき、さらに権力によって囲い込まれた私 
的空間を拡¥させてきました。こうした歴史的な過-を通じて人間は大地 
空間に II する希少惑を増大させ、やがて立体空間、宇宙空間までも開^し 
てきたのです。僅か37万平方キロメー トルの 国土に一億2,000万人余の 
人口が居住している現代の日本の社€では、土地-間はばあいによれば時 
間上に貴重な資源とみなされ、また獲得のための競合の対象ともな っ 
ています。 

その性格が異なるとはいえ、時間も空間も人間にとって、また特に近 W 
人にとって貴重な資源であります。それゆえこれらのものはある社会の 

ひとびと せいかつようしき かんしゆう せいど しんねんたいけい しゆうきよう ふか かか いつ 

人々の生活様式、慣習や制度、さらには信念体系や宗教に深く係わり、一 
—の或序あるシステムとして文化的な規—を持っていると考えられます。 
このような考え方に立って、本-では日本社^における生裔様式、慣習、 
制度、そして信念体¥や宗教の諸相を特に時間的規定という視点から、ま 
たそれらの近代から現代への構造的変動の特質という視点から、考_しょ 
うと考えているわけです。 

要するに、われわれが本-で取り上げる時間は、自然的、物理蘇、ある 
いは生物的な時間ではないという ことです。 文化的に規定された社会的時 
間の社会構造と社€過-とが ここでの われわれの テーマなので あります。 

2 •時間の社会的秩序 

(1) 時間の種類とパターン 

現在 (1986 年)、日本人の誕生時の毕均寿命は男女にょる差真が姜少あ 
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るとはいえ、平均約80歳に達しています。1935年、その平均年齢は50歳 
是らずでありました0ここ50年の間に30年も平均寿命は伸びたのであ 
ります。50達であった平均寿命1が80歳に伸びましょうとも、人間の寿 
命 k 有限であるという事実に変わりはありません0むしろ、逆説的に聞え 
ますが、後に述べるように、現ゼの日本人は苡前にもまして人‘が忙しく、 
人€時間の短さを感するようになってさえいるのです0われわれの生活 
のリズムが短くなり、出来事経験の頻度が増加し、時間が極度に細分化さ 
れ ている からです。 

このことからもわかるように、人間はたった 一つの 時間の枠組みだけを 
経験しているわけではありません。個人は同時にいぐつかの時間の枠組み 
を体験することができますし、また歴史や社会の動に伴って、時間の枠 
組みそのものもまったく異なるものになるのです。複数の時間枠はジェッ 
卜機で東から西、あるいは西から東へ数時間も飛行をしたとき、われわれ 
が体験する時差ボケにはっきり現れます0二-のリズムをもった覚醒ど睡 
fe の笙齧的時間と§の函と‘日没の時刻に基づいた地方標準時間の間のミ 
スマ ッ チが昼間にもかかわらず体が睡眠を欲したり、反対に夜間にもかか 
わらず寝つかれなかったりの不適応現象を生じさせるのです0このいま 
いましい 二つの 時間の ミ スマッチはわれわれの経験する時間がけっして 一 

おも し 

つではないことを思い知らせるのであります0 

心理学者の E.T. ホール （1983) は、文化の水準で九つの時間が区別で 
きるとしています。_なる時間、俗なる時間、ミクロの時間、共調 

じかん こじんてきじかん せいぶづてきじかん ぶつりてきじかん けいじじようがくてきじかん 

した時間、個人的時間、生物的時間、物理的時間、形而上学的時間、そし 
てメタ時間の9種であります。彼は、これらのうち産業化した社会におけ 
る人々は少なくとも6種邊の時間を#用し、また区別していることを確認 
しています。蔭 k される複数の時間の特質を規定し、またそれらの相互関 
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連性と過程のパターンについての組織的な規定とが時間に関する文化的な 
秩序といえるでしょう。どの社^にも時間に関する固有な文化的秩序が基 
層文化として見出されます。外国から初めて日本を訪れた人は日本人のほ 
とんどが腕時計をはめ、分刻みの「俗なる時間」のスケジュールに従って 
せかせかと g 動している様に驚くに違いありません。また第二次世界大戦 
前に日本を訪れたことのある人が久しぶりに近時の日本を訪れたとすれば、 
日本人の、特に男“の「共調した時間」の中心が条族から企業へ备化し 
ている様に驚異を感じるかもしれません。われわれが異文化を経験すると 
いうことは、われわれが自分自身の時間のパターンとは異なる時間のパタ 
ーンに接触ずることであり、またそのことに適応が求められるということ 
でもあります。それはどちらか一方が正しく、他:^が間違っているという 
ものではありません。それは文化の基本的なパターンが異な っ ていること 
を示しているにすぎま'せん0 

しかし産業社€の高度化はある二 i のべクトルを示す時間のパターン 
を実現しているように思われます。つまり、聖なる時間や形而上学的時間 
の後31——時間の不可逆性、時間の直線的化〈時間の矢〉を意味する 
——が顕著になり、代わって俗なる時間、共調した時間、あるいは個人的 
時間が強調されるようになることを意味しています。 

時間に関する文化的な秩序の重要-はそれがわれわれの生活している 
社答構造に秩序とパターダを#りだし、また社会構造を通じてわれわれの 
行勤様式を具成的に規ポしている点にあります。したがってある社-の仕 
組みを見るためには、文化的秩序に規定'された社^の社会的時間の構成と 
構^とを説明するのが有ボな方法だといえます。 

(2) 社会的時間の四つの水準 

産業社€は絶えずその社会の仕組みの複雑度を増し、複雑化した諸部 
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券を■■してぃます。：:ぅした望！ぅ駿の■な顏花にと#ぃ 、I 
漏纖一餐なる輪、 W 1 5 した縫一と逼跋縫はさらに織 

ぶんか かん がんけい こうぞうてき さいきてい 

に分化し、またその間の関係が構造的に再規定されることになります。 


しゆ 


しやかいこうぞう とくしつ 


せつめい 


ここでは、 主と して 日本の社会構造の特質と そのパターンを 説明す るた 

めに、縫祕簡を茨のょぅな S っの卡&紐に ii 券しょうと M います。 
すなゎち、 iX 祕簡を逢ぇ、①条■ゃ！ X と 1 HW 1 ぅしたィン 

フォーマノレな相互作用時間、②制度誃、力会 ® 的 Si に贏編されたフォーマ 

ノレな顏甚織、③その茲の線を祭す靈祕、茎 ㈣ 溪騎韻 、 M 
に④その路に纖蘇 m 、 なぃしはその益に端されてぃる 
下位文化の文化的時間です。ならびに公し玉ぅの S っの 
間の概念について簡単に説明しておきましょう。 

まず、個人的時間とは自分の時間であり、個人の生涯時_に_しい。こ 
の時間は物理的に測定される周期的なリズム （1 時‘、1に日ち、1挙など）の 
繰り返しの無限の連を#富とはしていません。 flAte 裔簡は誠し至か 
ら死に至る有限の生涯時間からなり、由粂事経験の鏟®と Msi よりなる i 
分史の時間#といえるでしょう 0 この el 簡は未■諮!く蘇ではありますが、4 


じん きおく 


かこ じかん げんざい よ もど 


みらい じかん 


じん 


人の記憶によって過去の時間が現在に呼び戻され、また未来の時間が#人 
の予知能方によって現在において? i 像されるとぃぅ U 畜をもちます。し 
ばしばネし旨摘されるよぅに、乂間は4の iS に益べ、 iSsli を1¢のため 
に使うことが少ないのです。過去の経験や目標実現のために、あるいは 
未来の目標達-のための Ms として簡が禾り iji されることが#いの 

げんざい しゆんかん かこ みらい むす 

です0つまり、現在の瞬間に過去と未来が結びつけられるわけです。こう 
した性格のゆえに個人的時間は、％理的時間のように等に ii 切られた 
時間の^!〈時簡の吳〉を ii せず、 AX によって i し森ざれた罜 i 蘇な畚 
韻とい—、るのです。たとえば、茲 M における笑遂に善ぃ襄験 
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は数十年を経過した時点でもつい昨日のことのように瞼にやきついて離 
れないかと思えば、わずか数日前の出来事でもほとんど思い出せないもの 
もあるといった具‘です。また、青年は現在の時間をもっぱら将朵の晟鉍 
のために投資しますが、中年の男女は現在の幸せを&持するために現在の 
時間の大半を使い、そして老人は過去の体験と思い出のために現¥爲簡の 
ほとんどを使うかもしれません。原理的にいえば、個人時間は体験された 
由来斌に彼が付与した A 味の継起知連鎖に基づく南人の笙活史時 to (IM 
伝の時間）だといえましょう0したがってある個人は赤に際して自分の“ 
活史時間を短く感じるものもいれば、逆に同じ_理的時間の人生を経過し 
ても、それを退屈で長いと感じるものもいます。また意味の点でも、自分 
の生-史時間を素晴らしかったと評価するものも飞、れば、反突 f に取るに足 
らないものだったと後悔するものもいます。このように基本的には、個人 
的時間は主観的な性質をもっているものの、しかし]1下で滅 i する社#的 
時間はさまざまな形で個人の時間を社会邊造に関^1づけ、このことを通じ 
て個人時間は S つの社会的時間のスケジュールに配分されています。 

個人にとってもっとも身近な社会的時間はインフォーマルな関_や小規 
模な文 I 面的集団における複数個人の個人的時間が交差して生じる相互作 
用的時間であります。友人同士がゲームをしたり、会食を楽しんだり、あ 
るいは家族でドライブをしたり、夕食を二緒にしたり、また夫婦が親の家 
族を訪ねて^!ごす時間が相互作用的水準における時間です。この相互作 
用的時間は複数個人の個人的時間が交差して生ずるのでありますが、しか 
しこれは個人的時間に還元しえないまったく新しい属-を有する社会的時 
間の一つといえます。相互作用水準にはさまざまな時間に関する規則が 
働いているからです。接触の頻度や接触時間の長さ、会話の順序や間隔 
に係わる相互作用規則が構造的に規定されているか、あるいは相互作用を 
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道じて協這されるかです0 

日本における家族の伝統的な性別分業 システムは、 「夫は外、妻は内」 
という格言が示しているように、既婚女性の1日の個人時間の大半が条族 
という相互作用水準で消費され、家族のために使われることを要求して 
きだのです。 

だいに しやかいてきじかん そしきたい かんりようせい てんけい せいぶんか 

第二の社会的時間はフォーマルな組織体や官僚制を典型とする成文化 
された時刻表を備えた組織“の時間です。この組織体時間の種類は全成 
社^の社会的発展の程度に相関します。社€が高度イ I ：すればするほど、専 
門分化した組織体時間の種類は増加を示し、また組織体時間同士の関係は 

ふくざつど ま がつこう しゆうきようだんたい きぎようびよういん ぐんたい ぎようせいそしき 

複雑度を増します。学校、宗教団体、企業、病院、軍隊、行政組織など 
はいずれもそれ独自の組織時計（周期的時間）と目標実現に志向した時 
間表を備えています。前者の時計は成員の組織体への加入、日常の課業、 
作業、休憩 1や休業、または配置転換や昇進、そしてそれからの離脱など 
に示される団体の周期的リズムを表示しています。これに突 f し組織体の歴 
史はその経歴赛 i の時間であります。それぞれの組織“は固有の発達史を 
もち、また痼スの成員の加入や離脱に係わりなく、みずからの長期的連続 
性と環境適応を求めます。このために組織体の組織時言+は至確に運行す 
るよう に管理され るので す。 

こうした組織成に所属する個人は組織ポから二定の?虽い時間的拘束を受 
けるのがふつうです。たとえそれへの加入と離脱が任意の性質をもってい 
るばあいでも、いったんそれに加入すれば、個人は組織体の時計に縛られ、 
その時刻表に重大な邊反をすれば相応の制裁を課せられることになりま 
す。つまり、組織冻は成 M の個人時間に分して二€の時間請求権を行使 
できるのです。 

きんだいか しやかい- そしきたいじ■かん こじんしやかいて■きけいれきじゆうよう ぶぶん 

近代化した社会では、この組織体時間が個人の社会的経歴の重要な部分 
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を形作るばかりでなく、個人の生涯時間における移行的変化の節目を作 
り出す役割を果たしています。こ定年齢にょる義務教育への参加（入学） 
と離脱（卒業)、あるいは企業への就職と定年退職、その間に個人は教育 
経歴や職業経歴を邊成していきます。 

だいさん しやかいてきじかん れきしてき ぜんたいしやかいてきじかん じかん きんだいか 

第三の社会的時間は歴史的、全体社会的時間です。この時間は近代化、 
合理化、あるいは産業化といった長期にわたる社会的変動における比較的 

あんてい じぞく ぜんたいしやかいてきこうぞうじかん こじんじかん しゆじゆ しやかいてきじかん あいだ 

安定し、持続する全体社会的構造時間（個人時間と種々の社会的時間の間 

かんけい きてい ちようせい れきしてき かくしん とつばつてきじけん ぎじゆつかくしん ふきゆう せん 

の関係の規定と調整）と歴史的な革新や突発的事件（技術革新の普及や戦 
争、経済不況、災害の勃発など）といった歴史的変化の時間からなってい 
ます0つまり、この時間は社会成負や社会単&の生?！時間に秩序を苳え、 
またそれを変化させる基本的なコンテクストなのです。 

^後に、その社‘の時間的秩序を正当化させる価値と象/徴のシステム 
としての文化的時間があります。この時間の構造的特徴は社会的時間の 
周期的回帰、つまり社会生活の基本的リズムを規定するための時間単&、 
間隔、速度などに形式と属性を与え、また生活時間に基本モデル（たとえ 
ば、1日あるいは1週間単位における労働と休養のリズム、さらには個人 
の生涯時間にみられる年癌にょる発達的段階〈幼児一子供一青^人 
老人〉)を提供するところにあります0 

ある社会は通常、基本的な共通の文化のもとにいくつかの下花を 
含んでいます。男女間に見られる A 質な.卡&文化の缶存、あるいは * 年文 
化と老人文化の相違などはその例証です。下 fi 文化間には機能的な相互 
関連があるものの、実際にはしばしば下位文化間の対 S が見られます。と 
りわけ、社会変動の激しい時 W においては下位文化間の対立が顕在化しや 
すく、その結果基本文化の変動が生じがちです。 

(3) 社会的時間の構造 
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以上では個人時間ならびに四つの社会的時間について述べました。次に、 
これらそれぞれの時間枠が相互にどのように関連し合っているかを、つま 
りにおける時間の構造的側面を考察することが重要となります。装 
Slig の時間的調整'にみられる秩序の検討です。 

個人的または集合的な社会行動は常に時間的秩序を内在しています。 
社会構造の時間秩序のうち、ここでは特に重要な S つの要豪、すなわち時 
間調整（タイミング）、時間のはめ込み（エンべッディドネス）、そして時 
間の階層化を取り上げます0 

われわれは日常会話においてもタイミングという言葉をしばしば用い 
ています。たとえば、 I 車を大破して未だ1日しかたっていないのに夫に 
車を買ってくれとねだるのはタイミングが悪い」という例は、最高の結果 
を得るためにはも っ ともよい時期く潮時〉を選ぶべきことを意味していま 
しょう 0 この例文は「時期が悪い」 ( ill - timed ) のケースです。 ムーア 
(1963) は、タイミングが三つの側面から測定できると述べています。 

きようじか ゆらい ことば 

まず、共時化 （ synchronization ) です〇これはメディアに由来する言葉 
で、映像に音-を同調させる必要の生じた卜ーキー映画の開'始と共に生ま 
れたとされています。その後、この言葉は人々が互いに働きかけるばあい、 
非常にはっきりと動作を共調させることを表現するためにわれるよう 
になりました。集団と共時化しない人は妨害者であり、その集団に溶け 
込めないでしょう。「それぞれの民族はそれぞれのビートに合わせて動く」 
(ホール、19 7 3)のであります。つまり、共時花は時間の至確な計測を前_ 
とした、組織^ I や制度による時間厳守の要求でもあります。 

この共時花の機能は、人間の行:&や計画を理に適 っ たものにさせる働き 
をするところにあります （Lewis & Weigert , 1981)。 工場の作業開始時 
間、家庭での夕食、交響楽の演奏、国邊空港における飛行機の離着陸、 
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これらの gi は Mi の XFI が^^に荇 i することを i き: I 5 しています。 
また共時化された眷間の持続-どその頻度の増¥は当事者同士の緊密性を 
増加させますし、またそれは緊密さの結果でもあります。 

個人が1に日ちの笙 s 時簡をいかなる社会的時間枠に割り振りながら活®し 
ているか、また個人の共時化の焦点がどのように変化しながらライフコー 
スを lii させているかを把握することは、ある時点における個人の生活構 
造を i 萌し、また時間の経過における人生の発達的移行を説明する一つの 
重要な暴がかりを提供¥ると考えられます。 

タイミングの第二は、出来事の時間的順序です。これは決められた順 
岸に 1 ^って&動や活動を順々に行なっていくことを要求する時間秩序で 

べつ い かた ゆうせん さだ 

あります0別の言い方をすると、これは優先するスケジュールを定めるこ 
とであり、また相#的価値の比較に基づぐ優先順位を反“しているといえ 

て/ づ&36ヂと つく ■とさ H く 

ましょう。この点から出来事のスケジュール作りにおいては、出来事の局 
-調基 ( phasing ) と出来事の間隔調 i ( spacing ) が基本となります。 

こども しゆつさんけいかく せたいしゆうにゆう ぞうかみこ きよくめんちようせい よてい 

子供の出産計画と世帯収入の増加見込みとの局面調整、また予定され 
る出 5 産子供数の出生間隔、あるいは後に提示するような青年期から成人 
期への暴行における主要な出来事、たとえば、学校の卒業、就職、結婚を 
いかなる順序で経験していくかなどは、個人の好みと共に、文化的に、性 
i ] に、また社会喊層的にこ定の規範的秩序があるはずです0 

順序を守るという期待はおそらくいかなる社‘においても集备的な社 

かいせいかつ しんこう きほんてき ちが 

会生活をスムーズに進行させていくための基本的な ルールで あるに違いあ 
りません。しかしこの順序の時間的優先順&がいかなる基準によって決 
められるかは社-によって異なります。たとえば、医院で医者の診察を受 
ける順序の決め方ひとつをとってみても文化による_違は顕著です。日 
本の装 S では緊急患者を別にすれば、患者の社姜的地位の高低にかかわ 
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らず、4葯じ遍んないしは筅 HiVii ん1を長めることが ゞ なくとも諮な 
規則であります0しかし身分序列の強い社‘では身备を異にするものが筒 
じ.院で診_を受けることが出来るばあいでも、その__じ i ん岸は筅ち i 
順ではないかもしれません。また個人的関係、を重視する縁备主義の社会で 
は、たとえ遅く医院に着いた患者であっても彼が会箸の M しい去]り备いで 
あれば、何人もの先着の患者を差し置いて®先的に.峯の誃 S を晏けるこ 
とができ、しかもそれを当然のこととだれもが納得することでしょう。先 
着優先は優先順位を決めるための一つの形式 S 查諸な 1 ^く產でしかないの 
です。日本の社会では建前〈他人に対する配慮〉としては先ち#のルー 
ルをもちながら、まだ本音〈自分への配慮〉では人間関 g 優先の南分が薩 
所でみられます 0 

タイミングの第三は、進度という時間秩序です 0 この進度は兰つの詰で 
重要です。一つはある活動を終"するまでに要する所用時間の速さであ 
り、もう一つは一定の時間内で繰り返される同じ? I 動の頻度数であります。 
まず前者の例は、先に示した青年期から成人期への备行において#すこと 
ができます。縫の日本では 1 ST 筌コ-ホ-卜 i のき蠢ぅ v # i 歷遇 U 、 M ち莫 
(大学への進学率の上昇、 1964 年には男子 27. 9 パーセント、女子 H . 6 パ 
—セントであったものが、 1984 年にはそれぞれ 38.3 パーセントと 32.7 パ 

ぞうか けいこう しめ けつかてき さいしゆうがつこう そつぎよう しゆうしよく けつこん 

ー セントへ増加）傾向を示し、結果的に最終学校の卒業、就職、結婚と 
いう f つの 出来事を経験する青年の所用時間が短縮されました。 つまり、 
青年たちは短期間のうちに成人への移行を完了するようになったわけで 
す0頻度数に関するは産業社会の生産組織が好-を提供しています0 
機械化された流れ作業（たとえば、ラインに乗せられた組み立て作業)は 
スピードを要求し、決められた時間内に生産量の増加を常に課して いま 
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さて次に、時間の（あるいは時間への）はめ込みに移ることにしましょ 
う。はめ込みは二つの面で時間に係わります。一つの面は個人時間の社茎 
的、文化的時間へのはめ4みとその奚 M 変化です。これは個人 P 自 B の諺 
成と変化を貫ぐ自己アイデンティティの連続性を個人にもっともらしく伝 
えるコンテクストです。たとえば、個人にとって〈重要な他者〉である彼 
の家族や親友との長期にわたる結合は、彼に情緒的、表出的な側面にお 
ける自己アイデンティティの連続性を確認させますし、また一違の職業 
の保持とそこでの昇進は彼に手段的、達成的な側面における自己アイデン 
ティティを確信させましょう。 

はめ込みのもう一つの面は、当該社会における文化の型に深く係わりま 

ぶんか. 

す。これは、, E . ホールによってポリクロニックな文化とモノクロニックな 
文化と名付けられたものです。ポリクロニックとは単^時間に複数あるい 
は同時に多くのことを行なう（単二時間への複数の {!} 来事のはめ4み）を 
期待する文化のことです0モノクロニックな文化とば同時に一つのことだ 
けを行なう（区切られた一つの出来事のみを単1時間にはめ込む）ことを 
期¥する文化のことです。ホールは、日本、中近 m 、 中南菜の文イか匕はポリ 
クロニックな特徴をもち、西欧やアメリカの文化はモノクロニックな特 
徴を備えていると指摘しています。たとえば、モノクロニックな文化では、 
時間と空間とが活動単&あるいは行 i の種癲に対応して分害】され、その分 
離された時間と—間の中で一つの活動が完了するような仕备みをもって 
います0ある人とのフォーマルな面会は、面会 p | 始と終了の時間が指 i 
され、場所も個室空間で個別的に行なわれ、しかもその時間-には予め決 
められた用件のみが話しあわれます 9 すべては計画どおりに運ばれるので 
す0この文化のもとでは、1日の、あるいは1年の i 活時間が各断された 
時間の物理的連鎖として認知されます。これに一し、ポリクロニックな$ 
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ィか匕のもとでの m 答は、笑 Kri に遽〜ゅの％た耪のが二1に签して M められ、 
雑多な情報が入り交じりがちです。したがって ホストは、 情報を聞き分 
ける能力を要求されると同時に、集まった人々への慎重な 1® りと齠1 
とが求められます。決して計画的ではなく、また能率的でもありません。 
反対に そこでは 何が話され、何が起きるかが予めわかって はいない のです。 
人間関係のみが事前の信！^こ足る情報としてえられているのです。プ 
ライペートなこともパブリックなことも入り乱れて話し合われます。つま 
り、ポリクロニックな文化における生活時間は-動単 fi で明確に区券され 
ておらず、有機的に連続したものとして認知されているのです。 

ぶんか かた 

ポリク ロニックとモノクロニック は文化の型ではありますが、しかしそ 
の相違は完全に相互に排他的であるよりも、程度の問題ともいえます 。 i 
に述べるように、現代の日本では二つの時間が?并存し、奇妙な統合を?乍り 
出しています。また，ホーノレも指摘しているように、アメリカ社会では男性 
は一層 モノクロニック な文化に没威しているのに分し、専業主婦はポリ 
クロニッ グな文化に親しんでいます。そうでなければ主婦が€所仕事を 
しながら、同時に洗濯機を回し、ラジオから流れてくる音楽を聞きながら、 
部屋で遊んで v 、る子供たちに注意を向けることは出来るはずもありません。 

‘後に文化的、社€的時間の邊層化について述べておきます。既に触れ 
ましたように、ホールは確認しうる文化的時間として九つ、すなわち、聖な 

じかん ぞく じかん じかんきようちよう じかん こ じんてきじかん せいぶつ てき 

る時間、俗なる時間、ミクロの時間、共調した時間、個人的時間、生物的 
時間、物理的時間、形而上学的時間、メタ時間を提示しました。また筆者 
は日本における社会構造を説明するための準備として izi つの社‘的時間に 
ついて記述してきました0ここでの問-はこれらの文化的ならびに社-的 
時間がどのような階層構造を持っているかという点にあります。つまり、 
時間枠組みの間の ハイアラー キーと優先順位とです。 
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前に少し触れましたように、時間枠の間のハイアラーキー（ある時間枠 

た じかんわく たい じかんせいきゆうけん きようじやく ゆうせんじゆんい かちてきせんこう 

の他の時間枠に対する時間請求権の強弱）と優先順位（価値的選好）の 
型は社‘によ っ て“なります。文化的、社会的時間の階層化は人間生活の 

ちゆうしん かたちづく こうぞうてきそくめん ひと ぶんかてき しやかいてきとうせい じこきせい 

中心を形作る構造的側面の一つであり、文化的、社会的統制と自己規制 
の経験を単一の現実としてもっともらしくみせるメカニズムとなっていま 
す。 （ Ia のライフコースの客観性は、ある i 度、文化的、社€的時間の i 
層構造に占める彼の位置とその移動として表現することが出来ます。あ 
る個人がいつ学校へ入学するか、いつ一人前として仕事をもち、いつ結婚 
するか、どのように家庭と仕事を両立させるか、いつ子供を産み、いつ子 
供を自立させ、いつ仕事から引退するか、そしていかなる形で死者を逼葬 
するかといった出来事のタイミングや時間のはめ込みは、その社会の時間 
構造におけるハイ アラーキー 上の各時間枠の時間請求権と個人の価値的 
選!#との間の調整において二-の型をとって魚れます。いかなる社会に 
おいてもある程度みいだしうるライフコースの移行に関する年齢秩序はも 

いつばんてき じんせいじかん はいぶん ぶんかつ かか ぶんかてき しやかいてきじかん 

つ とも一般的な人生時間の配分と分割に係わる文化的、社会的時間のハイ 
アラーキー の具$的な表現形態 >ょ のであります。 

3 . 日本の文化的、社会的時間秩序の特色 

(1) 聖なる時間と俗なる時間 

日本社‘が本格的に産業化の途についてようやく100年が_過したに 
すぎません。それ设前は長い高、米、麦、稗、粟などの穀物を中心とした 
農耕社会でありましたし、また産業化が進行してからも、約 500 万世帯の 
農家によって営まれた農耕は衰退をみせませんでした。農家戸数が激減し 
始めたのはようやく 1960 年代の後半以降においてであります。こうした 
わけで、日本の文化的な時間や空間秩序は農耕社‘における村落共同‘ 
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の伝統に基盤を据えてきました< 


この安化の特徴を一言でいえば、「主体をその環境から出来るかぎり引 
き顏すまいとする接向」 ( A . Berque , 1982) です。この傾向は人間を自然 
から券—し葑笠する存在とみなす傾向を義■させた西欧の文化的伝統とは 
葑し藏誃であります。旧く弥垒時戎の農耕民族は、その先住者である縄文 
鼻疾の漁» •採集民族とは異なり、山間の谷間の窪みに水田を切り開い 
て定住しました。谷間は雨季には必ず氾濫し、その後に植福が繁茂しま 

ふはい なか せいめい ちからづよ むじんぞ6 よみがえ せいめい 

す。腐敗の中から生命が力強く無尽蔵に蘇ってくるのです。この生命の 
限りない蘇りの内に日本人は、誕生—成長（実り）—腐敗—蘇りの周期 
的時間を感覚したのです。日本人は感^:しうるすべての事物に生命力を 
見出し、感覚された事-との間の共同性において自然と社-との無媒#的 
な統一を認知したのです。こうした人間と社会と自然とのあるがままの統 
二についての备識は、当然のことながら現象世界の肯定的態度を導きま 
す。この態度に基づく人間とその直接的な環境との融合が人間と事物と 
の身近な関係性、人間の事-への同情的感情移入をもたらしたのです。 

日常 - を表す舍語である「ケ」（気あるいは毛)は、作物の総称である 
と同時に、それぞれの事物に宿る生命力ないしは霊力を意味していまし 
た。この生命力は腐!^からの蘇りの力をもつと信じられたのです0した 
がって「ケ」の世界、つまり、俗なる時間はどこまでも持続するものと考 
えられました。人間の死や事物の腐敗はそれらの完全な消—ではなく、機 
能障書〈ケ枯れ〉の备味しかもたなかったわけです。生命力の機能障害 
はこ定の儀礼を通じて癒されるべきでありました。生命力の機能障害を 

いや おお よう ほてん ひ 

癒すためには大きな エネルギーを 要し、 このエネルギーの 補塡のために非 
日常的な時間と空間とが設けられる必要があったのです。俗なる時間と 
空間世-に設けられた非甘常的世界 くハレ〉（晴れ） がそれであります。 
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そこで エネルギーを 補填し終えた生命力は再びケの 世界へ 戻ることがで 

し ふはい いみ じゆうよう 

きたのです。これが死や腐敗の意味でありました。ここで重要なことは 
i なる時間が M なる畚籣の嵛分であり、死も持続する俗なる時間枠へ&置 
付けられていることです。死の世界はケに還帰するための一時的世或なの 
です0生と死とは対 S する二つの項ではなく、二つのものは無限に循環す 
る構造の局面でしかないのです 0 

こうしたアニミスティックな人間、自然観は、大陸より移入された大陸 
仏教の性格も土俗的に変化させずにはおきませんでした。日本文化の基 

は日常的な農耕活動およびその周期的な変化のリズムによって与えら 
れたのです0 

(2) 家族時間のタイミング 

上で逢べたような日本の文化的な特徴は、人々の日常的な生活の基礎 
集団である家族や親族集団に色濃く現れています。江戸時 W 
(1603—1867) に典型的に発達した「家」と呼ばれる伝統的な家族および先 
祖を共盖にすることによ っ て系譜を通して結ばれたの集団たる同族 
組織は、現 W の夫婦家族や限定された双系親族関係とははっきりと異なる 
性をもっていました。家および同族組織のもっとも重要な特徴は、そ 
れらが環境の中で盛々人の生涯を.えて超世代的に限りなく連続してい 
'くことを目標とし、またこのことを強く求めて成員たちが一生懸‘に努 
力を傾けた点にあります。つまり、家成員のすべてのものの個人時間のほ 
とんどが過去における家の先祖から、かれらも見知っている近くの先祖た 
ちも含み、かれらの未だ見ぬ子孫たちへ連綿と繫がる家族時間へはめ送ま 
れていたのです。またその家族時間は時間のハイアラーキーの上位に位置 
した同族の本家の家族時間へ統 i されてもいたのです。 

したがって、-に所属する - k たちの生涯時間におけるライフコースの 
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発達と主要な家族役割の移行は、集団としての家の状況とその時々の条 
件によってタイミングを調整させることになりました。いつ学校を辞め 
て仕事に就くか、いつ結婚するか、誰と結婚するか、どこに住まうか、い 
つ条族の代表者になるか（家長への就 fe )、 どのような家族14活動を备担 
するか、いつ家長や主婦から引遠するかといったタイミングの調整は、家 
族を超える、より大きい社会制度によって決められるよりも、その家の固 
4な事情 5 (条件）によって左右されたのでした0かくして、たとえば、非 
常に若く 17— 18‘で結婚する男子がいる二方で、30歳を過ぎて結婚する 
晩婚の男子もいましたし、また生涯結婚することの出来ないものも決して 
少なくなかったのです。結婚を含む多くの個人の役割 i 行が個人の意思に 
よってではなく、また社会的規範に基づいた「適“」によってではなく、 
家族の現実的な条件に規-されていました。それゆえ、たとえば、江戸時 
‘における農民男女の結婚年 fti の統計的な分布は、現在のそれに比べて、 
分散の度合いが著しいという特徴を示しています。 

(3) 地域共同体における時間と年齢秩序 

地域共同“は個人ならびに家にとってもっとも身近な近隣社会である 
ばかりでなく、小宇宙でもありました。地共同体は政治的、行政的な 
権力の介入”による干渉と支 — の下に置かれていたとはいえ、人々の拜動 

けい せ.いかつようしき しんねんたいけい しよううちゆう ちいききようどうたい きそうぶんか ゆらい 

型、生活様式や信念体系は小宇宙たる地域共同体の基層文化に由来して 
いました0 

俗なる時間枠は農耕作業に基づいて為成され、そのうちに聖なる時間 


いや みの かんしや く こ ものい そんらぐ 

くケガレの癒しと実りへの感謝〉を組み込んでいました。物忌みと村落の 


共同祈願がそれであります。村落共同，体はこの俗なる時間枠を共同体 

じたい ちようせだいてき じぞくせい せいいん たい てきよう そん 

自体の超世代的な持続性のためにその成員たちに対して適用しました。村 

らくきようどうたい やくわり ねんれいちつじよ もと せいいん はいとう 

落共同体においてはムラ役割が年齢秩序に基づいて成員たちに配当され 
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るのが rflfj でありました0村落共同体の成員は年齢別と性別に異なる役 

わり にな ねんれい せいべついがい きようどうたいない みぶんこうぞう せいいん やくわりはい 

割を担ったのです（年齢と性別以外に共同体内の身分構造も成員の役割配 
券に Aii したが、ここでは省略します ）0 以下に年齢別、性別の所属集団 
の具体例をましておきます。この例はいずれも漁村のばあいですが、農村 
のばあいも基本的にはこれと変わりません0まず最初に性別について見て 
みましょう0 i 妄は玆浥期を4ぎるころには役割上 5 、-際上明確に区別 
されるようになります。 7 ‘になった頃に子供を祝う習俗は全国いたると 
ころで i られます0この通過儀ネしの後に、子供たちは子供組に加入しまし 
た。李組は男女児によって構成されていましたが、そこで担う役割は性 
で券花していたのです。女児 13 歳、男児 14— 15 歳でそれぞれ成女式、 
晟 A 笑を夤ませ、それぞれ娘組と若者組に分属しました0かれらは既に成 
父であり、の共同作業やハレの祝¥で重要な役割を担います0この娘 
1と■箸 I へ I 妄が券 M した i 、 かれらが再び村^]の男女を共に含む年“ 
蔭1し巍ぅ|に MM することはなかったのです 0 村6の男女はそれぞれの年 
K に运じて劄#の集’団に所属して箾7の機能を村落に対して果たしたの 
です 0 

むら せいじてきけいざいてきせいど じゆうだい きのう にな だんし ねんれいべつ かいてい 

村の政治的、経済的制度において重大な機能を担う男子の年齢別の階梯 
と® 13券花とは、妄 S のそれに芘ベて k 格でありました 0 権威と尊敬とが 
挙 i のじ丄ぅ 1 #に__してぃました。ただし輸歲にっぃては舅妄装ほぼ 60 S 
を IS とした MS 、 i 婦 S からの^逼と共に相対的にし、権威は若 


せだ V 、 V 、こ3 V * ん7こ V * つ'■ノ しん 7 J - T 2. V - 飞 J 

世代に移行します。しかし引退した老人たちは若い世代からの尊敬を受 


いんたい ろうじん 


わか せだい 


そんけい う 


け続けたのです0 


そんらくきようどうたい ねんれいちつじよ 


そしきか きばん 


要するに、村落共同体は年齢秩序による組織化を基盤にして成り立っ 
ていました。こうした村落社会の年齢餐序は必ずしも家や同族における家 
族のライフサイクルに基づいた役割移行と一致したわけではありません0 
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そんらくきようどうたい ねんれいちつじよ すで けつこん わかものぐみ だつたい ねんれい たつ 

村落共同体の年齢秩序では既に結婚して若者組を脱退すベき年齢に達し 
ているものであっても、彼の家においては未だ結婚するための条件が整っ 
ていないということは十分にありえました。このばあい、村落で期待され 
る役割暴行と i . Si での®割暴行の時機調 i にギャップが生じていま 
す。また逆に、若者組の一員でありながら、家族の都合（たとえば、家長 
の死亡などの理由）で既に家長の地位に&いている若者もいたことでしょ 

こうした村落の年齢階梯秩序と家 • 同族の親族秩序のどちらがある地域 

ゆうい だいいちじてき じかんせいきゆうけん しよざい ねんれいかいていほんい そん 

で優位する（第一次的な時間請求権の所在）かによ っ て年齢階梯本位の村 
落共同“、あるいは親族秩序本せ:の村落共同“が現出しえたのです。日 

しやかいかがく ぜんしや ねんれいかいていがたそんらく こうしや どうぞくがたそんらく がいねんか 

本の社会科学では、前者が年齢階梯型村落、後者が同族型村落と概念化さ 
れ、現実的には、日本の西南地域に前者が、また日本の東北地域に後者が 
頻繁に存在していました0 

(4) ライフコースの構造的特色 

江戸時代から明治初期における個人のライフコースの構造的特色は、上 
で述べたように個人のライフコースが家•同族、および（あるいは）村落 
共同体の時間||求権によって f 虽く規定されていた点にあります。個文人 
のライフコースの段階がかれらの所属する家族や地域社^の要請によって 
具体的に区切られ、かれらはその要請に共時化するよう義務付けられてい 
たということです。つまり、家あるいは村落共同体が個人にとっても っ 
とも基本的で、重要なライフコースの時間枠を提供したのです。 

したがって、個人のライフコースの劇的な変化は k や村落共同体の所 
属変更、つまり、移動によってしばしば訪れました。他家へ奉公に行く、 
養子縁組や結婚によって実家を離れ他家へ入家する、実家を離れて分家独 
立する、家長を退いて別世‘を構える（別世帯隠居）といったの所属変 


61 


第 2 章日本の社会 


こうこじん. じゆうだいいこう 

更は個人のライフコースに重大な移行をもたらしがちでありました。そ 

うえ そんらく 0だつ ともな いどう こじん き 

の土、それが村落の離脱を伴うものであれば、その移動は個人にとって危 
機的なものでありがちでした 0 なぜなら個人への役割付与が彼の所属する 
家と村落とによ っ て行なわれたので、それらの所属変吴は备動者に if しい 


状況への重大な適応を課したからです。 

次に第二の構造的特色は、個人のライフコースの構遙的段蔭が箱葑晶に 
単純な様相を示していた点にあります。家ぉよび村落共同成はそれぞれ 

きのうぶんたん ていど おう せいいん いちにんまえ はんにんまえ にぶん しゃくど てきよう 

の機能分担の程度に応じて成員を一人前と半人前とに二分する尺度を適用 
しました0若者組に加入するまでの子供時代、そして家長を逼いての 


地位についた老人時代は家でも村でも機能的には半人前とみなされました。 

こじん いちにんまえ はんにんまえ ふたとお 

つまり、個人のライフコースは一人前と半人前の二通りしかなかったので 
す。 




4 . 社会変動と時間構造 

(1) 家族時間から制度時間への共時化 

めいじせいふ ちやくしゆ だいいち かだい こくない とういつ きんだいてき ちゆうおうしゆうけんこつ 

明治政府が着手した第一の課題は国内を統一し、近代的な中央集権国 
家の基礎固めを行なうことでありました。そのため鼓廢は先ず各■の行 
政制度の整備に乗り出しました。廃藩置県（1871)、主農工商の身分 il 度 
の廃止、徴 3 兵希 i 度（1872)、おょび学制、の制趸（1873)、地租改 E 
(1873)、地方自治体の整備 (1888) が進められました。 

他方では、経済制度の近代化を推し進めるため官営の近#的エ場が積 
極的に建-運営され、資本主義への足掛かりとされました。さらに天皇 

せい ちようてん ちゆうおうしゆうけんこつか かんねんたいけい ひようげんけいたい ほう 

制を頂点とする中央集権国家の観念体系おょびその表現形態をなす法 
律制度も着々と整えられていきました。.こうした明>台政府の行政施策は 
家族、村落共同‘や個人のライフコースや時間の社会構造に多;の影響 
62 






第 5 節時間の社会構造とその変動 


を及ぼさずにはおかなかったのです。 

江戸時代末期激しく k 行した農民層のごく少数の地主と大奏 M の 

'こさくのうりようきよくぶんかいじえいのうみんげんしよう としこうぎよ.うはつてん' 'そんらく 

小作農への両極分解（自営農民の減少)、および都市エ業の発展は、村落 
共同“の変容をもたらすと同時に、近代的な都市の成を促進しました。 
自営農民の4ヽ7乍農への没落と#市労働者の出現です0これに拍車を掛け 
たのが日清戦争（1894— 95) および日露戦争 （1904 — 05) でありました。 
こうした社‘知時間のハイアラーキーの構造的変動は、家族や村落の社^ 
的時間枠の規定力の弱体化と、..それに代わる国家行政水準における制度 

てき かんりようてきじかん I しほんしゆぎてききぎよう しやかいてきじかん じかんせいきゆうけんきようか 

的、官僚的時間および資本主義的企業の社会的時間の時間請求権の強化 
をもたらしました。その果生 5 じた個人のライフコース上の特色は役割 
移持の画二化現象 5 でありました。この現象の一端は以下の表にもはっき 

あらわ 

り 現れて いる0 

表 2-10 は出‘コーホート別に青年前期から成人期への备行にみられる 
主要な出来事経験の順序を比較したものです。ここで比較のために取り 
上げた出来事は最終学校の卒業、初就職、および結婚の S つです。これ 
ら三つの出来事をどのような順序で経験しながら青年は成人前期への备 
拜を終了していくのか。調査対象者は、日本のばあい1918年から1937 
年迄に出生した男性であり、アメリのばあいには1908年から1942年の間 
に出生した男性で、それぞれ5歳刻みの出生コーホートの邊級に括られ 
ています。日本側の出生コ^ホート成! k は第一次世界;戦の年(1918— 22) 
に誕生し、第二次世界大戦の敗戦前後に結婚した現在60歳代のものから、 
日支事変時に誕生し、高度経済成長期に結婚した現在40歳代のものまで 
を含んでいます。これに対してアメリカ側の出生コーホート成貫は1908 
%に誕生し、笑不況期に成人前期への备行を行なった現在70歳代のもの 
から、逢二次世界大戦中に誕生したベビーブーム期直前の、現在40歳代 
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表 2- 10成人期への移行における出来事の順序 

(日本およびアメリカ男4生のコーホート別） 



日 


本 

アメリ 

力 

出 生 

っー ホ — 卜 

学卒—就職— 
結婚 

結婚就職 

結婚-> 学卒 

学卒-^就職-^ 
結婚 

結婚—就職 

結婚-^学卒 

1908 -12 

— 

— 

— 

72.6 

19.2 

8.2 

1913-17 

— 

— 

— 

71.6 

18.3 

10.1 

1918-22 

91.2 

7.0 

1.8 

65.7 

18.1 

16.2 

1923 — 27 

97.5 

隊、そ 


61.8 

17.5 

20.7 

1928-32 

91.0 

9.0 


59.5 

18.0 

22.6 

1933—37 

90.8 

9.2 

ml - 

58.0 

19.0 

23.0 

1938-42 

一 

— 


58.3 

18.9 

22.7 


出所： Hogan 、 1984年。 


表2-11初婚年齢の測度（日本およびアメリカ男性のコーホート別） 




0 


本 

1 

1 

ァ , 

〆 U 

力 

出生コーホート 

25 % 

50 % 

75 % 

I . Q . 範囲 

25 %. 

50 % 

75 % 

I . Q . 範囲 

1908-12 

— 

- 

— 

— 

22.7 

25.9 

31.0 

mm 

1913-17 

— 

- 

— 

— 

22.6 

25.4 

30.1 


1918-22 

26.5 

28.3 

29.9 

3.4 

22.1 

25.0 

28.5 

6.4 

1923-27 

25.1 

27.0 

29.5 

4.4 

21.4 

23.6 

27.2 

5.8 

1928-32 

25.9 

27.7 

29.4 

3.5 

21.2 

23.6 

27.2 

6.0 

1933-37 

26.0 

27.9 

29.8 

3.8 

21.0 

23.3 

26.9 

5.9 

1938-42 

一 

■ 

— 

— 

20.8 

23.0 

26.3 

5.4 


出所: Hogan 、 1984年。 


のものまでを含んでいます。 

表から少なくとも二つのことがわかります。日米の比較でみると、日本 
のばあいには、 学卒— 就 職— 結婚という予想された通りの#年期から i 
人前 期への 移行 順序が 圧倒的な 割合を占め、しかもコーホート氣でも大 
きな差異はありません。アメリカのばあいにもこの予想された順序が過 
半数を超えてはいるものの、その割合は日本のばあいに比べるとはるかに 
低.く:.な っ.ています。し.かもコーホー ト 別でみると、この趣は漸減 傾 向を如 
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り、1933 —37 年コーホート、および1938 —42 年コーホートでは60パーセ 
ントを害！！り、一成岩諮な型としての地位を滑り落ちています。これに W し 
結婚—学卒の型が1918 —22 年コーホート以降増加傾向をはっきり見せて 
います。これに比べ、日本のばあい、結婚—学卒の型はほとんどみられず、 
むしろ結^!-^就職の型の微増傾向がうかがえます。 

逢二の.点は、日本の1923 —27 年コーホートに見られる学卒—就職— 
結婚の真常なまでの高い数値です。かれらは1945年の敗戦時に 18— 22歳 
の年癌 ■ に&置し、ちょうど学卒•就職•結婚という成人前期への 
過程にありましたが、そのかれらが敗戦直後の未曾有の混乱期にあってな 
お、他のコーホー> 以上に順序正しい成人期への_行を行な っ ています。 

日本のばあい、社会的に期待される移行の型が明確に存在し、しかもそ 
の期_としての暴行様式が圧倒的多数の人々によって遵守され、さらにそ 
の様式がコーホート間を^: く伝統として持されている点に著しい特徴 
が見られます。その強度は他の型の存在を許さないほどの力をもって全“ 
的な画二性を結 I ：しています。 

こうした順序正しい成人期への移行をもたらす要因は主として全体社 

かい すいじゆん ねんれいちつじよ ねんれい かんれん はつたつかだい たつせいようきゆう 

会の水準における年齢秩序および年齢に関連した発達課題の達成要求と 
いう全体社‘の社会統瘤の強さに求められます0この社会統制は基本的に 
青年を一人前の成人とみなさず、結婚を成人の通過儀ネ匕とみなす方式を- 
っています。 したがって結婚は一人前の成人としての資格証明であり、 
学丰と就職とがその証明の受領資格を構成しているといえます。 

婚が一人前の i 人資格の指標であるという、ここでの考察は、表 2-11 
の初婚年齢測度の日米比較でも証明されます0日本のばあい、各コーホー 
卜の1初の4分位目の初婚年瘺が 25— 26歲と高' く、中央値でも 27-28 M 

ぶくらい ばんめ さい しめ くら 

を、そして4分位の3番目のものが29歳を示しています。アメリカに比 
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ベ、荃雈として結 M が S ぃ挙豁で I 占まり、しかも3〇齧に i 廳するまでに茎 
コ—ホー トの4 分の 3の ものが結婚を終了 してい ます。 その 結;1；、結繪 
の% g 幅が短縮し、 ある 年齢幅に集中す る 傾向が生じています。いわ ゆ 
る 「-婚適齢」規範の顕著な存¥が統計的に確認で きる のです。 

この暴行は、前節で述べたような家族の時間請求権に基づく成人期へ 

いこう かた くず ぜんたいしやかいすいじゆん ねんれいちつじよ もと いちげんてき いこう かた 

の移行の型が崩れ、全体社会水準の年齢秩序に基づく一元的な移行の型に 
取って代わられたことを意味しています。この点からみると個人のライフ 
コースの形-に対する家族の影響力は確-に弱まって きている のです0 
(2) 個人時間の細分化 

個人が処分しうる時間は1日、1週間、あるいは1か月といった短期の 
時間と、比較的に長期にわたる個人のライフコースの段階、あるいは生涯 
時_とに分けて考察すればわかりやすくなります。つまり、サイクルの時 
間と流れ行く時間です0 

産業化の進展はサイクルの時間および流れ行く時間の双方において時 
間の分化を促進しました。まず、サイクルの時間.についてみますと、この 
時間における細分イ bi 家族から生産労働が各離し、家族 H が賃金労働者に 
移るなかで決定的になりました。かつての農耕社会においては、生€時間 
にサイクルを与えていたのは自然のリズムでありました。日の出、日照時 
間、日遠の1日のリズムと、植え符け、刈り取り、収穫、休業の季通のリ 
ズムでした。生活時間はこの自然のリズムに共時化していました。そして 
このリズムが fl 人の一生を貫く基本的で不変の暦を形作ったと同時に、 
家族全員が二様にこのリズムとサイクルに従っていました0嘉暇、休業 
はこの自然のリズムとサイクルの区切りにはめ込まれたハレの時間だった 
のです0 

しかるに家族員が賃金労働者化し、さらに従来家族!^で行なわれてい 
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た、さまざまな(たと ぇ ば、 Ww 、 mm . 会 W 、 W * W *. uWi 
の 自給自足 やサービスの 給付など）が家族外の専門的組織に移転され、そ 
こから商品として家族が購入す るようになるにつれ て、自然のリ ズムと 
サイ クルを蠢とした時間の構造が崩れ、人工的な組織体や制度の時 
間が fl 人や条の時簡に対してそれぞれ時間の供出を要求し、その結果 
個人や家族の時間は次第に細かく区切られていきました。個人と家族はさ 
まざまな 註答ら 時間の枠組への適応を余儀なくされ、 これに 対応す るた め 
# 乂も条 M も サイ ク ノレの 時間を管理す る 短期的な時間表や予定表の導入 
を行なうこと になり ました 0 

これと共に、家族員相互の個人時間の共時化は 〆 変に厄 〆 な調整の事項 
となりました。家族員がそれぞれの個人時間を前々の組織体や制度に投資 
し、はめ盖んでいるからです0したがって家族員の時機調整（共 7 時化の設 
If ) が家族の安定-の維待に矣くことのできない機能となります0この夕 
イムキ ー パ ー の役割は日本のば あい、 もっぱら、主婦に属す■る役割とな っ 
ています0 

次に個人の流れ行く （ライフコース時間）についてみると、 ここで も時 
の貓分花が fesi に進衿しています0二人前と半人前の二通りにしか区切 
られていなかった人生の発達的変化の段‘が社善変動の過程において複雑 
に ifi 分化されてきたのです。まず子供時代が細分化されました。新生児、 

にゆうじ ようじ がくどう せいねん じんせいさいしよ だんかい くぶん きよういくせいど せいび 

乳児、幼児、学童、青年といった人生最初の段階の区分が教育制度の整備 
や爸学や€療技術の鵠達などに応じて細かくなっていきました。とりわけ、 

せいねんき ていちやく せいねんき ちようきか せいねんき たいしゆうか せいねんぶんか しや 

青年期の定着、青年期の長期化、青年期の大衆化、そして青年文化への社 
会的に高い評価などはおそらく日本のばあい、第二次大戦後、しかも高度 
経清成長と共に普及したと考えられます。その後、人口”の平均寿命が急 
速に伸長し、それと共に人口の再生産率が急落するなかで社会の急テン 
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ポな高齢化が言われるようになりました。日本ではこの時期、集団として 
の老人たちが社会の表舞台に初めてしたのです。高齢期が職業、社 

かいさんか けんこうじようたい しゃかいてきふじよ しゃかいいしき かんれん しだい だんかい 

会参加、健康状態、社会的扶助、また社会意識などとの関連で次第に段階 
区分を細かくしてきています。向老期、前期老人期と後期老人期といった 
区分が人々に受け又れられつつあります。人▲の最初の部分と最後の部分 
が注目を集めるなかでほとんど社会的な注;！をひかなかったのが成人期、 
とりわけ青年と老人の間に挟まれた中%期の人々でした。いまようやく 
中年期が脚光を浴び始めたところです。 

いずれにせよ、人生の段階が生”—を通じて分化されてきているので 
す。こうした人笙の細 In 匕の; i 響は毕均筹み命の伸長にもかかわらず、人 
笙が前に比べて大菱に忙しく、また短期のうちに達成しなければならな 
い目標や課題がそれぞれの段!^に数多くはめ込まれているので、現代人は 
日常生? I でストレスを経験することが多くなってきています0それだけ 
に乂4の生滘 S 計がますます重要な*味を持ってきているといえるので 
はないでしょうか0 
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第1節日本国憲法の基本原則 


日本の政治の現状を紹介す令てがかりとして、まずはじめに、政治の基 
本をさだめた基礎法である憲法について説明しておきたいと思います。 

現行の日本国憲法は、1946年11月に明治憲法の改正案として可決•公 
布され、翌1947年5月から施行されたものです。この憲法の制定は、形式 
的手続きのうえでは明治憲法の改正ということで行なわれましたが、実質 
的には連合国軍の占領政策の基本方針、すなわち、日本における軍国主義 
の除去、民主主義的傾向の復活•強化などという考え方にそって、まった 
く新しく書きかえられたもので、その内容は民主主義の諸原則によってつ 
らぬかれています Q それは、前文と11章、103条からなりたっています 
が、いま、龍治憲法とくらベてその特色をみると、つぎの3点に要約でき 
ると思います。すなわち、国民主権の原則、基本的人権の尊重および永 
久毕表！主義がそれであります。 

1 . 国民主権の原則 

めいじけんぽう てんのうしゆけん げんそく せいじ けつていりよくきゆうきよくてき てんのう 

明治憲法が天皇主権の原則にたち、政治の決定力が究極的には天皇に 
あったのにたいし、この憲法は、その前文において「日本国民は.••…主権 
が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する」として、国民主権の 
たてまえをあきらかにしています。_民主権というのは、政治の主人公は 
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資料：朝日新聞社「定期国民意識調査」1982年12月。 

出所：『1983年版世論調査年鑑』 

国民であり、政治は国民のために、国民の意志にしたがって行なわれると 
いう考え笑です。 fel じ前文において「国政は、 S 民の厳粛な信託によるも 
のであつて、その権藏は国民に由#し、その権力は国民の代表者がこれ 
を行使し、その福利は国民がこれを享受する」といっているのは、まさし 
く，民主権の原則にもとづく民主主義のあり方を表明したものにほかな 
りません0 

こうして、主権が天皇から国民に移ってきますと、とうぜん天皇の地位 
もかわってきます。けれども、この‘憲法は、旧来の天皇制を全面的に否定 
するのではなく、日本の固有の歴史あるいは i 民感情から、これを民主主 
義と調和させて存続させよ.うとしたのです0すなわち、憲法1条において、 
72 
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資料：毎日新聞社「全国世論調査」1982年4月。 

出所：『1983年版世論調査年鑑』 

「癸 m は、日本 y の ww でぁり 日本麵錄¥の富 w でぁって、 この祕 
は、鷄の卷する日本雖の総盖に富く」とさだめ、 WW 癸 Mli を晝誓し 

たのです0象徴としての天皇は、国政に関する権能はいっさいもたず、日 
本国民の 精神的 k 甚 のし 蠢ぅ¥ として、 II にさ だめら れた二趸の_ 暴に _ 
する荇為のみを、内閣の助言と承認にもとづいて荇なうという羰裟§1、4 


れいてき 


くんりん 


とうち 


礼的な地位となりました。ちょうど、「君臨すれども統治せず」というイギ 

こくおう.おな ひけんりよくて#ちい 

スの 国王と同じような非権力的地位に つかれる ことになった のです。 


, せ■いふきかん おお. ほうどうきかん けん S ゆうだんたい 

日本では、これまで、政府機関はじめ多くの報道機関や研究団体によ 


つ 


かたち せろん いけんちようさ おこ しようちょう 

て、さまざまな形の世論（意見）調査が行なわれてきましたが、この象徴 


てんのう 


かた 


と しての 天皇のあり方に ついては、 図3-1、2 にみられる ように、 たいてい 
の 調査に おいて fi 鉍 il が 80 パーセント 箭義にたっ してぉり、 WW 癸 


14 


図 3-2 天皇制についての意見 


80 
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50 
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問：天皇制について，次のような 
意見があります。あなたはど 
の意見に賛成ですか。 


77 


答えない 

その他 

天皇制は廃止する 

象徴としておく 
天皇を現在と同じく 

と権威あるものにする 
天皇を現在ょり、もつ 
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皇制は国民のあいだにほぼ定着しているといってよいでしょう。 


2 . 基本的人権の尊重 

基本的人権というのは、18世紀から19世紀の欧米における近代民主主 
義革命期をつうじて鮮明'にされてきた概签です。それは、すべての乂間が 
人間であるかぎり生まれながらにしてもっている権利であり、誰かから与 
えられたものではない天賦の権利であり、したがって何人といえども侵す 
ことのできない永久の権利であると主張されました。 

イギリスの名誉革命の理論指導者であったジョン•ロックは、こうし 
た権利を、生命、自由、財産と規這しました。アメリカの独立宣言におい 
ては、それは、生命、自由および奉福の追求となっています。 フランスの 
17加条の人権宣言において、それは、自由、財産所有、安全および圧制'に 
たいする抵抗の権利であると宣明されました。そして、いずれの場合にお 
いても、こうした基本的人権を保護し、保障するために、人は政治的に 
合し、政府を作ったのだと主張したのです。いわば、民主政治の最<の眼 
目は、基本的人権を尊重し保障することにあると V 、うことになります。 

日本国憲法においても、とうぜんこの考え方が踏襲されています。すな 
わち、その11条において、「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げら 
れない。この憲法が国民に备障する基本的人権は、侵すことのでぎない# 
久の権利として、現在及び将来の_民に与へられる」といい、さらに「す 
ベて国民は、個人として尊重される。座命、自由及び幸福の.求に突 f する 

民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の_政の 
上で、最大の尊重を必要とする」 （13 条)とさだめて、基本的人権の永久 
不可侵性とその尊重を国民に保障しているのであります0そして、この憲 
法のもっとも大きな特徴の一つは、基本的人権について、保障すべき人権 
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の内容を、およそ30か条にもおよぶ条文によって、きわめて詳細、具体 
的に規定していることであります0 

多くの条項によってくわしく規定されたこれらの基本的諸権利は、その 

ないよう るいべつ みつ 

内容にしたがって頻別してみますと、つぎの三つにわけることができます。 

第一は、「自由権的基本的人権」といわれるものです。それは、さきにの 
ベたように、人が人として生まれながらにも っ ている天賦の権利であり、 
何人によっても侵しえない、国家といえどもみだりに干渉しえない不可 
侵、不可譲の権利であるという： I 味です0 _然法にもとづく自然権の思 M 
として、19世紀の近代民主主義諸国における人権保障の中心をなしたも 
のです0いわば「国家権力からの自由」の権利ということができましょう。 
日本国憲法においても、これらは、信教の自由とか学問の自由とかという 
ような藉神活動の自由に関するもの、奴隸的拘束 • 苦役からの自 S といっ 
たような人身の自由に関するもの、さらには、財産権の保障などを含む社 
‘•経済生活の自由に関するものなど、さまざまな形の基本的人権として 
具体的に保障されています 0 

第二は、20世紀にはいって、福祉国家の理念の展開とともに、ドイツの 
ワイマール憲法をはじめとしてその後のいくつかの国の憲法に具体化され 
るようになった「生存権的基本的人権」といわれるものです。国民がそれ 
ぞれ人として人間らしくくらしてゆぐために^要な条件をととのえるこ 
とを要求する権利です。日本国憲法では、その25条において、「すべて国 
民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」とさだめまし 
た。この「健康で文化的な最低限度の生?!」というのは、ワイマール憲法 
のいう「人間に値 1 する生存」、世界人権宣言でのべられた「人間の尊厳にふ 
さわしい生活」などとまったく同じ意味のものです0そして、これらは、 
すべての国民にそうした-替を保障すべく努力することが国の責務であり、 
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国はそのために必要な措置をとるべきであり、国民は国にたいしてそれを 
期待することができるという意味での権利なのです0同じように、「教育 
を受ける権利」 （26 条)、「勤労の;|禾 Vj (27じ矣ぅ)、「勤労者の団結権 • 団体交 
渉権•団体行動権」 （28 条）などがこの it 利の範疇に入るでしょう0 

第三は、これらの「基本的人権を忌するために必要な権利」でありま 
す0 S 家権力は_民の k 利をともすれば侵-しやすいものです。それを 
ふせぎ、謹家権力に人権を尊重させるためには、参政権によって、直接ま 
たは間接に国‘の政治に参加することが S 餐となりましょう0また、権利の 
侵害をこうむったときに損害賠償を要求する権利も必要となります〇参 
政権や賠償請求権などによって、権力を監視し、抑制し、損害をこうむ 
ればそれを補償しようとするわけです。いわば、これらは、「国家権力へ 
の自由（参加）」の権利ということができます。 

以上の三つの類別にしたがって、この憲法に規-された諸権利を列記す 
ると、表 3-1 のとおりです。この表にみられるように、日本国憲法は、人 
間の尊重という立場から数多くの基本知人権をみとめ、それに力強い保 
障をあたえてきました。けれども、それと同時に、こうした権利にはそれ 
に内在する義备や責任もまた存在することを強調しています。すなわち、 
その12条において、憲法が保障した権利ではあっても、「崮民は、これを 
濫用してはならないのであって、常に公共の福祉のためにこれを利用する 
責任を負う」ことをさだめています。もとより基本的人権は人が人として 
生まれながらにしても っ ている天賦の権利ではありますが、けっして安易 
に獲得されたものではありません0「人_の多年にわたる自由獲得の努力 
の-果」 （97 条）であります0人の権利はたえず侵害の危険にさらされて 
おり、まさに「権利のうえに眠れるものは、これを保護せず」であって、 
「国民の不断の努力によつて、これを保持しなければならない」 （12 条）と 
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健康で文化的な最低限度の生活を営む権利 (25 — 1) 
教育を受ける権利 （26) 

勤労の権利 (27) 

勤労者の団結権 • 団体交渉権 • 団体行動権 (28) 

参政権(15、43、79、93、95、 96) 

請願権 (16) 

国•公共団体への損害賠償請求権 (17) 

裁判を受ける権利 (32) 刑事補償請求権 (40) 


思想及び良心の自由 (19) 

信教の自由 (20) 

集会•結社及び表現の_由 （21—1) 

通信の秘密の保障（21_ 2) 

学問の自由 (23) 

奴隸的拘束•苦役からの自由 (18) 

法定手続の保障 (31) 

不法に逮捕されない権利 (33) 

不法に抑留•拘禁されない権利 （34) 

住居侵入. • 捜査 • 押収に対する保障 (35) 

拷問*残虐刑の禁止 (36) 

刑事被告人の諸権利 (37) 

自白強要の禁止 (38) 

刑法の不遡及と一事不再理 (39) 

家族生活における個人の尊厳と両性の本質的.平等 （ 24 ) 
居住 • 移転 • 職業選択の自由 （22— 1 ) 

外国移住 • 国籍離脱の_由 （22—2) 

財産権の不可侵 (29) ' 


注 ：（） 内は憲法の条文の数字。 

いましめています0 

人が人としてその人権をひとしく保障されるべきだとすれば、すべての 

ひと ほう もと びようどう じんしゆ しんじよう せいべつ しやかいてきみぶんまた もんち 

人は「法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地に 
より、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない」 （14 条）と 
いうことになります。この「法の下の平等」という理念は、人権保障のた 
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表3 _ 1日本国憲法における基本的人権 


基本的人権 
生存権的 


に必要な権利 
確保するため 
基本的人権を 


るもの 
_由に関す 
精神活動の 


人身の自由に関するもの 


するも(7) 

活の自由に関 
社会•経済生 


自由権的基本的人権 
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めの灸くベからざる is です〇けれども、窺震の装答には、 E 誃諺笑はど 
うあれ、実質的にはいまなおさまざまな差別があります。 

また、現代社会には、その急速な-造変化によって、改めて保障される 
べき新しい権利が生まれています。たとえば、自由権としての「ブライバ 
シーの権利」、生存権としての「環境権」、参加の権利としての「知る権利」 
などがその例です。こうしたいまなお現存する差別を克服し、状況の変 
化に応じて生じる新しい人権を確保するために、不断の努力が， i 要なわけ 
です0 

3 • 永久平和主義 

他の国の憲法とくらベて、日本国憲法のも っ ともきわだった特徴は、萌 
文の規定によって、無条件かつ永久の¥和主義の理想を宣言したことで 
す〇このことは、一つには、当初日本を徹底的に非軍事化しようとした連 
合国軍の占領政策に由来するものと思われますが、同時に、日本国民の太 
平洋戦争にたいする深い反*の念と戦争の惨禍をふたたびくりかえすまい 
という強い願望にささえられたものであります。 

まず、その前文において、日本_民は、「政府の皆基によつて再び戦争の 
惨禍が起ることのないやうにすることを決意し」といい、さらに「日本国 
民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関^を支配する崇高な理想を深く 
自覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正'と信義に信頼して、われ 
らの安全と生存を保持しようと決 A した。」とのべて、恒久毕和の理想を 
表明しています0 

そして、こうした理想を i 成するために、9条によって、戦争の放棄、戦 
力の不保持、交戦権の否認をさだめました0それはつぎのとおりです。 

「①日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権 
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第 1 節日本国憲法の基本原則 


の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決す 

しゆだん えいきゆう ほうき 

る手段としては、永久にこれを放棄する。」 

「②前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持し 
ない。国の交戦権は、これを認めない〇」 

このように規€して、徹底した非武装、国際協調主義にたった永久苹 
和主義の理想を宣明したのです。これまでにも、平和主義や国際協調主 
義をさだめ、侵略戦争あるいは国際紛争を解決する手段としての戦争を 
否認した憲法は、フランス （1946 年）、イタリア （1947 年）、西ドイツ （1949 
年)、東ドイツ（1949年)、ブラジル (1967 年)、韓国 (1972 年)、ソ連 (1977 
年)、中国 （1978 年）など多くみられます。しかし、戦力を保持せず、交 
戦権まで否認したのは、日本国憲法がはじめてです。 

けれども、実際には、なかなか理想どおりには進展しませんでした。第 
二次世界大戦の後数年ならずして、国際情_に大きな変化が生じてきま 
す。1950年6月25日にはじまった朝鮮戦争を契機として、アメリカの H 
日占領政策は、日本を自由主義陣資の一員とする方向に転換します。そ 
して、連合国軍司令部の指令によって、陸上兵力7万5,000からなる# 
察予備隊が創饅されました。ついで、1951年9 f 、 サンフランシスコ苹和 
条約とともに締結された日米安全保障条約によって、アメリカ軍の日本 
駐留が認められるとともに、自衛力はさらに漸増されることになりまし 
た。ついで、1952年には、海上警備隊がつくられ、警察予備_は、其力 
12万の保安隊に改組されました。さらに、1954年3月の日米相互防衛援 
a ® 1のを i て、腿挙7賀には IT 縫 i と！:鐮は 、 m 
上.航空自衛_に改編されたのです。その後も防衛力は次_に増強され、 
今日では、表 3-2 にみられるように、近代的な陸海空軍の実質をそなえる 

せいちよう 

までに成長しているのです0 
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表 3-2 g 衛隊の勢力 （1980 年3月現在） 
自衛官定数 |" 


陸基 
上幹 
自部 
衛隊 


平地地域配備する部隊 


機動運用部隊 


拇基 
上幹 
部 


低空域防空用地対空誘導弾部隊 
自衛官定数 

対潜水上艦艇部隊(機動運用） 

対潜水上艦艇部隊(地方隊） 
潜水艦部隊 
掃海部隊 
陸上対潜機部隊 

対潜水上 艦艇 
潜水艦 

作戦用航空機 

自衛官定数 

航空警戒管制部隊 
要撃戦闘機部隊 
支援戦闘機部隊 
航空偵察部隊 
航空輸送部隊 
警戒飛行部隊 

高空域防空用地対空誘導弾部隊 


180,000人 

12個師団 
1個混成団 

1個機械化師団 
1個戦車団 
1個特科団 
1個空艇団 
1個教導団 
ヘリコプター団 

8個高射特科団 
42,278人 

4個護衛隊群 
. 9個隊 
5個隊 
2個掃海隊群 
16個隊 

59隻 
14隻 
約190機 

45,492人 

28個警戒群 
10個飛行隊 
3個飛行隊 
1個飛行隊 
3個飛行隊 

6個高射群 


作戦用航空機 


約410機 


『防衛白書 J 1980年版より。 

小林直樹『憲法第9条』1982年、73頁, 
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資料：時事通信社「時事世論調査」1983年11月21日。 
出所： 1 "1984年版防衛白書』 


第1節日本国憲法の基本原則 

二ぅして、日本はの篓茎の®#:のために、に日ち菜篓茎点:窗じ矣ぅ葯にょ 
っ て、アメリカとの共同防衛体制 i にはいるとともに、漸増的に自衛或を強 
化してきました。このことは、とうぜんに憲法上のたてまえと自衛隊の存 
¥という現実との" pi の矛盾として激しい議論をまきおこしました。有力 
な反論は、「自衛隊は明らかに憲法に違反するものであり、またアメリカと 
の共同防衛体制は、かえって日本を戦争にまきこむおそれがある」という 
一貫した主張であります。 

これに対する現在の日本の政府側の見解は、つぎのようなものです。 

①9条が放棄した戦争は侵略戦争であって、侵略にたいする自 g のた 
めの戦争まで放棄したわけではない。侵略にたいする自衛権は独 S 国と 

図 3-3 g 衛隊の必要性 


_ 問：あなたは，自衛隊はあった方 

77.6 がよいと思いますが。ない方 

がよいと思いますか。 


わからない 
どちらともいえ^い 

なぃ方がょぃ 

あった方がょぃ 
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資料：朝日新聞社「全国世論調査 j 1983年2月。 
出所：『1983年版世論調査年鑑』 


してとうぜん認められるべきものである。したがって、自衛のための軍隊 
(自衛隊）を保持することは、9条に違反するものではない。 


せんしゆぼうえいよう へいき 


そうび 


げんざい じえいたいていど ぐんたい 


きんだい 


② 専守防衛用の兵器のみで装備された現茬の自衛隊程度の軍隊は、远代 
戦争を有効に遂行するに j | る戦力とはいいがたい。9条 5 にいう力には 
あたらない 0 

③ 現在ののもとで、日本の妄茎をまもるためには 、 ti 

あんぜんほしようじようやく にちべいきようどうぼうえい たいせい いがい みち 

安全保障条約によって、日米共同防衛体制にはいる以外に道はない。 

こぅして、鎌にも日本の i 雛は、「謹の縫を麓っため、 W 顯1 
及び間接侵略に対しわが国を防衛することを主たる k 務とする」 （ i 胬敲 
法 3 条）軍隊として法的に認知され、現_にしています。 

それでは国民世論は、こうした現 ii の動向にどのように反€しているで 
しょうか0最近おこなわれた二、三の世論調査の資料にもとづいて、この 

図 3-4 今後の_衛隊のあり方 


60 

50 

40 

30 

20 


55.7 


問：あなたは，日本の防衛力をどう 
すべきだと思いますか。 


答ぇない 

わからない 

すべきだ. 
自衛隊は廃止， 

方がよい 
もつと縮小した 


現在のままで 

がょい 

増強した方 


〇 /〇 

1 ^ 
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第 1 節日本国憲法の臺本原則 


てん けんとう 

点について検討してみます 0 


S 民世論は、1970年代以 i 、 自衛隊を必 M とするというか毒ぇ労に、かな 

かたむ ず じえいたい ひつようせい と 

りはっきりと傾いてきているようです。図 3-3 は自衛隊の必要性を問うた 


. ^ ひと ち-^ 5 夸一匕れ い さいきん た おお 

ものです 0 これは一つの調査事例にしかすぎませんが、最近では他の多く 
の調査でも、「自衛鹹はあった方がよい」、またはだ」と i ぇる aS 
が次第に増え、70パーセントから80パーセントにまで達するようにな っ 
てきています。こうした数字からみれば、国民世論は、自衛隊をいちおう 
合憲とみなす、ないしは、認知しているといってよいでしょう。 

けれども、自衛隊の将来のあり方については、図3-4、5にみられるとお 
りです。 i 雛をぃま迫:ぅに「掲 W 」 「W イか匕」した另がょぃと等がぇる欠び々と 
は、防衛力の増強がアメリカから I 論く il されている W きがのなかでも函 
3-4 は、 18. 9パーセント、図 3-5 では、11パーセントであって、たいてい 

1113-5 今後の.自衛隊のあり方_ 



衛化衛に 衛小衛止 m え 

隊す 隊と 隊す 隊す ~な 

はる はど はる はる 他い 

現め 
状る 
程 


資料：朝日新聞社「全国世論調査」1984年5月24日。 
出所：《"1984年版防衛白書』 
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の調査で増強を可とする人々 は、 20パーセント前後でしかあ りません。 
また、自衛隊を「廃止すべきだ」と考えている人々も、わずか5パーセン 
卜前後です0これにたいして、図3-4、5だけでなく多くの調査で、60パー 
セント前後の人々が、現状程度の I # 篆を蠢持してゆくことを望んでお 
り、いま 以上の軍事強化を決して求めて はいません。 

それでは、安全保障のあり方についてはどうでしょうか 0 図 3-6 は、日 
¥安全保障体 si の臺義についてたずねたものです。「日米安全保障条約 
は日本の平和と安全に役立っていると思いますか、思いませんか」という 
問いにたいして、「役立っていない」が、11.6パーセント、「かえって危険 
だ」が、 8.6 パーセント。これにたいして、「大いに役立っている」、「どち 
らかといえば役立っている」という日米安全保障 9 条約の存¥盖義につい 
ての肯定意見が、 68.2 パーセントと 過半数を占めています。図 3-7 は、日 

図 3-6 日米安全保障体制の意義 

60 - 

_ 問：日米安全保障契約は日本の平和 

5 Q _ 53.3 と安全に役立づていると思いま 

すか，思いませんか。 

40 - 
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資料：東京新聞社「全国世論調査 j 1984年6月27日。 
出所： f 1984 年版防衛白書』 


第 1 節日本国憲法の基本原則 


資料： NHK 「全国世論調査」1983年10月。 
出所：『1983年版世論調査年鑑』 


本の安全保障のあり方に ついて、 「どういう方法で日本の安全を守るか」と 
いうことについての調査*!果ですが、結論としては、 r ¥までどおり、髮柴 
条約と自衛隊で行く」という答えが、62.4パーセントで過半数をしめて 
います。 ; 

こうして、「つとめて善隣友碎の平和外$に徹し、日—安全保 1 ^" 5 体制を 
基軸として、現状程度の自衛隊を維持しつつ、防衛につとめる」というの 
が、現在の平均的日本人の考え方のように思われます。 


図 3-7 • 日本の安全保障のあり方 


問：あなたは，日本の安全保障は， 
どうあるべきだと思いますか。 
次のように分けた場合，あなた 
のお考えに近いのは，どれでし 
ようか。 
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第2節政治のしくみ 

1 . 三権分立主義と議院内閣制 

たいていの近代国家は、基本的な政治の組織原理として、三権分立の原 
則をとっています。日本もこの例外ではありません。 

三権の分立という考え方は、はじめイギリスのジョン•ロックによって 
となえられ、フランスのモンテスキューがこれをうけついで、「法の精神」 
という本の中で体系的にのべた.ものです。彼は国家の権力を立法権、行 
政権、司法権の S つにわけ、おのおのの権力が箭ズの人または機関に与え 
られ、相互に牽制し、抑制しあうようにされるとき、権力のらん用がふせ 
がれて、各個人の自由が保障されると考えました。これに反して、もし同 
じ人もしくは同じ機関が3権を同時ににぎれば、その人もしくはその機関 
は思うままのことができることになり、必然的に it 力は専制化し、らん用 
され、個人の自由は侵害されると説いたものです。もともとモンテスキュ 
一は、当時のイギリスの政治がこの原則によって運営されているとみたの 
ですが、実際には、この原理は、その後のアメリカ、フランスをはじめ民 
主® T 治を行なう国々において、人間の自由を保障する制度の一つとして採 
用されるようになったものです。 

日本でも、立法権は国姜に、行政権は内閣に、司法権は滅判所その 
他の裁判所に属するものとされ、三つの権力はそれぞれ分離 • 独立してい 
ます。それとともに、図 3-8 にみられるように、それぞれの権力は、自主 
¥をもって相互に牽制し、抑制しあって、力の均衡を保つようにしくまれ 
ています0たとえば、国“の内閣にたいする不信任決議権にたいしては、 
内閣は衆議院の解散権によって文 I 杭することができます。最高裁判所は国 
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f t ? f 1 i r 


、 f 1 

内 閣 

最高裁長官以外の裁判官 

裁判所 

(行政） 

の任命(憲法79 *80 条） 

(司法） 

内閣総理大臣 

違権立法審査権(憲法81条) 
- 

最高裁判所 

国務大臣 

行政事件訴訟の裁判 

下級裁判所 


(憲法76条） 



出所：『現代社会資料集』第一学習社、1984年、162頁。 


会の制定した法律にたいする違憲立法審査権をもっていますが、国会は裁 
判官にたいして弾劾裁判権をもっています。また、内閣の最高裁判所長 
官の指名権、その他の裁判官の任命権にたいしては、裁判所は違憲立法審 
査権、行政事件訴訟の裁判権をもっているのです0こうして、3権は分立 
するとともに、相互に抑制' し、監視しあうことによって、権力の集中化を 


ふせいでいるのです ( 


国 会 
(立法） 
衆議院 • 参議院 


図 3-8 政治のしくみ一権力の分立 


最高裁判所裁判官の 

国民審査 

(憲法79条)^ 


il 挙(憲法43条) 


民 麵 


I 国会召集の決定(憲法7条)_ 

衆議院の解散(憲法7 .69夂木) 

一_内閣不信任の決議権(憲法169条) 

. P 内閣総理大臣の指名(憲法6 .167条 ) I I 
行政権行使についての連帯責任(憲法66条) 

法律案•予算案の議決•条約の承認(憲法59.60.61条) 
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ただ、ここで 1 ^备、すべきことは、 SS . Wr . 南翟といぅ芎つの Aii 
は、_際の運用においては、それぞれ有機的な関連をもっているというこ 
とです。とくに、立法機能と行政機能とは密接な相互&存の関係にありま 
す。法を作るものと、その法を執行するものとがまったく意志の疎通を欠 
き、相反する考えをもつとすれば、政治の効果的運用は期待しえないでし 
ょう。ですから、3権の分 S といっても、実際には、3権を完全に分離した 
り、 g 断したりすることではなく、一つの機関が他の機関を完全に支配し 
たり、挵答したりしないかぎり、ある S 度の権力のあいだの依存関德は認 
められているのです0 

もちろん、分立という原則の適用の程度は国によってちがいます0たと 
えば、議‘と S 閣との相互関係'でいえば、大きくわけて、アメリカの大統 
領制のように、行‘部の首長である大統領を国民が直接えらび、大統 
||の地&が議 g とはまづたく独立しているもの、イギリスの議院内閣制の 
ように、行成部の首長である総理大臣を、国民が直接えらぶのではなく、 
議‘が指名し、内閣がその存 S を議会の信任に依存するもの、とがありま 
す。つまり、_茎と内閣との相互関係で、アメリカのように、より厳密に 
分離したもの、イギリスのように、分離をより緩和したものとです。そし 
て、日本の場合'は、分離を緩和したイギリス型の議院内閣制をとっている 
のです。 

日本はその i 茇において、「日本誠麓は、罡 s に選挙された国会に 

おける筏表豸を通じて行動し . 」とのべて、が主権者である国民の 

代表機関であることを明らかにしています0そして、そのとうぜんの帰結 
として、41富において「_答は、麵権の最高機関であつて、国の唯一の立 
P 機関である。」とし、国 g を国政の中心にすえるとともに、国会と内閣と 
の相互関“については、 
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① 「内閣総理大臣は、国会講員の中から国会の議決で、これを指名する。」 
(67 条1項） 

② 「内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議 
員の中から選ばなければならない。」 （68 条1項） 

③ 「内閣は、行政権の行使について、国会に対 ： し連帯して責任を負ふ。」 
(66 条3項） 

④ 「内閣は、衆議院で不信任の#議案を可決し、又は信任の決議案を否決 
したときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければ 
ならない。」 （69 条）と規定しています。 

こうして、国会優 ii の議院内閣制の原則をさだめ、三権分 i 主義を原則 
的にはくずさない範囲内で、国会に崮権の最高機関としての地位をあたえ、 
国民の代表機関としての国会を中心とする政治のしくみをさだめている 
のです0 

⑴国会 

こうして、国会は、国民の代表機関、国権の最高機関として、国家のも 
っとも基礎的な職能である立法という仕事を行なうとともに、予算の譲# 
などをつうじて政府の財政活動を監督、批判し、さらに、質問、国政調 
査、不信任決議などによってひろく政府の行政を監督するなど、きわめて 
大切な仕事をすることになっています。 

日本の国 g は 衆議院と参議院の 二院によって 構ポされて います。このう 
ち、衆議院が第一院で、20歳以上の男女普通選挙 により、 4年の任期を も 
って 選ばれた511名の議員から構成され ています。 衆議院議員の被選挙資 
格は、25歳以上の日本国民（男女） である ことを要件と しています。 選挙 
区は、議員定数が3名から5名までの中選挙区で、都道府県がそれぞれ数 
区にわけられる（例外と して 全県1区のと ころもあります） のが原則とな 
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っ ています。 

M 三は、参議院で、20歳以上の男女普®選挙により、 6 年 （3 年ごとに 
議貨の半数を改選する）の任期をもって選ばれた252名の議貫から構成さ 
れ、無選挙資格は、衆議院のそれよりは年“の要件が高'く、30歳以上の日 
本_民（男女）となっています。選挙区は、定数100名の全国区（全国を 
1選挙区とする）、および定数152名の地方区（各都道府県の区域を1地方 
区とする）にわかれています。 

このように、国会が二つの議院からなっているのを二院制といいますが、 
この制度は、イギリス、アメリカをはじめとして、多くの国々で採用され 
ているものです。このように、あえて二つの議院が設けられるのは、まず 
ぎ二に、審議に慎重をきすること、第二に、衆議陰の€定にあやまちや行 
き過ぎがあったばあい、一定の時間的間隔を洽いて、もういちど審議を重 
ねることによって、まちがいを是正することができるということ、第三に、 
威二院にじゅうぶん代表されえないような要素、たとえばいろいろな領 

いき せんもんか ぎじゆつか じゆうよう しよくいき だいひようしや だいにいん だいひよう 

域の専門家や技術家、重要な職域の代表者などを、第二院に代表させ、 
専門的、技術 3 的知識や技能を国会審議にとり入れようとすることなどで 
す。 

日本の二院制も、このような意図にそっており、とくに衆議院と参議院 
との あいだで、 議院の任期、被選挙資格、選挙区の大きさなどを相違させ 
ている のは、衆議院にじゅう ぶん 代表され ない 要素を参議院に補充的に 
代表させる意図からで ている ものと思われます。 

けれども、実威には、時の謹暴とともに、参議院も次第に、衆議院とま 
ったぐ同じように政党化され、審議においても政党の党議による拘束が強 
く、本来の意図は必ずしも生かされていないのが実状のようです0 
二院制 j のもとでの二つの議院の相互関 g については、イギリスと同じよ 
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うに、衆議院の優位が認められています。たとえば、内閣にたいする信 
任•不信任の決議権、予算の先議権が衆議院に認められ、また、法_の議 
決、予算の議決、条約の承認、内閣総理大臣の指名'などの ばあいに] |ぅ 誓の 
意志が一致しないときは、一定の手続きを経て、衆議院の*志が の:! 
志となる よ うになって いるので す。 

(2) 内閣 

内閣がつくられる手続きは、まず、国会がその議決で国‘議員の中から 
総理大臣を指名'し、その指名 1 に疮じて天皇が儀礼的にそれを任崙し、つい 
で、内閣総理大臣が龜の国務大臣を任命するという順序です。こうしてで 
きあがった内閣総理大臣と他の国務大臣からなる合議成を内閣というので 
す。 

内閣はきわめて広範な活動を行ない、まさに、行政機構において指導 
的、中枢的役割を演じているのです。憲法73条には、内閣の行なう職能 
として、とくにつぎの事務があげられています。 

① 法_を誠実に執行し、国務を総理すること。 

② 外交関係を処理すること0 

③ 条約を締-すること0 

④ 法律の定める基準にしたがい官吏に関する事務を処理すること。 

⑤ 予算を作成し国会に提出¥ること。 

⑥ 憲法および法律の規-を実施するために必要な-部の点を規する政 
令を制定すること0 

⑦ 受刑者の刑を減免する恩赦を実施すること0 

このほかにも、内閣は、天皇の国事に関する行為にたいして助言と承認 

あた さいばんかん にんめい こつかい りんじかい しようしゆう けつてい さんぎいん きんきゆう 

を与え、裁判官を任命し、国会の臨時会の招集を決定し、参_院の緊急 

集会を求め、国会および国民に財政状況を報告するなど、きわめて幅広 

. « • - . 
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注：総理府には以上の庁のほか公正取引委員会、国家公安委員会、公害等調整委員会がある。法费省にはこ 
のほか司法試験管理委員会がある。運輸省にはこのほか船員労働委員会がある。 

出所：「国家行政組織法 J 

いかつし i ぅ M な SK を If なっているのです。 

内閣の権限に属するこれらの行政活動を遂替するために、図 3-9 にみら 
れるように、内閣の統“のもとに多くの行政機関が存在しています。これ 
らの行政機関の組織を行‘機構といいますが、現代政治では、国民の福祉 
を目的とする国家の活動が膨大なものとなり、複雑多岐となったので、こ 
れを遂行する行政機能も非常に大きなものになっているのです。そして、 
国家機関のうちで、国民が日常もっとも多く接触をもち、利害関心をいだ 
くのは、内閣とその統轄のもとにあるこれらの行政機関にたいしてなので 


す ( 


このように、行政部の国民の生活にたいして果たす役割が質的に高ま 
、量的に大きくなりますと、とうぜん、そうした機能をになう行政部の 
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因3 -9 行政機構図 
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力は相対的に強くなります。 

議内閣制 においては、謹権の最高機関である国会が総理大臣を指答し、 
内閣は謹§にたいしてその行政権の行使にっいて連帯して責任を負うこ 

ないかく そんりっ こっかい しんにん いぞん こっ 

とになっており、内閣はその存立を国会の信任に依存しているのです。国 
‘の5持を笑なえば、6閣は総辞職しなければなりません0権力の分*とい 
う原則にたちながらも、その原則の範囲内で、国民の代表機関である_会 
が内閣に優し、謹会が内閣を民主的にコントロ ールするというところに、 
この制度の特色があるのです0 

じっさい げんだいこっか 

けれども、実際には、たいていの現代国家において、こうしたたてまえ 
にもかかわらず、行政部•内閣が、立法部•国会に実資的に優位するとい 
う傾向が顕著になっているのです0形としては、国会が総理大臣を決める 
のですが、氣常は、国会における多数党の党首が総理大臣に指名されま 
す。多数党の党首である総理大臣は、与党幹部の中から閣僚を任命して内 
閣を作ります。ですから、内閣は与党である多数党に強い支配力をもって 
います。たいていのばあい、内閣の政策は、与党•多数党の支持によって 
国€で i 認されます0いわば、行政上のリーダーシップと立法上のリー 
ダーシップが、国€における奏数党の介在によって、内閣の手中に統合さ 
れているといってよいでしょう。 

また、たてまえとしては、 i 会は国の邊二の立法機関なのですが、実際 
には、行!^部は、法律の ii 定過_においても、きわめて大きな役割を演じ 
ています0議 k 内閣制のもとでは、政府は国会に法案を提出することがで 
きることになっています。かって、19世紀のイギリスでは、そうした制度 
のもとでも、重要な法案の多くが国会議員によって提出され、制定された 
といわれています。けれども、今日では、 S 要とされる法案は V 量的に膨 

¥となり、内容的にも詳細 • 具成的、専門的 • 技術的なものになってきま 

. . • • -• • - 
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した。その H 燊として、 iM » E のはに《本し、 WM な媛餐の 

せいふていしゆつ 

ほとんどは政府の提出によるものになってきています。このことは日本 
においても同じです。 1975 年の七十七 d 通常函会から 1982 年の九十 
八回、 a 常国€までのあいだに国会で11された法雈のうちで、政府提出 

ぜんたい 

によるものは、全体の 83. 7パー セ ント にもおよんでいるのです。こうし 
た方式によっても、行&齑は立 S 為違につよい瘧響力を行使しているの 
です0 

そればかりではなく、20世紀にはいってからは、多くの国々で、法律の 

いにん ぎようせいかくしようちようぎよ■うせいめいれいぎようせいきそく かたちほうき 

委任にもとづいて行政各省庁が行政命令、行政規則という形で法規を 
制、蓋し、実施する、いわゆる 「. k 立装」がふえてきました。現在では、 
.任立法なくしては、膨大で、板祕多岐な行政を遂行することはできない 
でしょう。しかし、こうした慣行は、言葉をかえていえば、行政部へ立法 
権の一部を移譲したものといえなぐもありません。 

こうして、憲法上のたてまえにもかかわらず、行政部 • 内閣の立法部 • 
国‘にたいする実質的優という現象が、あまねく現代国家にみられるよ 
うになっています。191¢紀とはちがって、国民の社会•経済生活を向上 
させ、救%•文化を振興し、福祉の増進をはかることを、その責務として 
とくに要*ざれている現代国家においては、こうした傾向は、ある程度ま 
で避けられないことであるといえましょう。国民も、その代表機関である 
国€も、行政過 M にたいし不断の関心をもち、これをきびしく監視する努 
力を怠ってはならないのです。 

(3) 裁判所——司法権の独立 

これまで のべて きたように、日本の政治では、権力分立の原則にしたが 

りつぼうけん こつかい ぎようせいけん ないかく しほうけん さいこう 

って、立法権は国会に、行政権は内閣に、そして、「すべて司法権は、最高 
裁判所及び法律の定めるところにより設置する下級裁判所に属する〇」 （ 憲 
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法76条）ことになっています。民主政治のもっとも大事な目的である国 
民の自由と権利を保障するためには、司法権が国‘や内閣の道具にされた 
り、その他の外部的勢力の不当な圧力に動かされたりすることなく、独 
立公正に行使されなければなりません。南 k 権の独立が不可欠なのです。 

しかし、司法権の独立は、その必要性を憲法で宣言したからといってま 
もられるも のでは ありません。それを保障するためには、い くつ かの手 だ 
てを講ずる必要があります。 

だいいち さいばんかん しよくむ どくりつ さいばんかん みぶんほしよう たいせつ よう 

まず第一に、「裁判官の職務の独立」と「裁判官の身分保障」が大切な要 
件となります0このことに ついて、 日本国憲法は、その76条3 項において 
「すべて裁判官は、その良心に従ひ独 S してぞの職権を行ひ、この憲法 M 
び法律にのみ拘束される」と規定して、裁判官の職務の独すなわち、 
裁判官が裁判を行なうにあたってはどんな h 力にも左右されず、自分の良 
心と法にしたがって公平な裁判をなすべきことをさだめています。しかし、 
このようにさだめても、裁判官の地位が権力者の意のままに動かされる 
おそれがあれば、やはり同じことになるので、さらに、裁判官は、心、身の 
故障のために職務をとることができなくなった場合を除いては、公の弾劾 
によらなければ、罷免されえない （78 条）として、その地位を保障してい 
るのです0 

ぎ土に、司法権の自主性を尊重する立場から、訴訟に関する辜続き、弁 
護土の資格、裁判所の内部規則などについては、法務大臣の介入を許さ 
ず、最高裁判所に、みずからその規則をさだめることのできる「規則希 i 定 
権」 （77 条）を与えています。 

さらに、いっさいの法律、命令^規則または処分が、国の最高法規であ 
る憲法に適合するかしないかを決定する権限、いわゆる「备憲立法審査権」 
が裁判所に与えられ、最高裁判所がその終審裁判所とされました （81 
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じよう さいこうさいばんしよ けんぼう ぼんにん 

条)。最高裁判所が「憲法の番人」と V 、われるのはこのためで、これによ っ 
て、司法部の権威はきわめて高いものとなったのです。 

第四の手だては、「裁判公開の原則」 （82 条）です。裁判が国民の注視で 
きる公開の法廷で行なわれるということは、裁判の公正'を無持し、人権を 

ほしよう ふかけつ ようけん ひと 

保障するための不可欠の要件の一つだといえましょう。 


ところで、日本の裁判所は、図 3-10 に示してあるように、最高裁判所と 
裁判所法にさだめられている下級裁判所、すなわち高等裁判所、地方裁判 
所、家庭裁判所および簡易裁判所とにわかれています。 

このうち最高裁判所は、全国でただ一つ東京に義置されている終審裁 

図 3- 10裁判^•の組織の司法制度 
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弁護士連合会 
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(法権の独立） 

秦高裁判所 
最筒裁長官*判事 

A 講制’地®认レ让 
D 大法廷3人以上 


(法務大臣の指揮*監督） 


東京に設置 
規則制度権 


最高検察庁 
検事 • 総長 


高等裁判所 
高裁長官 • 判事 
会議制 


札幌•仙台•東京 
|名古屋•大阪•広島 
高松•福岡に設置 


高等検察庁 
検事長 


地方裁判所 


家庭裁判所 

---— 

地方検察庁 

判事 • 判事補 


判事 • 判事補 


検事正 

1人制-合議制 


1人制一合議別 



_ 


都府県各1か所•北海道4か所 
全国計50か所に設置 


簡易裁判所 


区検察庁 

簡裁判事 

1人制 

全国575か所に設置 

上席検事 


出所：『现代社会資料集』第一学習社、1984年、158頁 c 
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勒辩です。ち矣ぅ管1茗ぉょひ'騎秦14茗、訐15茗の誉で § i されてぃま 

す。長官は内閣の指名'にもとづいて天皇によって任‘され、他の裁判官は 
内閣によって任 i されます。しかし、司法部の最高責任者である裁判官の 
選任を無条件で閣にまかせることは、司法権の独立をおかし、権力分 
立の原則にも反するおそれがあるので、最高裁判所の裁判官は、任命後は 
じめて行なわれる衆議 k 総選挙のさいに、これを国民投票による審査に付 
し、その後10年を経るごとにこれをくりかえすことにしています。裁判 
は、すべて合議制'で、判事5人からなる三つの小法€か、15人全員からな 
る大法廷で行なわれます0 

こうとうさいばんしよ ちほうさいばんしよ かていさいばんしよ かんいさいばんしよ’おこ さいばん • 

高等裁判 Bff は、地方裁判所、家庭裁判所、簡易裁判所の行なった裁判に 
納得しない訴訟事件を取り扱うところで、札幌、仙台、東京、名古屋、大 
pi 、 広島、高松、福岡の8か所に設置されています。長官および相当数の 
判事からなりたち、裁判は原則として3人の判事による合議制で行なわれ 
ます0 

ちほうさいばんしよ げんそくてき だいいつ しんさいばんしよ とふけん かく しよ ほつ かいどう 

地方裁判所は、原則的には第一審裁判所で、都府県に各1か所、北海道 
だけ4か所、全国で計50か所に設置されています。判事および判事補で 
構成され、一人制裁判を行ないますが、扱う事件によっては3人の裁判官 
による合議制もとられます0 

かていさいばん しよ かてい かん じけん しんばんちようて い しようねん•ほごじけん しんばん 

家庭裁判所は、家庭に関する事件の審判や調停、少年保護事件の審判を 
一人制裁判で行ない、地方裁判所と同じところ、全国で50か所に—置され 
ています0 

かんいさいばんしよ かんいさいばんしよはんじ こうせい いちにんせいさいばん しようがくけいび 

簡易裁判所は、簡易裁判所判事で構成され、一人制裁判で、少額軽微な 
事件を迅速簡 i に裁判するための第一審裁判所として設けられたもので、 
全国575か所に設置されています。 

かきゆうさいばんしよ さいばんかん にんめい さいこうさいばんしよ しめい もの めいぼ 

これら下級裁判所の裁判官の任命は、最高裁判所の指名した者の名簿に 
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したがって内閣が荇なうことになっており、任期は10年で、再任をさまた 
げないことになっています。 

以上のような裁判所の組織にしたがって、当事者がもし裁判の判€に未 
服な場合は、異なった階級の裁判所で、第三審まで裁判を受けることので 
きる「三審制」（第一審、控訴審、上告審）のしくみがつくられています。 

こうして、日本の裁判所は、司法権の独立を保障され、公-と定義にも 
とづいて、しかも慎重に裁判が行なわれるように構成されています。国民 
は、法の公正 1 な適用を求めて、こうした裁判を受ける権利をもっているの 
です0けれども、この権利を実際に享受するためには、大きな困難がとも 
ないます。それは、裁判には金と時間がかかるということです。裁判は法 
廷でのたたかいですが、そのたたかいを有利にするためには、いい弁護士 
をたのむことなどをはじめとして、いろいろと費用がかさみ、沢山の金が 
かかるのです。裁判を受ける権利は認められていても、金がなければなか 
なかこれを享受しにくいのです。また、裁判官の数にはかぎりがあり、訴 
訟件数は年々増えつづけている状況の中で、三審 si のもとで、公#を旨 
とし慎重に審理を重ねるということですから、裁判には多大' の時間を要し 
ます。丨金と時間」をいかに軽減するかが、これから解#さるべき現実齡蠢 
i でしょう。 

2 . 地方自治 

これまで、主として、中央政府をめぐる政治のしくみに ついて みてきま 
した。ここで、国民にとってはより身近かな地方自治 ついて、 かんたんに 
説明しておきた I /ンと思います。 

現在、日本ビは、47の都道府県、651の市、1，993の!?、611の!!、謹 


ちほうこうきようだんたい ねん こうふ けんぼう 

3.225 の地方公共団体があります。1946年に公布された憲法およびそれ 
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と同時に制定された地方自治法によって、これらの地方公共団体に、きわ 
めて、広範な自治権が与えられました。 

新しい体制のもとで、このように地方自治が強化されるようになったの 
は、—時としては、とつの考え方によったものと思われます0—つは 、 A 
方自治の鼓治的 A 義についてのジェームス.ブライスのあの有名な■葉 
「地方政治は fe 主主義の最小の学校、その成功の最良の保証人」であると 
いう考え h です。地方自治をつうじて国民は政治的訓練をつみ、やがて民 
主政治のにない手として政治的成熟にたっするであろうと期待されたの 
です。龜の一つは、現代のように、外延を拡大し、構造を複雑化した高度 
産業: tfS の fe 主 ft 治は、地方自治という「草の根民主主義」のつみ重ねの 
うえにはじめてなりたちうるもので、その意味では、.地方自治こそ民主政 
治の土台であるという考え方です。そして、こうした考え方にもとづいて、 
地方自治の育成'、強化が企図されたものと思われます。 

ところで、ほんとうに民主的な地方自治が行なわれるためには、地方自 
治の® i 度は、住民自治と団体自备という二つの考え方をその基本理念とし 
ていなげればなりません 0 住民自治というのは、住民みずからの参加の 
もとに、みずからの A 志と責任で‘治•行成を行なうという考え方です0 
団‘自治というのは、国条の内部に、謹家とはべつの法的人格をもった地 
方公共団成があることを認め、これにたいする家の干渉をできるだけ 
なくして、地 fe の政治をこれに自主的に行なわせようという考え方です。 
日本の地方自治のしくみも、原則的にはこの考え方に立って、地域の仕事 
-はその地錢の住民自身に行なわせ、行政上の事務や権限もできるだけ地 
方&共団“に分権化する方針をとったのです。こうしてつくられた制度 
の大要は、図 3-11 に示してあるとおりです0 

現行の制度になって、中央政府の地方公共団にたいする集権的拘束 


99 





第 3 章日本の政治 


図3_11地方自治体の機構 


(立法部） （執行部) 


議 会 

首長不信任決議 

首 

長 

都道府県議会 


知 

事 

_市町村議会 

拒否権•議会解散権 

市町村長 


出所： 1 r 現代社会資科集』第一学習社、1984年、130頁。 

は、旧冻制にぐらべ、笑?畐に！^されました。ち告ぅ*にょる i r i 
督は原則として行なわれず、ただ中央政府が地方公共団&の g 行機関に 
国の事務を委任した場合にのみ、こ般的監督権が行使されることになった 
のです0また、地方备共団冻は条 — にしたがって在事をするのですが、 
その 条例の制定権も大幅に強化されました。こうして、団‘自治が k 充 
された のです0 

住民自治についても、まず、立法奇である都道南県議 g の議員、市町村 

ぎかい ぎいん じゆうみんゆうけんしや さいいじよう せいねんだんじよ ちよくせつこうせん えら 

議会の議員は、住民有権者 （20 歳以上の成年男女）の直接公選によって選 
ばれることになりました。さらに、執行部の首長である都道府県の知事、 
市町村の市長、町長、村長も周じく直接公選されることになりました。 
立法部と執行部の相互関係では、アメリカ型の大統領制をとり、首長 
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は箸からち產く齧鏊拏されることにょって讓 S からの玆笠甚を謹めると 
ともに、議€の首 1 "長にたいする不信任決議にたいしては、首長は議会の解 
散権をもって応じうるというように、牽制と均衡の関係も保たれています。 
さて、日本の地方自治の制度にみられるもっともいちじるしい特徴は、 

ちほうこうきようだんたいじゆうみん じようれい せいてい か“はい じむ かんさ ぎかい かいさん 

地方公共団体の住民に、条例の制定と改廃、事務の監査、議会の解散、 

議 k •首長の職などを請求することめできる「直接請求権」が認め 
られたことです。#表者をつうじて行動する間接民主_のなかに、大幅 
に直接民主^ i 的要素をとりいれたのです。 

直接請求権について、いま少し詳しくその概要をのべればつぎのとぉ 
りです。 

じようれいせいていかいはいせいきゆう しよち ちほうじちほう じよう ゆうけんしや 

① 条例の制定•改廃の請求とその処置（地方自治法、74条）有権者 
総数の50分の1以上の者の連署をもって、その代表者から首長にたいし 
条例 i の ii 定または改_の請求をすることができる0首長は、直ちに請 
求の要旨を公表し、受理した日から20日以内に議会に付議し、議会での 
議 g の結果を代表者に通知するとともにこれを公表しなければならない0 

② 監査の請求 （75 条） 有権者総数の50分の1以上の者の連署をも 

って、その代表者から、監査-員にたいしその公共団体の事務などの監 
査を§求することができる0監査委員は、直ちに請求の要旨を公表し、 
監査を行なわなければならない0その結果は、代表者に通知し、これを一 
般に公表するとともに、議€、長ならびに関係ある機関に報告しなければ 
ならない。 

③ 議善の解散請求とその処置 （76 条 一79 条）有権者総数の3分の1 

もじよう もの れんしよ だいひようしや せんきよかんりいいんかい ぎかい かいさん 

私上の者の連署をもって、その代表者から、選挙管理委員会に議会の解散 
を請求することができる。選挙管理委員会は直ちに請求の要旨を公表し、 
これを選挙人の投票に付さねばならない。過半数の同意があったときに 
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は、 - I をする。 

ぎいんちよう かいしよく せいきゆう しよち じよう じよう ゆうけんしやそうすう 

④ 議員 • 長の解職の請求とその処置 （80 条 一84条）有権者総数の 
3分の1以上の者の連署をもって、その代表者から選挙管理委員 g にたい 
し、議会の議員、首長の解職をることができる0選挙管理 . k ‘ 
は S ちにその難を顏齡觀に gWu W 貧 MW に#さねばならなぃ。 
過半数が解職に賛成のときは、その議该または k 長は解職される。 

⑤ 餐 I の蘇 W のとその藏 （86基— 88 言）纖雜 S の 3券 
の1虹 5 の箸の i 域をもって、そ塞から龜擬 WS 探のち矣ぅにたぃ 
し、副知事もしくは助役、出納長もしくは収入役、選挙管理-員もしく 
は監査委員または公安委員‘ の-員の* 1 ^ 職を請求することができる。首 
長は直ちに請求の要旨を公表し、議‘に存議しなければならない。この 
場合、議会の議員の 3 分の 2 及上の€が出席し、その 4 备の 3 以上の者の 
同意があったときは、その職を失う。 

大要以上のように規定されています。 

こうして、詳細な直接請求権の規定が定められましたが、ちなみに、 
地方自治法の施行から、1978年3月末までに行使された請求権の行使件 
数をみますと、全国で約2,300件になります。その内ぎの詳細は図 3-12 


にしめしているとおりです0 

以上のように、日本の地方自治は、団成自治と住民诌治の理念のもと 
に、制度の面では、十分に整備されたということができます0けれども、 
実質的な運用の面では、いまだ、さまざまな問題をのこしているのです0 

すうじゆうねんら“ きゆうそく けいざいせいちよう さんぎよう しやかいこうぞう はげ へん 

この数十年来の日本は、急速な経済成長と産業.社会構造の激しい変 
花によって、全国的スケールでその相互依存“を高めてきました。したが 
って、二地 k の南ボ的問題として提起されても、それを解決するためには、 
_の务在によって、全国的規模での調整にまたなければならないという状 
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出所：『现代社会 ff 料集。第 • •孚 f / 社、1984年、131頁。 

M ぅがみられます。この i 条で、ち南にょる 

の機能がとりわけ必要となってきています。こうした新しい集権の必要 
“とこれまでみてきた民主的分権の要請とをどう調和させてゆくかは、た 
いへんむつかしい問題であります。 

日本では、地方自治の脆弱€を臺味する用語として、「三割自治」とい 
う言葉がよく使われます。三割というのは、一つには、地方公共団体の歳 
入総額に占める自主財源としての地方税の比率が3割前後でしかないこ 
と、もう一つは、地方公共団体で行なっている仕事のうちで、国から機関 
委任された仕事が多くを占め、地方公共団がほんらいやるべき仕事の 
量が、3割というほどではないとしても、それほど多くはないということ 
をいっているようです。いずれにせよ、この「三割自治」という言葉は、 
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図 3- 12直接請求の行なわれた件数 



解職請求 
役員の 


解職請求 
長の 

解職請求 ■ 
議員の 


解散請求 
議会の 


監査の請求 


改廃の請求 
条例の制定 
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1¢の;4另签货額採の!!なっている i 备の+条はいまだかならずしもじ罕 

分ではないということを比喩的に表現しているものです。 

さいきんは、「地方の時 fij ということがいわれ、中央]^府と地方公共 
団体との間の事務と財源の再 E 芬のを、要雈が主張されるようになりまし 
た。これを実現して、地方自治をさらに sS 花させることが、民主 R 治の 
発達のために是非とも必要なことであります。はじめに指摘したように、 
民主政治は、健全な地方自治を土€としているものです。日本国民は、日 
常生活にもっとも深いかかわりをもっている地方自治に強い関心をもち 
つづけるべきでありましょう0 

第3節日本政治の現状と課題 

1.選挙 

民主政治とは、「国民主権のもとに、何が国民のためであるかを、国民み 
ずからの参加によ っ てきめてゆく政治のやり方」のことです。国民の政治 
への参加の仕方にはさまざまな方式がありますが、その中でいちばん重要 
なものが選挙です。選挙によって国民はみずからの代表者をえらび、そ 
の 代表者をつうじて、政策の#定と執行にかかわる のです 0 日本国憲法 
も、その前文で、「日本国民は、至当に選挙された国会における代表者を 
a じて行動」するとのべており、代表者=議員の選挙が民主政治の灸くこ 
と のでき ない前提とな っ ています。 

こうしたことから、日本_憲法は、新 13 しい体制のもとで、かずかずの選 
挙の機嘉をに保障しました。 iS 議員である①衆議院議員と②参議 
fe 議員の選挙、地方公共団体の長である③都道府県の知事の選挙および 
④市町村の長の選挙、地方議会の議員である⑤都道府県議会の選挙ならび 
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に⑥の AM の M 拏。これらち革 5 *、％另にゎたる关っの遽鏡の 
選挙の権利が、20 ‘以上のすべての男女に与えられたのです。 このほか、 
最高裁判所の裁判官にたいする国民審査、憲法改古のための最終手きと 
しての国民投票、地方公共団体における直接請求なども選挙と同じ i 、 味 

あいのものといえましょう。 

さて、こうした選挙が、国民の“治参加のしくみとして有効にその役割 

をはたすためには、少なくとも二つの条件が必要であると思われます。第 

一は、国民=選挙民が、政治にたいして十分な関心と理‘力をもち、 i 室 

的にものごとを判断し、その判断にもとづいて積極的、能動的に選挙に参 

加するということです。第二の条件は、選挙の制度が適;£にしくまれてお 

り、選挙が公正に行なわれるということです0これら二つの条件の観点か 

ら、日本の選挙について、その現状と若干の課題についてのベておきたい 
ぉも 

と思います0 

現在の日本は、教育が普及し、経済生-は向上し、余暇も増:^しまし 
た。それとともに、新聞、ラジオ、テレビ、雑誌などマス•メディアもい 
ちじるしく発 i し、国内#の情報が多量に提供されています。こうした 
状況のなかで、国民は、とうぜん、政治にたいする知識や理解力を増し、 
ときとともに選挙の経験もつみかさね、政治的にも熟してきました。けれ 
ども、投票行動の実-を総体として分析してみますと、必ずしも十分な 
ものとはいえません。民主主義の先進諸国にくらべると、いまだ棄権ボが 
相対的に高いのです0図 3-13 および14は、ここ30年ぐらいの間の衆議 
院議員と参議院議 M 選挙の投票率と棄権翠の推晷を図表花したものです。 
これによると、衆議院議員選挙のばあいは、30パーセント前後、参議院選 
挙では、35パーセントから40パーセント前後の棄 II 率をしめしています0 
棄権するということは、みずから政治にたいする権利を放棄することを意 
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図 3-13 衆議院選挙における投票率 • 棄権率の変遷 
I I 投票率 棄権率 

80 [ 



選連; 1953 56 59 62 65 68 71 74 77 80 


年次| 

出所：『1984年版日本統計年鑑』 
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味します0棄権した人たちは政治的関心のないもの、ないしは低いものと 
みてもよいでしょう。日本国民は、より以上に政治への関心を高め、積 M 
的に政治へ参加する努力を惫ってはなりません。 

図 3-15 は、さきにあげた異なったレベルの六つの選挙の重要性を、国 
民がどのように認識しているかをしらべたものです。この調査によると、 
国民が自分にとって大切だと思っている選挙の順位は、二&、击ちゼ狩議 S 

ぎいん せんきよ に.い しゆうぎいんぎいんせんきよ さんい しちようそんちようせんきよ よんい とどうふ 

議員の選挙、二位、衆議院議員選挙、三位、市町村長選挙、四位、都道府 

けんちじせんきよ ■ごい とどうふけんぎかいぎいんせんきよ ろくい さんぎいんぎいんせんきよ 

県知事選挙、五位、都道府県議会讓員選挙、六位、参議院議員選挙となっ 
ています。この順位は、他の多くの調査*!果とほぼ二致していますし、実 
^の選挙における投票率の高さの順沒ともほぼ符号しているのです。つ 
まり、国民の相当数には、自分の身近かな生活空間から遠ざかり、に日ちじ金的 
利害関心や対人的接触度が薄れてゆくにつれて、選挙においてもその心 

うす けいこう 

を薄めてゆくという傾向があるのです。 

つぎに、第二の条件について。日本の選挙制度は、•平等•ち直 i • 
秘密（自由）という選挙についての自明の公理にもとづいて制度化され、 
選挙管理委員会の事務管理のもとに運営されています。最近では、次_に、 
選挙公営制度も強化されるようになりました。けれども、適正かつ公!^な 
選挙のためには、いまだ、いろいろな問題をかかえています。なかでも、 
日本の選挙にとってもっとも大きな問題は、集票のための買収や供応な 
どという腐敗行為がいまでも農村部などにみられるということです。議会 

せいじ ぼこく せい# せいき はじ 

政治の母国であるイギリスでも19世紀から20世紀の初めにかけては、 

夥しい数の腐敗選挙があり、むしろそれが一つの政治慣習とさえなって 
いたそうです0しかし、その後、政治家の自粛と選挙民の自覚によって、 
第二次世界大戦以後は、買収などという選挙の違反行為は根絶したといわ 
れています。日本でも、選挙運動が公！^に行なわれるように、「公職選挙 
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資料：内閣官房広報室『全国世論調査』1982年12月。 

出所：『1983年版世論調査年鑑』 

S 」 ゃ「菽潺《1長 Sis 」 にょ 1 て、 ゃ詰をしたり、 

文章•ポスターの頒布を制限したり、法定選挙費用をさだめて選挙運動費 
の過度な使用を禁じたりしていますが、いまだ十分な効果をあげていない 
ようです。腐敗行為をなくすためには選挙民の自覚こそが何にもまして大 
I )な要件といえましょう。 


2 .政 党 


図 3-15 異なったレベルの選挙の童要性の認識 
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問：選挙について伺います。選挙には 
いろいろありますが、この中で、 
あなたにとって最も大切な選挙は 
どれでしようか。 
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わ力らない 

その他 

参議院議員選挙 

衆議院議員選挙. 

都道府県知事選挙 

都道府県議会議員選挙 

市町村選挙 

市町村議会議員選挙 
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菽党はどこの_の議‘にもあります0議签に政党はつきものです。なぜ 
なら、議 g では、さまざまな考えの人たちが、討論のすえ、基数決の原則 
にしたがって、最終的には、一つの意志に統合されます。そして、その意 
志にもとづいて政治が行なわれます0ですから、同じような考えや政策を 
もつ人たちは、できるだけ多数を形成しようとしてグループを作るはずで 
す。議‘の¥に、少なくとも、賛成•反対、多数•少数という複数の i 治 

しぜん ゆ せいじてき 

グループができるのは、自然のなり行きでしょう0これらの政治的グルー 
ブは、その&策を実現するために、グループの結束を強化し、有権者•大 
衆に働きかけてその支持をひろめ、支持者を組織化して政治勢力を恒常 
的に籍持•発展させようとするでしょう 0 こうして、政党の存在が必然化 
されます。政党のない議会はありません。議会政治は必然的に政党政治と 


なります0 

議会!^に成立する政党の数は、国によって異なりますが、社会主義国の 

いつとうどくさい みんしゆしゆうちゆうせい おお にとうせい たとうせい ふた 

一党独裁•民主集中制をべつにすれば、大きく、二党制と多党制の二つ 
にわけられます。二党制はイギリスに典型的にみられるもので、一党単独 
で議席の過半数を与める大政党がおり、これにたいして、いつでもそれに 
とって代われるだけの潜在的な力をもった有力な野党が存差しているよ 
うな政党制をいいます。この場合'には、内閣は単独政党内閣となります。 

多党制は フランス、 イタリアをはじめ多ぐのヨーロ ッパ 諸国に伝統的にみ 
られるもので、こ党単独で過半数の議席を占めるような大政党は存在せず、 
多数の小党が分立 している ような政党® j のことをいいます0この場合、内 
閣は、複数の政党が妥協し、政策を協定したうえで、連合して政権を担当 
する連立政党内閣となります0 

げんざい じゆうみんしゆとう しやかいとう こうめいとう みんしやとう • きようさん 

現在、日本には、自由民主党、日本社会党、公明党、民社党、日本共産 


とう しんじゆう 

党、新自由クラブ 


しやかいみんしゆれんごう なな せいとう そんざい 

社会民主連合という七つの政党が存在していますから、 
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多党制ということになります。けれども、日本の場合は、1955年の自由民 
主党の結党いらい今日まで、伺党が単^で議_の過半数を占め、単独政党 
内閣をつづけており、これにと っ て長わりうる力量をもった野党勢力が 
いまだ存¥しない状態ですから、きわめて変則的な多党制なのです。いわ 
ば、二党制と多党讳 i の混合したもの、「二 M 優&の多党制」ということがで 
きます。 

なな せいとう りんかく 

それでは、ここで、 日本の 七つの 政党の それぞれについて、その 輪郭な 
どあらましを紹介しておきます。. • 

① 自由民主党 1955年に自* SM と日本民主党という二つの保守政党 
が合同して結成^れた政党で、結党いらい30年にわたって、長期単独政権 
を継続して今日にいた っ ています。既存の社€秩序にたいして現状維持 
的、保守的な立場で、基本的には、資本主義経済を基調とした自由主義社 
会を維持•発展させることを綱領としています。国際的には、リカと 

.... ■ , ■皆 

の協調を基軸とし、西側陣営の一員として平和外交を行なうことを旨と 

きぎよ■うけいえいしやじようそう’しやかいかいそうきゆうちゆうかんそうてきかいそう_ひと 

しています。企業経営者や上層の社会階層、旧中間層的階層の人たちに 
ささえられるとともに、選挙にさいしては、図 3-16 にみられるように、都 
市部よりも、非都•農村部に主要な支持基盤をもっています。週刊の 
機関紙「自由新報」の発行部数は約60万部、1984年8月31日現在で、党 
員数、約190万といわれています。_会勢力は、衆議院は、定数511人の 
うち、256人、現在連 S している新自由クラブ8名を加えると264人、参議 
院は、定数252人のうち、137人で、いずれも過半数を制しています。 

② 日本社会党 1945年4月に、旧無産政党各派を統合して結成された 

しやかいしゆぎせいとう ねん がつ そうせんきよ ひかくだいいつとう れんりつせいけん 

社会主義政党です。1947年4月の総選挙では比較第一党となり、連立政権 
において主導的役割を演じましたが、その後は、今日まで、たえず野党第一 
党ではありましたが、党_はこ進こ退をつづけ、全体としては、長期低落 
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出所：『日本の国力国際比較大事典』講談社、1984年、262頁。 

のにぁります。その i * 鉍 Si は、を ii し、 AS をつぅじ 
て、国民的支持のもとに、民主的、平和的に社会主義を実現しようという 
ことです0官公労組、大企業労姐を主要メンバーとする日本労働組合総 
評議会（総評）（傘下組合員数約451万人）をそのもっとも有力な支持基 
盤としていますが、最近では、総評傘下の組織労働者の支持離れもみら 

ザ と ip のうそ/ 兔お 

れ、図 3-16 にみられるように、むしろ都市部よりも農村部の支持により多 
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図 3-1 6都市部と農村部の党派別得票率 ( 1980年衆院選） 

非都市部 大都市部 



自民党 社会党 公明党民社党共産党.新自クラブ棄権 
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く&卷する i 萄にぁります。し蒼ミ茴轺荇される「駿織」の黯 
部数は約50万部といわれています。党貧は、1984年11月30日現在で、 

6万2，111人、国会勢力は、衆議陰、 1111. 参讒院、43人です。 

③ 公明党 宗教団体「創価学4」を母！!とした政治結社として、1964 

年11月に結成された政党です。人間通を尊重する中道政治の確立をめざ 
す国民政党であるとその立場を表南しています。結党いらい若干の曲ボ 
はありましたが、支持団体である創価学会を手足として、着_に党勢を拡 
大して今日にいたっています。とぐに、都市における零細な商工業者、 
未組織労働者など低所得者層のあいだに急速に支持をひろげてきました。 
図 3-16 を参照してください。日刊の機関紙「公明新聞」の発行部数は、80 
万部にもたっしているといわれます。1984年 H 月現在の党員数、約18 
万、国会勢力は、衆議院、59人、参議院、27人です。 

④ 民社党 1960年1月に、社会党の右派グルーブの国会議員40人が、 
社会党を離党して結成した政党で、結党のあと、一時党勢は衰 g しました 
が、さいぎんは支持をひろげつつあります。民主社会主義を旗印に、階 
級政党であることを否-し、国民政党であることを唱えており、漸進的な 
社会主義によって、福祉国条を建設することを基本綱領としています。さ 
いきんは政策の面でますます現実性を強めているようにみえます。おもに、 

ぜん ろうどうくみあいそうどうめい どうめい さんかくみあいいんそうすう まんにん ささ 

全日本労働組合総同盟（同盟）（傘下組合員総数、220万人）に支えられて 
おり、図 3-16 にみられるとおり農村部より都市部に支持基盤をもってい 
ます。機関紙「週刊民社」の発行部数は約15万爺、1984年10月現:^で、 
党員、7万6,170人、国会勢力は、衆議院、32人、参議院、13人です。 

⑤ 日本共産党 この党は、1922年に非合法の革命政党として創設さ 
れましたが、たびかさなる弾运と検挙によって事実上壊滅の状態となりま 
した。第二次大戦後、1945年12 g 、 合法化された政党としてあらたに赛 


112 





第 3 節日本政治の現状と課題 

M したものです。その4は、も0とも M 筏酹な鉍笑 1 として 、I 
進的に党勢を拡大して今日にいたっています。綱領では、_家権力その 
ものが不必要となる共産主義社^を究極の理想社€として^望していま 
すが、それにいたる過程としての社会主義社会への道については、議 g を 
つうじる年和革‘を_指すという立場をとっています。その行動-着に 
おいても、きわめて柔軟な現_路線をとり、他国の共産党との関遠におい 
ても「.主独立」の方針を表明しています。機関紙「赤旗」の発&部数 
は、300万部とも称されています。党員数は、約48万人、減会勢力は、衆 
議院、27人、参議院、14人となっています。 

⑥ 新_由クラブ 1971年、_由民主党を脱党した6人の議員で結-さ 
れた政党で、同じ保守政党でも白由民主党とは一線を画し、国民に開かれた 
新しい保守主義、新しい自由主義を標榜しています。結党直後の総選挙 
では期待どおりの躍進をとげましたが、その後、衰退し、いまでも停!!ぎ 
みです。都市の中間層を吸収しようとしていますが、いまだ十各な効果 
はあげていないようです。党員数、1万5,000人、国会勢力、衆議院、8 

にん さんぎいん ひとり 

人、参議院、1人。 

⑦ 社会民主連合 社会党を離党した議 k が中心となって、1978年3 

月に結成された政党です。その綱領に「新しい自由な社€主義社 g を目 
指し」「この社会を、自由と民主主義にの っ とり漸進的改革を邊み重ねて実 
現する」といっています。既成政党にあきたらない市民層の結集をめざし 
ましたが、予期した成果をあげていません。党員数、4,000人、国 g 勢力、 

しゆうぎいん にん さんぎいん ひとり 

衆議院、3人、参議院、1人。 

以上で、七つの政党の現状のあらましをみてきましたが、現#の日本の 
政党制についても っ とも注目に値 V 'することは、国€の議席数における与备 
党伯仲ないしは与野党逆転の可能性がみえてきたということです。図 
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3-17 は1955年の保守合同以来の衆議院議員選挙における党派別の得票 

4 

率の推移をグラフによってしめしたものです。これによると、自由民主党 
は、1955年の総望擊では、得票_、 63. 2パーセント、獲得讓席数、297で 
あったものが、ム案、長期にわたって、徐々に低落をつづけ、1983年12月 
の総選挙では、得票率、 45.8 パーセント、議席数、250にまで落ちこみま 
した0社会党もまた、当初の 30. 2パーセント、議席数156、 32. 9パーセン 
卜、議席数166から次第に低落して、前回総選挙では、 19.5 パーセント、 
議席数111にまで減少したのです。これにたいして、他の諸政党は、民社 
党、新自由クラブはほぼ横ばいですが、公明党は、 5. 4パーセントから 

きようさんとう やく 

10.1パーセントに、共産党は、 2.0 パーセントから10.1パーセントに躍 
進しています0 

こうした趨_に対応して、いま日本の政岸では、連合或権論議が盛んと 
なり、新しい事態への対策が模索されています。連合の組み合わせや形態 
は、各党の思惑もからんで、「保•保連合」「保守•中道連合」「社•公•民 
連合」「全野党連合」「民主連合政府」構想など、さまざまです。 

もし、今後、都市で匕の進展による国民意識の変容や利害や関心の多様化 
などに応じて、多党化がいま以上にすすめば、とうぜん、連合政権が成 S 
し、 ヨーロッパ 大陸型の多党制となるでしょう。けれども、他面、さいき 
んの世論調査では、国民の多くが、生?!の向上と安定に満足感をおぼえ、 
中産階級意識を.め、保守的心情に傾いていることを示しています。自 
由民主党が、こうした保守回帰の底流をとらえ、これを統4しうるなら 
ば、ふたたび安定多数を獲得して、二党優莅の制を継続するという奇麄 
性もあります。日本の政党制の将¥は、なかなかに予断を許さないといえ 
ましょう。 
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3 . 公務員制度——官僚制 

かつて、 19 世紀、自由放任主義の時代には、「政治は必要な害悪であっ 


て、もっとも少なく政治することが、蕞りぎの政治」であり、「叢しぶのぎぎ a 

さいりようぎようせい とうじ じっさい せ、いふ 

が、'最良の行政である」といわれました。その当時は、実際にも、政府の 


捕は、もして、綠 、■、難、 賤とぃった絲蘇な Wik 驗 

され、鼠縫、安花などの雖觀のは、できるだけ、 


じゆうこうどう 


かんが 


の目由な行動にゆだねるべきだと考えられていました。ところが、やがて 

しやかいけいざい きよだい ふくざつ 

つ 


しほんしゆぎ こうどはったっ 

資本主義が高度に発達し、社会や経済のしくみが巨大になり、複雑にな 


てきますと、個人の力だけでは解決しえない問題が山積してきました。さ 
まざまな廷韻、誌端■んを■して、を縫させるためには、 
これまで献の is にまかせられていたに、 I ® が 


ざるをえなくなってきたのです。むしろ、社会、経済、文化の諸領域への 

せいふ せつきよくてきかいにゆうこくみん もと 

政府の積極的介入が国民によって求められたというべきでしょう。 

ず日ちの M は、遍_を梟り杂まり、辟を観き、縫を_し、雖 


の淫に.たるなどの茲§1な Wik けでなく、むしろょり_1く誃に 、 a 

か*いせ,いタニ？しよじようけんせっえいさんぎようしんこうけいざいはってんきよういくぶんか 

会生活の諸条件を設営し、産業を振興し、経済を発展させ、教育、文化 
を高め、社会保障の充実をはかるなど、国民生活の&持、発展のための諸 


施策の遂行をこそ主要な任務とするようになってきました。われわれは、 
生まれてから死にいたるまで g 府と関係 1 することなしには-活することは 
できないのです。かつては、もっとも少なく政治する政府が最良とされま 
したが、いまでは、「も っ とも多く供給する政府が最善」となりました。 
政府の行政機能が積極的に拡大し、国民の生活にたいして果たす役割が 
きわめて重要になったのです。 

だいいちせいふぎようせいしようちようぞうせつだ_いにこうむいん 

そして、このごとは、第一、政府•行政省庁の増設、第二、公務員の 
毅の締、結、 S し辟 i の歸冒とぃぅ室っの!■秦をもたらしたのです。 
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だいいち けつか だい せつ だいさん 

第一の結果については、すでに、第2節でのベたとおりです。第三につい 
ては、1984年の日本の歳出予算額を示すだけにとどめます。1984年二般 
会計予算の規模は、50兆6,272億円です。「第二の予算」といわれる1984 
年の財政投融資規模は、21兆1，066億円となりました。国の借金ともい 
うべき国‘の義行残高は、1983年の6月、ついに100兆円を突破したので 


だいに けつか こうむいん すう ぞうか たしよう 

さて、ここでは、 第二の結果、公務員の数の増加の ことについて、 多少 


くわしくふれることにしたいと思います。 

&府の行&機能が拡±し、仕事の量が増加すれば、その仕事をなう4 
織である行政省庁が増設され、仕事のための費用を計上する予算は膨 
張し、具体的に仕事を行なう人•公務員が増加するのは、自然のなりゆき 
です。図 3-18 は、現在の日本の公務員の数を表示したものですが、これに 
ょると、国家公務員、199万3,000人、地方公務 M 、 278万6,000人となっ 
ています。これは、常勤の労務者や非常勤または臨時任用の職 k を除い 
た数で、日本の就業人口の1割弱にあたっています。1881年（明'治14年） 
の日本の fe 人の数が6万8,000人であったことを考えると、今昔の感にた 
えません。けれども、こうした公務員の増加は、ひとり日本だけの現象で 
はありません Q 社答保障のすすんだイギリスでは、人口あたりの公務員の 
数は、日本の約 2.4 倍、アメリカの場合でも、日本の 1.6 倍といわれてい 
ます。こうした幫力"口の凝向は、福祉政策の要請されている現代国家に共通 
のになっています。公務員の増加は、公共事業や社会保障に要する 
ife の膨張と侯って、とうぜんに財！^を圧迫し、国民に高い負担を強い 
ることになりますから、どこの国でも、財政の緊縮のためにも、その数を 
削減するか、ないしは、その増加をおさえる工夫をしています0そして、 

な6せいじよう じゆうよう かだい てん 

いまの日太の内政上のもっとも重要な課題もこの点にあるのです0 
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図 3-18 日本の公務貫の数 


1981年度予算定員 


国家公務員199万3,000人 
地方公務員278万6,000人 


国家 

一 ■般官庁 

防衛庁 

郵便事業 • 教職員 

国鉄•電電公社など 

公務員 

283 

299 

なと619 

792 


地 都道 

方 府県 

公< 

務 

„ 市町 

貝 

村 

注：1980年4月1日現在、単位：1000人。 

出所：『日本の国力国際比較大事典』講談社、 ： 1984年、265頁。 


日本では、すでに10 年 も前から、 高度成長 か ら低成長へ転換 したこと 
によって、税収の伸びが鈍化し、財政収支は急激に悪化しています。しか 
し、他面において、膨大な行政需要をかかえていますから、慢性的な財政 
赤字をつづけています。こうした赤字財]^を克服して財政を再建すること 
が、いまの政府に課せられたもっとも大きな課題の一つとなっています0 
こうした状況のもとで、政府は、いわゆる「行政改革」の名のもとに、 
これまでに肥大化してきた行]^機構を簡素化、合理‘し、政府の財政負担 
をできるだけ軽減することによ っ て、これに対処しようとしているのです0 
そのために、 1981年3月、 M 三次 臨時 行 R 調査€ (臨調） を 発足 させ 
て、行政制度、行政運*の改善についての 答申を 求めました。最終 答申 

ねん ていしゆつ とうしん せいふ とうめん 

は、 1983 年に提出されましたが、この答丰にもとづいて、政府は、当面、 
つぎのような方針で、行政改^:をすすめようとしています。 
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ぎようせいかくしようちよう ぶきよく きこう だいきさいへん せいり とうはいごう ごうり 

①行政各省庁、部局の機構を大規模に再編、.整理、統廃合して、合理 
化、能率化をはかること。②全省庁の「課」（1，542課） について、 背編、 

削減をはかること。③国の出先機関 （499 か所）の廃止、 i 理、 統4 、簡臺 

\ 

化をすすめること 0 ④国家公務員の定員の削減を行なうこと。⑤3公社 
——日本専売公社、日本電信電話公社、日本国有鉄道——を民邊化し 、 fe 
間活力を導入することによって、合理化、能ボ化をはかり、サービスを福 
上させること 0 ⑥とくに、_鉄の分割、民営化をすすめること。⑦特殊法 
人もできるかぎり民営化すること0⑧地方公共団体の行財政を推進 
すること0⑨その他0 

こうした機構改革の要請にたいしては、とうぜん、官庁側の抵抗もある 
でしょうし、人員整理や配置転換にたいしては、労働組合 : の反分も予想さ 
れます。こうした改革が、かえって行政 サービスの 実資的低下をまねくと 
いう批判もでるでしょう。したがって、この改革が実をむすぶためには、 

うえ つよ せいじてき ぎようせいかいかく ようぼう した こう.はん 

上からの強い政治的リーダーシッブと行政改革を要望する下からの広範 
な国民世論の支持がなければならないでしょう。 

ところで、民主主義の政治過程においては、公務員は、国‘でつくられ 
た法律を、内閣の指導のもとに、ひたすら忠実に執行する公僕（国民に奉 
仕するサーバント）としての役割を期待されています。旧い体制の日本で 
は、公務員（官吏）は、「天皇の官吏」として、天 M によって任答され、天 
皇に責任を負い、国民よりはいちだんと高い地位のものと考えられていま 
した。国民の多くは、官吏のことを、お上のえらい人と思い、官尊民卑の 
意識でこれにたいしていたのです。新しい体制になってはじめて、「すべ 
て公務員は、全体の奉仕者であって、ゴ裔の奉仕者ではない」（憲法15 
条>2項）ということになり、国民にたいして責任を負う、国民全ぶに奉在 
する公僕となったのです。そして、么務員にたいするこうした考え$は、 
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苠罜罜矗のとうぜんの sl として、翏くの__に II # されているように！ 


われます。 

ところが、現代の国家では、これまでたびたびのべてきたように、公務 
M の荇なう行政は、膨炙なものになり、%門的なものになり、また、たい 
へん 1 なものになってきました。そして、こうした行 5 政を担う公務員 
の餐 i やち:ぎもまた笑きくなってきたのです0とくに、各行政省庁で指導 
諮にある上級の公務*は、みずからがリードする行政過程にたいし 
てはもとよりのこと、その専門的知識と技能によって、内閣や国会にたい 
してさえも、実質的には、強い影響力をもつようになってきています0 


ほんら V 、 


:つか V 、 


このように、苯莱は、函§のつくった法律や政策を、内閣の指導のもとに 
忠実に執行すべき公務 k が、実際には、大きな政治的な力をもつようにな 
っ ている Wli を 「 fWli 」 といいますが、いまでは、官僚ぅ I は、ある意 
秦では、 E 顯なものとなっています。 tW の# S なくしては 、 l mmm 
の R 治•行®は行ないえないでしょう0 

こうして、現代国家において、官僚制が必然であるとすれば、それであ 

いつだつ ゆ す こつかいぎようせいかてい ふだん 

るからこそ、そこに逸脱や行き過ぎのないように、国会は行政過程を不断 
にし、はその南 i をいちだんと謹め、_民はごれに注意深い関心 

はら 


を払わなければならないのです< 


4 . 圧力団体 

織は、「1ぅ■の綠」でぁるとぃゎれます。は、經、縫、 
茇花のにおいて、棼花し、.文 I 笠するさまざまな利益や関心に応じ 
て、それぞれ蓄窗を ii し、集団主義的行動に依存しながら、社会的に発 
誓し、 Mi するという i 諸をもっています0荈 i を M 大し、構 S を複 i 花 
したこの匿关 SS においては、個 i の個入では無力なのです0現代社会は、 
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こうして、「多集団社会」としてこれを特徴づけることができます。 

現代は、また、「政治化の時代」であるといわれます。国民生活のあらゆ 
る領域が政治とかかわらざるをえないのが、現 g 社会の特徴です。です 
から、これらの社会集団は、その利益を維持し、発展させるためには、多 
くの場合、政治とのかかわりを S 要とするでしょう。こうして、装甚集団 
が、その集団の個別的利益を促進するために、または、不利益なことを阻 
止するために議_や政党や政府などに働きかけるとき、この社会集団を 
圧力団体といいます。そして、.こうした圧力団体の影響のもとに、国の 
政策が決められるような場合、そうした政治のあり方を圧力 lc 治という 
のです。 この意味で、現代を「圧力‘為の世紀」ということもできるでし 
ょう〇 

ところで、圧力団体がもっとも早くから台頭し、圧力成治が展 li され 
るようになっためはアメリカにおいてです。アメリカでは、すでに 19 世 
紀末いらい、圧力団“の g 動がみられ、現¥では、全規模のものだけ 
でも、約 1 万 5,000 団体あるといわれています。おもな団体は、ふつう、 

しゆと しゆうせいふ しよ•ざいち■じむしよ 

首都ワ シン トンや州政府の所在地に事務所をかまえ、ロビ スト といわれる 
圧力工作のブロを常駐させ、日常不断に讓会工作などに専念させていま 
す。こうした方法で、圧力団体は、アメリカの政策決定過程にきわめて大 
きな癫響力を行使しているのです。アメ リカでは、 父によっては、 Mi 、 
共和の両党を政策の作成という点からは、形式的政党といい、圧力団¥ 
を「真実の政党」あるいは、議‘の「第三院」とすらよんでいます。圧力 
団体を無視してはアメリカの政策¥定過程の実¥はつかめないのです。け 
れども、現在では、圧力団体の活動と機能の重要性はアメリカに特箸の 
現象ではなくなりました。いまでは、イギリス、 フランス、 西ドイツなど 

おお くにぐに あつりよくだんたい かつどう けんちよ 

多くの慣々で、圧力団体の活動が顕著になっているのです。日本もこの 
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例外ではありません。 

現# の 日本で、 マス •コミにも そのが 登場し、実際にも影響力を 
行使してきた若 5 干の圧力団“の^!前を、つぎに列記しておきましょう0 

きぎよう けいえいしや だんたい けいえいしやだんたいれんめいにつけいれん けいざいだんたいれんごうかい 

企業 • 経営者の団体 —— 日本経営者団体連盟（日経連)、経済団体連合会 

けいだんれん けいざいどうゆうかいどうゆうかい しようこうかいぎしよにつしよう ちゆうしようき 

(経団連)、経済同友会（同友会)、日本商工会議所（日商)、日本中小企 

ぎようだんたいれんめいちゆうだんれん 

業団体連盟（中団連） 

ろうどうだんたい ろうどうくみあいそうひようぎかいそうひようぜん ろうどうそうどうめいどうめい 

労働団体——日本労働組合総評議会（総評)、全日本労働総同盟（同盟） 

のうりんすいさんだんたい ぜんこくのうぎようきようどうくみあいちゆうおうかい のうきよう ぜんこくのうぎようくみあい 

農林水産団体——全国農業協同組合中央会（農協)、全国農業組合 

れんごうかい ぜんのう ぜんこくぎよぎようきようどうくみあいれんごうかい ぜんこく こう5 くくみあいちゆうおうかい 

連合会（全農)、全国漁業協同組合連合会、全国たばこ耕作組合中央会、 

ちほうだんたい ぜんこくちじかい ぜんこぐしちようかい ぜんこくちよう:そんちようかい ぜんこくとどうふけん 

地方団体——全国知事会、全国市長会、全国町村長会、全国都道府県 

ぎかいぎちようかい ぜんこくしぎかいぎちようかい ぜんこくちようそんぎかいぎちよ.うかい 

議会議長会、全国市議会議長会、全国町村議会議長会 
職能団体•その他 —— 日本€師日本薬剤師会、日本弁護士会、主婦 

れんごうかい しゆふれん ちいきふじんだんたいれんごうかい ちふれん いぞくかい ぐんじんおんきゅう 

連合会（主婦連)、地域婦人団体連合会(地婦連)、日本遺族会、軍人恩給 

れんめいぜんこくれんごうかい 

連盟全国連合会 

かず だんたい あつりよくだんたい 

このほかにも、かぞえきれない数の団体がありますが、これら圧力団体 
は、その団“の個別的、特殊的利益を実現するために、政党とのつながり 
をもとめ、官僚に働きかけ、とくに選挙にさいしては、政治資金を提供 
し、姐織をあげて候補者を応援するなど、さまざまな工夫によって、政治 
的に影響をおよぼそうとするのです0 

しかし、こうした場合'でも、圧力団体というのは、国民に開かれた一般 
利益ではなくて、その集団の個が的、特殊的利益をもとめるものですか 

りえき せいとう せいけん 

ら、その利益をみたしてくれるものであれば、どの政党、どの政権ともむ 
すびつくという組織上の性格をも っ ています0いわば、政治的には、無党 

は たちば しゆうせい あつりよくだんたい くに 

派の立場にたつという習性があるのです0とくに、圧力団体の国といわ 
れるアメリカにおいては、伝統的にそうした傾向がみられます0けれども、 
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日本の場合は、自由民主党が長期にわたって政権を独占し、政権交代の可 
能性がまったくなかったことのために、ほとんどの圧力団体は、その利益 
の実現のために、持続的に、政権党である自由民主党と結びつくことにな 
り、やがては、これに系列化されるということになっています。これに反 

いちぶ かくしんけい だんたい ちようきせいけん たいおう はんたいせいてきたちば いじ 

して、一部の革新系の団体は、長期政権に対応して、反体制的立場を維持 
し、反体制的圧力団体として野党に‘系列化されるという結果になってい 
るのです。こうした政党への系列化という状況は、日本の政党制の構造 
からくる特有の現象といえま W ょう〇 

現 g の日本の政治過程において、いまや、圧力団体は、政党、官僚とな 
らんで、きわめて大きな政治的影響力をもっています。こうした运力団 
“の働きは、政党によっては十分に代表されえなかった個別的、特殊的な 
利益を政策決定過程に反映させるという点で、政党の代表機能の狭さを補 
うという大きな利点をもっていますし、また、圧力団体をつうじて、特殊 
の専門的、技術的知識や、一般にはいまだ知られていない笔ち秦ぅなどを、鼓 
策の決定過程に導入しうるという利点をもっているのです。 

けれども、、圧力という言葉の不快なイメージとともに圧力団成がひろ 
く批判の対象とされるのは、圧力活動というものが、_民の蟲のとどか 
ないところで、政党の幹部や官僚との裏面のとりひきによって II なわれ、 
しかも、それが大きな効果をもっているということ、また、陰でとりひき 
が行なわれることによって、それが政治的腐敗の温床になるという点にあ 

あつりよくだんたい ひこうかいせい 

ります0圧力団体の非公開性ということについては、つとに、アメリカで 
も I 苗い批判があり、これを:！罡するために、「誠 i ロビング贏という 
法律をつくって、活動の公開-を保とうとしましたがく十 5 分な發梟はあが 
っ ていないようです 0 圧力団体の活動にたいする国民の自覚のある未 I ? 
の監視がもっとも必要のことのように思われます。 
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5 . マス.メディアと世論 

民主政治は、「世論による銨痦」ともいわれます。後繇というのは、 r 芸 


裝ぅの縫にっぃて、雖の■が W 蓋にぃだく备1」のことです。■鼓 
治では、政治の主人 S はですから、議のにしたがって 、 S 
治が行なわれるのは、 - I のことです。齡苠によって M ばれた IT 蒼箸は、 
国民のなかに存在する世論の動向にたえず目をむけ、世論のしめすところ 
を洞察して、それを尊重する政治を行なわなければなりません。そうした 

いみ みんしゆせいじ せろん せいじ 

意味で、民主政治は、「世論による政治」なのです。 

「世論による政治」が正しく行なわれるためには、まず、世論が自由かつ 
签罡に Si されるとぃぅことが縫です。 IS かっ雖な健が織され 

るためには、その前提として、欠くことのできないいぐつかの‘4があり 

だいいち こくみん ひとりひとり じじつ せいかく し 

ます0まず第一に、国民の一人一人が事実を正確に知るということです。 


みんしゆせい 


せいかく じじつ 


じしゆてき はんだん 


第二には、正確な事実にもとづき、戴蘆のうえで I 至的に莉簖をして i 芬 
の意見をきめるということです。付和雷同したり、人から操作されたりし 
てはいけません。第三には、意見の自由な発表や討論の機会をより多くも 
つことです。つまり、事実を正確にふり、自主的に判断をし、自由な意見 

こうかん いけん たいせつ 

の交換のうえで、意見をきめることが大切です。 

ところで、現代社会では、人々の利益や関心は#稼に备花していますが， 
同時に、網の目のような複雑な相互&存の関係におかれてもいます。そし 

そうごいぞんかんけい. はんいき 

て、その相互依存の関係は、いまでは、ナショナルな範域をこえて、グロ 
ー バルな規模にまでおよんでいます。 今日ニューヨー クで おこっ たできご 
とが、ただちに明日のわれわれの生活とかかわり合うのも、けっして珍し 
いことではありません。したがって、こうした社会に住む人々が、政治の 
にない手として、世論を形成する主#:として、知る必要のある_續は、 il ： 

かいだい きぼ 

界大の規模にまでおよんでいるといってよいでしょう。けれども、こうし 
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こつかだい せかいだい じよう <3う こくみんひとりひとり にちじようてき ちよくせつてき 

た国家大、世界大にまたがる情報は、国民一人一人の日常的、直接的な 

•IV I •、け メ し 

体験によって知るということはできません。そこで、いまでは、マス•メ 
ディア（大衆伝達の媒体）が、無数の事実の中から必要だと思うものを選 
択し、それをわれわれに報道し、その報道された事実にわれわれが反応す 
るという構造になっています0現代人は、マス•メディアを逢由する間_ 
体験によって、 i 算大にまで拡大した環境に対応しているのです。 

図 3-19 は、日本の国民が「世の中のできごとや動きを何によって知る 
か」という国民の情報源についての調査結果をしめしたものです。これに 
よると、国民の情報源は、テレビ、新聞、.ついでラジオ、雑誌という 1 に 
なっています。 1984 年版「日本の統 ffj (総務庁統計局）によれば、 NHK 
とのテレビ受信契約数は、 3,040 万 3,000 件で、その普及_は、 81. 2 パー 
セントにおよんでいます。また、新聞の流通状況は、 1983 年度で、朝刊 
と夕刊をセットにして 1 部とかぞえた場合、 1 部当たりの人口は、 2. 52 人 
となり、 1 世帯当たり平均 1.26 部の新聞を購読していることになっていま 
す0ついで、世界のおもな新聞とその発行部数をあげておきますと、それ 
は、図 3-19 のとおりです。 

こうして、日本の国民は、テレビ、新聞などのマス.メディアをつうじ 
て、拡大した社€環境に適応しているのです。 

ところで、今日のように、報道源がひろまり、複雑化してくると、情報 
の送り手としてのマス.メディアは、それに対応して巨大化せざるをえま 
せん0巨大なメディアが、多数の報道員を‘置し、国家:^、国際太の規模 
で取材網をはりめぐちし、無数の事実の中から、報道すべき事実を、取捨 
選択し、整理し、解釈して、情報の受け手である国民に提供します。国民 
の側は、提供された事実が実際にあったことなのか、フィクシ ョ ンではな 

ほか し じゆうだい じじつ 

いか、他に知らされていない重大な事実がかくされてはいないか、それを 






第 3 章日本の政治 

図 3-19 国民の情報源 
時事世論調査 

問：世の中のできごとや働きを知るのに 
一番よく利用するメディアは？ 


テレビ61.0% 


新聞 31.6% 


ラジオ 

5.7% 


その他 

資料：『テレビ ニュース 研究』 i jo / 0 

出所：『現代社会資料集』第一学習社、1984年' 127頁。 


世界のおもな新聞と発行部数 （ 1982 年) 


国名 

新 聞 名 

発行部数 
(単位1，000) 

;0 本 

読売新聞 

朝刊 8,947 

” 

朝日新聞 

〃 7,558 

" 

毎日新聞 

〃 4,421 

アメリカ 

ニューヨーク • 丁、ー リー • ニュース 

〃 1，544 

" 

ニューヨーク•タイムズ. 

〃 909 

イギリス 

デ _ リ ー•ミラー 

〃 3,344 

II 

タイムズ 

// 303 

フランス 

フランス.ソワール 

夕刊 429 

西ドイツ 

ビルト 

朝刊 5,759 

イタリァ 

エリエール.デルラ.セーラ 

a 534 


出所：『日本国勢図会』 （1984 年版)、国勢社、475頁。 


知ることはできません。伝達された内容に疑問を感じても、それへの反問 
はたやすくは行なえないでしょう。対話の不可能な形で、情報が流され、 
受け手の側はそれをうのみにせざるをえないという状況があります。マ 
ス•コミ ュ ニケーションの 巨大化にともなう 一つの 可能性なのですが、も 
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し、こうした傾向が顕在化すれば、条件しだいでは、受け手の国民は、マ 
ス.メディアとそれを動かす者によって容易に操作され、誘導され易い状 
態にあるということになります。 

マス.メディアは、事実を正確に報道することを、たてまえとしていま 
すが、資本の論理に左右されるかたむきがあり、情報の正確さよりも、受 
け手の側に受け又れられ易いような報道を、無責任に、絶えまなく流すと 
いう状況もみられます0また、メディアの中には、まったくの商業主義 
に堕し、受け手の低俗な関心に訴え、その情緒的、非合理的反響をもとめ 

はし せろん けい 

るセンセーショナリズムに走るもの もあります。 マス•コミは、世論の形 
ポに大 ぎな 影響力を もっている だけに、こうした点をたえず自簽してそ 
の公的責任をまっとうしなければなりません。 

さて、自由で公正な正論が形成されるために必要なことは、はじめにの 
ベたように、国民の多滅が、正しい事実を-確に知り、他から操^(乍される 
ことなく自主的に判断をし、自由な意見の交換のうえで、その_見をきめ 
るということでした。しかし、現代社会の諸条件の下では、油断をしてい 
ると、「世論とは、マス • メディアによって選択され、解釈され、提供さ 
れ、報道された事実にたいする国民の反応を、さらに、マス•メディアが 
持続的に操作し、整理したもの」ということになりかねないように思われ 
ます0 

われわれは、現代のマス •コミ ュ ニケーション のこうした構造を十分に 
知るとともに、マス•メディアの提供する情報にたいしては、これをうの 
みにすることなく、たえず二定の心理的距離をおいて、批判的態度でこれ 
に接し、できれば、同じ問題について、複数のメディアの報道を注意深く 
上ひ匕驗辏 II するぐらいのこぶ■えをもつを、要がぁります。また、現代社萎に 
は、 g 爹くの 1 1ぅ|が# S していますが、 al 的!!論が可能な規模の集団に 
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おいて、対象となっている公共の問題について、意見を交換し、対話をつ 
うじて、自らの意見を確認してゆくことが；§であると思います。 

これまで、日本の政治過程において欠きえない要素をなしている、選挙、 
政党、官僚^ i 、 圧力団体、世 I の！つについて、その構造と機能のあら 
ましをみてきました。ふれえなかったことも数多くのこされていますが、 
少なくとも、これらの諸制度において、 ii 度上の理念と運*の現実とのあ 
いだには大きな乖離があり、理念を現_化するためには、いまだ、解決す 
べき多くの課題がのこされ、乗りこえるべきいくたの難関があるというこ 
とは、くりかえし指摘したとおりです。国苠の鼓治への不断の関心と積 
極的な!^治への参加の;！欲こそが、課庭を解決する最後のてだてではな 
いでしょうか0 

参考文献 

清宮四郎『憲法 I 一統治の機構一』有斐閣、1979年。 

宮沢俊義『憲法 II 一基本的人権一』有斐閣、1974年。 

宮沢俊義『憲法講話』岩波新書、1982年。 

小林孝輔•星野安三郎編『口語憲法』自由国民社、1964年。 

小林直樹『憲法第九条』岩波新書、1982年。 

京極純一『日本の政治』東京大学出版会、1983年。 

升味準之助『現代政治』（上•下）東京大学出版会、1985年。 

辻清明『政治を考える指標』岩波新書、1960年。 

小林 • 篠原 • 木山『選挙』岩波新書、1960年。 

飯坂良明 • 堀江湛編『ワークブック政治学』有斐閣選書、1979年。 
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第1節日本経済発展の歴史的背景 


1 . はじめに 

日本はその2000年の歴史に おいてつい 100年く らい 前までは、ち!!^ _や 
インドなどアジア大陸に栄えた諸文明の恩恵に浴してきました。 いいかえ 


せいきこうはん せいようぶんめい せつしよく 


うぎようか 


いぜん 


れば日本は、19 世紀 後半に 西洋文明 と接触して エ 業化にのりだす以前に 


しよぶんめい しゆうへん へんきよう 

おいては、アジアの諸文明の周辺ないし辺境でしかなかったのです。し 


かし今日の日本は自他ともにみとめるアジアで I 笑.叢き弓|ぅの ig 关誠で 
す0日本はそれではどのようにしてこのような筵筏のちに 


, ^ もんだい ほんしよう かだい 

なりえたのでしょうか0この問題について考えてみるのが本章の課題で 


す0 


こんにち けいざいてきはんえい しゆつばつてん 

まず今日の日本の経済的繁栄の出発点を いつにおくか、ということから 


はじ 


ひと 


かんが かた せんご 


かんが かた 


»ちり 


始めましょう0—つの考え方は戦後におくものです。この考え方には一理 


ねん だいにじせかいたいせん はいせんこく さい こくりよ V 

あります01945年に第二次世界大戦の敗戦国となった際、日本の国力は 


そ3 いこう けいざいはってん はじ む 

底をっき、これ以降に日本の経済発展が始まったとイメ ージされるのは無 
理 からぬところです。しかし、そもそも日本が戦前にアジア地域にたいし 
て経済的•軍事的な支配を及ぼしたことがイギリス、アメリカ、オランダ、 
フランスなどのアジア地域の 植民地 宗主国と戦争をする一 园 となったと 
こるからしられるように、すでに戦前に工業国となっていました。日本 
の経済発展の 基礎は 戦前期にすでにかたちづくられていたのです。 


129 





第 4 章日本の産業史 


それでは日本は戦前のどの時点で近代的な経済成長を始めたのでしょ 
うか0世界各国のテイク•オフ（離陸 一 t 業化と同義一)の比較をこころ 
みた w •ロストウは「経请成富の M 段遥」という書物のなかで、日本 
のテイク•オフは1878 —1900 年にあったとしています。これを他の諸国 

いちばんはや 

のテイク•オフとくらべてみましょう。イギリスは一番早くて 
1783 —1802 年、つづいて19世紀にはいりますと、フランスが 1830— 1860 
年、ベルギーが 1833— 60年、アメリカ*^衆国が 1843— 60年、ドイツが 
1850— 73年、スウニーデンが 1860-90 年です。日本のエ業化はイギリス 
のそれに比べて約百年の遅れがありましたが、ロシア （1890— 1914年）、 
カナダ （1896— 1914年〉には先んじています。いずれにしましても19世 

き ひおうべいけん ゆいい.つ 

紀において非欧米圏でテイク.オフをしたのほ日本が唯一であったのです0 
まずこの点に注目しておきましょう。 

それでは日本の工業化過程は他の欧米諸国とくらベた際に、どのような 
特徴をも っ ていたのでしょうか。まず日本と他の諸国の工業化の開始時 
点における経済のレベルを比べてみましょう0 


表 4-1 を見てください。工業化の開始時点にぉける日本の一人当たり 
GNP は イギリスの 60パー セン ト、 アメリカの 29パー セン トしかありま 
せん。すなわち日本は他の先進工業国に比べてかなり低い経済水準から 
工業化に乗り出したということです。言い換えますと、日本は19世紀の 
後半にあってはかなり後進的な位置にあったのです。 


欧米先進国に比べてはるかに後進的であった日本がそれではどうしてエ 
業イ匕に歲劈しえたのか、という疑問が生まれるでしょう。実は後進性は必 
ずしも常にマイ ナスに 働くわけではなく.、ブラスの利点があります0この 
M したのがガー シェンクロン という学者です0彼は後進性の利点 
として、すでにされた技術水準を先進国から輸入できることをあげ 
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注：1人当たり GNP の算出には、国によっては GDP 、 NNP 、 国民所得などが用いら 
れている。 

出所：南亮進『日本の経済発展』3頁。 


じっさい せんしんこく じ.かん はっめい おうようか 

ています。実際日本は先進国ィギリスがながい時間をかけて発明し応用化 
に成 g したテクノロジーを自らうみだす苦労もなく、移植するだけですみ 


►しよく せいこう 


けいざいせいちよう 


ました。いったん移植に成功した後の日本の経済成長はめざましいもの 
があります。表 4-2 を見てださい 0 1885/9— 1963/7 年における日本の 
の挙 i ち矣ぅ¥は 3. 6 パーセントという蚤#で II の経済成長率を記録 
しています0その意味で日本の工業化の経験は「ガーシニンクロンの仮 
説」 のみ ごとな例証になって いる といえましょう。 

茨に、日本のち I ：ぅのパターンを i めてみましょう0近代経済の成 
莫逢■には「1会¥_」といわれる波 i を観察することができます。その 
緩には 2— 3 挙11のキッチン &、 10 挙11のジュ-ダラ- &、 20 挙し H 
期のクズネッツ波、そして 50 年周期のコンドラチェフ波などが知られて 


表 4-1 1人当たり GNP の国際比較 


近代経済成長の初期時点 
(1965 年ドル） 

1965年 
(1965 年ドル） 

1978年 

(1978 年ドル） 

760 (1861 — 69) 

2,023 

7,920 

529 (1865) 

2,354 

12，100 

508 (1870-74) 

2,507 

9，170 

474 (1834-43) 

3,580 

9,700 

370 (1865-69) 

2,238 

9,920 

347 (1831-40) 

1，609 

8,390 

326 (1831-40) 

1，835 

9,070 

302 (1850-59) 

1，939 

9,600 

287 (1 ち 65 —69) 

1，912 

9,510 

261 (1861-69) 

1，100 

3,840 

242 (1831-40) 

2,047 

8,270 

227 (1765-85) 

1，870 

5,030 

215 (1861-69) 

2,713 

10,210 

136 (1886) 

876 

7,330 


アスダカクダ I .ツーアススン本 

リ I ェ デ 
ラ リーンギ リンリー 

トィナマ ィウ 
ス メ ラル レタラギエ 
| ン. ノ ウ 

オスカアデオペドノィフィス日 
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表 4-2 経済成長率 G ( y )、 人口増加率 G ( iV )、 および1人当たり生産の成長率 


G ( jt ) :国際比較 . 

(%) 


_ 

名 

期 間 

年数 

! 年当たり成長率 

G ( Y ) 

G ( N ) 

G ( Y / N ) 

日 

本 

1885/89 — 1963/67 

78 

3.6 

1.1 

2.5 

ア メ 

リカ 

1834/43-1963/67 

125.5 

3.6 

2.0 

1.6 

カ ナ 

ダ 

1870/74—1963/67 

93 

3.5 

1.8 

1.7 

スウェ- 

- デン 

1861/69—1963/67 

100 

3.2 

0.6 

2.6 

オーストラリア 

1861/69-1963/67 

100.5 

3.2 

2.2 


デンマ 

ーク 

1865/69—1963/67 

98 

2.9 

WWM 


ノ； レウ 

エー 

1865/69-1963/67 

98 

2.8 

0.8 


ィタ 

リァ 

1895/99 — 1963/67 

68 

2.8 

0.7 

2.1 

ド' ィ 

ツ 

1850/59 — 1963/67 

110.5 

2.7 


1.7 

オラ 

ンダ 

1860/70 — 1963/67 

100.5 

2.5 


1.2 

ス ィ 

X 

1910 -1963/67 

55 

2.3 

0.8 

1.5 

ィギ 

リ ス 

1765/85-1963/67 

180.5 

2.2 


1.2 

フラ 

ン ろ 

1831/40 — 1963/67 

128.5 


蓮 

1.7 

ベル 

ギー 

1900/04-1963/67 

63 

1.9 

tm 

1.4 


出所：南亮進、前掲書、26頁。 


います0図 4-1 は、日本経済の成長率の長期波動を示したものです。少 
なくとも二つの波が読み取れるでしょう 0 —つは P (ピーク）と T (トラ 
フ）とがほぼ20年のサイクルを描いているのがそれです。その限りでは、 
クズネッツ波が日本にもあてはまるといえましょう。もう 一つは 1920年 
代とそれから50年後の1970年代に大きな落ち込みが観察できます。前者 
は関東大震災 （1923 年）に見-われてから世界恐慌に巻き込まれるまで 
の日本経済の姿を反映しており、後者は、石油ショックに象徴される世界 
経済の不況の反映です。ここにはコンドラチヱフ波を読み取ることができ 
ましょう0いずれにせよ、こうした波動の観察できること自体が、日本経 
済が19世紀の末からすでに近代経済成長の歩みを始めていたことの証左 


です。 
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しかし、おそらく次の疑問が新たに生まれてくるでしょう。 19 世紀-と 
いえば、いわゆる帝国主義の時代です。この時期には非欧呆圏の__の翏 
くが欧米列強の植民地になるか、あるいは従属花を強いられました。ア 
ジアの諸国も例外ではありません。なぜアジアのなかで、いや非欧米圏の 
なかで i 二といってよいと M いますが、19の蒂誠罜 A の4筏に日本 
のみが政治的独立を堅持したばかりか、経済知にも欧ん諸国とた M mi 
を達成することができたのでしょうか。この問題を考えるには、日本が欧 
米列強に開国を迫られる0前にどのような g 済疾ぅ麄にあ っ たかについて 
知っておく必要があります。 

日本は 1858 年にアメリカ合衆国、イギリス、 ロシア、 オランダ、 フラ 
ンスと M し南 L 縫んで諸誠をし、 M 挙から雖賢！の_の¥にほぅり 
こまれました0それまでは長崎でオランダ人、中国人と S 限得きの貿易を 
していたいわゆる「鎖国」の状態にありました。日本が鎖国政策をとった 
のは 1630 年代のことです。したがって約 230 年にわたって日本は国際社 
S から茲してぃたことになりましょぅ。この織は蘇の線録（鏡 
在の東京）をとって江戸時代あるいは基!者将軍を ii めた徳川家の名前 
をとって徳川時代といいます。 

日本は幕末の開国から今日までの'余を国 ii 交流のもとに過ごし 
てきました0江戸時代自‘は「鎖国の時ベ」でしたが、実は、江戸時代に 
先立つ1世紀余りの時代は日本が広く海外の諸国と様々なレベルでの交 
流をもった時代です。江戸時 W は二つの国際交流の時 g にいわばサンド 
イッチされているのです。江戸時代に先立つ1世紀余りの4代に日本はア 
ジアときわめて深い関係をもっていました。そして時代を鎖国前にまで 
さかのぼると、日本はいうに及ばず、近代経済文明を生み出した西ヨーロ 


ちいき 


せかい ぶんめい ちゆうしん 


だんかい 


‘、。地域さえ、まだ世界の文明の中心であったとはいえな L 、段階にありま 
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した。ョ -n : y パは％遥^の关絜 Mm なぃし关 Mi 畚符とぃゎれる装筏の 

曙光がみえはじめてきたころにあたります。興味深いことに、この同じ時 
期に日本とヨーロッパとがともにアジアなかんずく東南アジアに進出し 
ているのです。この頃からヨーロッパは世界で最初の工業文_をつくり 
あげていったのに対し、日本はやがて国を鎖してしまいました。なぜ日本 
は鎖国をしたのでしょうか。ヨーロッパにおける近代経済文 g の勃興を二 
方でにらみながら、鎖国日本の世界史的位置を、特に経済史的観点から、 
少しくわしく眺めておきましょう。 

2 .鎖国と近代世界システム 

ウォラステイン「近代世界システム」によると、資本主義的世界体葡 i は 

ちゆうかく はんへんきよう へんきよう さんそうこうぞう たいせいよう ち 

〔中核一半辺境一辺境〕という三層構造をもって大西洋をとりかこむ地 
域に1450—1640年頃に成立しました。日本でいえばそれはちょうど戦国 
時代の幕開けを画する応仁の乱 （1467 —1477年）から織田信長一豊臣秀吉 
—徳川家康によって順次天下が統一されて鎖国が成立する時期にあたって 
います。近 W 世界システムと鎖国とは成立の時期が二致しているとはいっ 
ても、両者はユーラシア大陸の両端でバラバラにおこった無関係の出来 
事のようにみえます。じっさいウォラステインの説く近代世界システムの 
成立過程の論理に鎖国ははいっていません。日本というよりアジア全体が 
彼の用語によれば近代世！^システムとは無縁の「 〆 部世界」です。しかし 
両者は、下に述べるように、必ずしも無関係であったとはいい切れない 
のです0 

日本が近 W 世界システム——資本主義世：^体希 lj と同義、ウォラステイン 
のがの表現によれば「ヨーロッパ世界経清」——と関係するのは19世紀 
後半の開国を契機.とするというのが二般的な理 g でしょう。さしあたって 
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はその1蘚を弩ちしましょう0さて、そのとき箅システ厶の S は日 
本に何を要求したのでしょうか。西洋歹 i 強は通商条約の締結を日本に 
強要し、日本経済をイギリスを中心とする自由貿易体制のなかに組み义 
れたのです。それでは自由貿易によって列強は日本に何を期待したので 
しょうか0それを知るには自由貿易の実態をみればよいのです。 

せいようれつきようがわ はんばいひんもく ちゆうしん もめん さとう こうにゆうひんもく ゆしゆつ 

西洋列強の側の販売品目の中心は木綿と砂糖、購入品目一日本の輸出 
品一の中心は生糸と茶でした〇注目したいのはほかでもないこれらの4 
品目〔木綿、砂糖、生糸、1〕です。耒絲はその誠、原料 I 帛花はアメリヵ 
のブランテーションで栽培されて、イギリスに運ばれて製品にしあげられ、 
世界市場に販売されていました。耒綿は今世 J 紀の■油に比すべき19世!紀 
最大の国際商品です。砂糖は西インド諸島やジャワのブランテーション、 
茶は19世紀半ばまでは中国がほぼ独占をほこり、それ总後はインドとセ 
イロンのブランテーションで栽培されたものが輸出されており、生糸はフ 
ランスやイタリアのちにはアメリカ合衆 5 国の絹織物の原料として中国か 
ら大量に輸出されていました。つまりそれらはいずれも日本が近 W 世界 
システムと接触する以前からの国際商品であって、世界市場でひろく需 
給されていたのです0 

あわせて注目したいのは、開国時の日本はこれら4 p^og をすベて国内で 
自給していたという事実です。それらは当時の日本人の • 文化に欠か 

ぶつさん じじつ いつけん 

せない物産でした。この事実は一見なんでもないことのようです。しかし、 
そもそも日本が開国に先立って、国際商品として重要な物産を国!^にし 
かも生活に不可欠の物産としてもっていたというのは不思議ではありませ 
んか。 

そこでいまこの事実、すなわち近代世界市場で国際商品であった木|@、 
生糸等が同時に鎖国下■の日本人の生活に!:かせない重要品目であったと 
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いう偶然的な事実の歴史的背景をさぐるために、まず、日本人は一体いつ 

ころ ひんもく もち .いつぼう せいようじん 

の頃からこれら4品目を用いていたのか、また一方の西洋人がこれらの4 
品目を国際商品として取り引きするようにな っ たのはいつ頃からかとい 
うように問題をたててみましょう。そうしますと、日本の場合、これらの 
物産を完全に国 pfe 自給したのは江戸時代であった、という事実が判し 
ます。たとえば鎖国以前の日本人の大衆衣料は麻でした。いいかえます 
と、鎖国及前の時期には、茶を除いてそれらの大半を輸入に頼っていたの 
です。茶にしても、それを飲む陶器は鎖国前には大量にアジア大陸から輸 
入されていました。戦国時代-から茶の湯が盛行するのに歩調を备わせて 
陶磁器の国内生産が誘発され特産地ができあがっていったのです。こ方、 
中世 J の西洋では、茶はもとより飲まれず、したがって陶器の使用も知られ 
ておらず、絹は高度のしゃし品、砂糖は貴重な医薬品どいった具合であっ 
たのです。中世の西洋人の衣料は皮革、毛織物、また高級品としてのリ 


ンネルではあっても木綿ではありませんでした。かれらがインドではじめ 
て木綿をみたとき羊が木にぶらさがっている絵を描きました。それくらい 
木綿の木は不点議なものに見えたのです。先の物産をヨーロッパの大衆 
が需要しはじめたのも日本とほぼ同じ中世末から近世初期のことです。 

それでは日本人と西洋人とはそれらの物産を、いったいどこで手にいれ 
たのでしょうか。日本の場合ですと、江戸時代は鎖国の時代ですから、鎖 
国以前の貿易がクローズ•アッブされてきます。鎖国前の開国の時代とい 
うのは倭寇の活動が本格化する1350年くらいにまでさかのぼることがで 
きますが、この時代の日本の通交相手は、隣の中国や朝鮮ばかりではあり 
まぜん。明が海禁政策をとっていたこともあって時代がくだるにつれて日 
本 x は「吴 M • i 髮」と春ばれるに M し函っしています。そしてその ％ i 
に多くの日本人町を建設しました0シャムで活躍した山田長政はよく知ら 
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れてぃます。日本 A の癸 M •■螯への遠し杂っとほぼ蒔を簡じくして ®# A 
もこの地域に進出してきました。その; 4 k を西洋人は「東インド」と呼び 
ました。「天竺•南蛮」といい「東ンンド」といい、それは同じ： & k です。 

こんにち みなみ とうなん 

今日の南アジア•東南アジアをさすと いって さしつかえないでしょう。日 
本人と西洋人が進出した当時、すでにこのには原住の諸民族はもと 
より、アラビア人、ペルシャ人、中国人などあらゆる人々が交易に従事し 
ており、あたかも国際貿易の一大中心の観を呈していたのです。 

さて、その地域へヨ ーロッパ人が何をもっていって交易にのぞんだのか 
というと、ごく大づかみにいうと、みずからの特産品として提供できるも 
のは武器をのぞけば、貴金属しかなかったのです。ヨ ーロッパ人はラテ 
ン•アメリカかち略奪した金銀を大量にもゥていました。一方、日本人 
も、戦国時代に鉱山の開発が進んで、莫大な貴金属を茵内にもっていたの 
です。両者とも貴金属の手持ちには事欠がなかったのです。そのためヨ 
一ロッパと日本の対アジア貿易の構成は類似したものとなりました。貴金 
属を輸出し、アジアの諸物産を輸入したのです。両者が輸入した福産の種 
類は多様をきわめましたが、ここで強調したいのは、そのなかに先の国際 
商品の4品目がその重要部分を構ポしていたということです。19世紀に 
西洋人が世 g をまたにかけて交易していた国際商品というのは、もとを 
ただせば、アラビアからインド洋をまたにかけて東南アジアさらには中国 
にいたる広;な地にひろがっていたロンドン大学教授 K . N . チャウド 
リ氏のいうところの「アジア貿易圏 （The Trading World of Asia )」 を 

こうせい ひんもく 

構成する品目であったのです。 

ではそのことと日本の鎖国ならびにヨ ーロッパにおける近代世界システ 

せいりつ かんけい 

ムの成立とはどのように関係していたのか、これをかいつまんでいいます 
と、まず、ユーラシア笑陸の両端の地「日本と西欧」に、貴金属の輸出、 
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ァジァ縫の irx とぃぅ賢を m して、ァジァ縫に un 
な需要構造ができあがりました0もちろんそのことは両地域から貴金嵐が 

大量に流出しけたことを意味します。いかに国内に大量の貴金属をも 

: - 

かんけい つづ 

つとはいっても、こうした関係はなが続きしうるものではありません。そ 
こで、貴金属の流出を抑えるためには、その需要構造に見合った流氣. 
生産構造をみずからの手で編成していくことが課となります。つまり、 
それぞれの社会で需要されるアジア物産をみずからの手で自力 i 産してい 

おな ゆにゆうだいた“ せいおう 

くこと、同じことですが、輸入代替をはかるために日本も西欧もそれぞれ 
の社会経済を合理的に編成替えすることを迫られたのです。 

それではアジア物産の輸入代替化はどのようにして果たされたのでし 
ょうか0日本の場合は、輸入していたアジア物産を国内の土壌に移植する 
ことによって、貿易相手地域がもっていた比較優沒を解消したのです 。 i 
茵を可能にした経済的条件とは、日本は採算のとれるだけの風土特 g 
に恵まれており、輸入していたアジア物産の国内自給に成功したことにあ 

たい なんおう いちぶ き 

るということです。それに対して、ヨーロッパは南欧の一部をのぞいて気 

こうてき ふうどてき ぶつさん いしよく 

候的•風土的にアジア物産の移植ができませんでした。かりにできたとし 

たか ゆにゆう 

てもきわめて高いコストがかかったために、輸入しつづけるしかなかった 

ちや ゆにゆう つづ 

のです0たとえば茶のようにアジアから輸入され続けたものもありますが、 
概していえば、アジア物産がアメリカ大陸へ移植されるか（砂糖、コーヒ 
_、米など）、あるいはアメリカの植民地で類似物を見いだすかして（木 
綿)、太西洋をまたにかけた貿易体^5のなかでその大半をまかなうことに 

ぶつさん いつぼうてきゆにゆう じりつ せい 

よってアジア物産の一方的輸入からの自立をはかりました。そして17世 
紀から18世紀にかけての時期になると、日本の場合は金銀流出抑の 

いと しよほうさく かいはくごししんれい ゆしゆつよう とくちゆうぎん せいぞう あんしゆつ 

意図にでた諸方策〔海舶互市新令、輸出用のみの特銬銀の製造〕を案出 
し、一方、ヨーロッパではいわゆる重商主義政策として知ちれる貿易振 
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興策•産業 保護 政策が 整い、 貴金 M のアジアへの 流出防止に対する認識 
とそれなりの 方策を つくりあげていったの です。 

その結果どうなったのかというと、日本父と-洋人とは貿易を通して同 
じ烏.空を共有したことにより、16世紀後半以降になりますと、両地域で 
利用される物産に次第に共通性がみられるようにな っ たわけです0つま 
り、中 5 世以前にあっては、日本と酱洋とは相互に没茭渉の世界としてかけ 
離れていましたので、それぞれが利用していた物産は互いに無関係であっ 
たのに W して、 17—18 世紀にはり南^の％礒で類似のアジア物産が利用さ 
れるに至っているのです。ただしその最 1 ^終的な利用の仕方や需給のシス 
テムに違いがうまれました。経済学においては生産に必要な要素は土地 • 
資本.労祕の三つの生産要素に藝理されますが、その組み合わせによって 
いろいろな型の経済社_が考えられます。鎖_卡の日本の場合は、あきち 
かに土地はかぎられていましたが、労働力人口には相対的にめぐまれて 
いましたから、限られた土地に多くの肥料と労働量とを投入して土地の 
生産性をあげることに努めました。それに資して、西洋では、獲得した大 
—洋をとり囲む広;^な土地があるのにたいして、労働力人'"口が相対的に 
不足していたために、大量の資本を投下して労働の生産性をあげるシステ 
ムをつくりあげたのです。速水融教授はこの点に着目して西洋が産業 
革命 (industrial revolution ) を経験したのに W して、日本は勤勉革命 
(industrious revolution ) を経験したと述べています。こうして規模には 
大きな相真が生じました。日本の場€は鎖国という封鎖経済のなかで地域 
的•社会的分業を深也させつつ労働集約的なシステムをつくりあげ、西 

よう たいせいよう また ぶつさん しほんしゆうやくてき じゆきゆう かいほうけいざい きんだい 

洋では大西洋を股にかけて物産を資本集約的に需給する解放経済の近代 
世界 システムを 開発したのです。 

要するに、日本の鎖国と近代世界システムとは〔アジア貿易圏への貴金 
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属の流出= アジア 物産の流入〕という共通の問題に対して、 アジア 中枢 
地域から経済的に自立をはかった結果であるという点において無関 g では 
なかったのです。 

3 . 「離陸」の先行条件 

(1) 開国の影響 

日本が開をしたのは以上のような歴史的背景のもとにおいてです〇開 
国にさいして西洋歹 i 強が日本に要求したのは、前述の通り、自由貿易シ 
ステムであり、日本の輸入品の中心は木綿と砂糖、輸出品の中心は生糸 
と襄でした。 この 貿易構ポが日本経済にどのような影響をあたえた のか、 
木綿と生糸を例にとって説明することにしましょう0ちなみに木綿と生糸 
とは隨国後20年間をとってみると、日本の輸入全体、輸出全‘めそれぞ 
れ40 パーセントを しめています。 

まず木綿について0輸入木綿のほとんどは「世或の工場」イギリスでつ 
くられた藝品でした。日本より生産力の圧倒的に高いイギリス^綿織物 
が流入したのですから、日本の在来綿織物業はひとたまりもなく駆逐さ 
れたと予想されるかもしれません。しかし実際は在来綿織物業はむしろ 
生産量を伸ばしたのです。日本の在来綿織物は厚地であったのに対して、 
イギリスの I 帛織物は薄地ですベすべした品資をもっていました。品質がち 
がったために用途も異な っ たのです。イギリスの綿織物は日本人からすれ 
ば肌ざわりが在来の絹織物にちかく価格も絹にくらベて格段にやすかった 
ので、日本の絹の代替品として歓迎されたのです。 

木綿生産における:£場制機械工業の確立こそが日本のテイク•オフの 
機動力になったことに鑑みれば、品質の相異のゆえに日本の木綿とイギリ 
スの木綿とが競争しなかったという事実は重要です。なぜ両者の品質が 
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1 っ てぃたのか、その M 圭誃誓綦につぃて二蕃しておくことにします。 

木綿は紀元前数千年よりインドでされており、長くインドが独占を 
誇った物産です。この木綿がイギリスと日本とに伝播したのは、先述 3 の通 

ちゆうせぃまつ きんせぃじん じん 

り、中世末から近世にかけてのことです。日本人とイギリス人とが「アジ 
ア貿易圏」にのりだしたときには、は 1 !: 1 v フリカ、中東、南アジア、 
東南アジアの人々の衣料としてのみならず、交換手段として貨褚のように 
用ぃられており、おそらくは r アジア幫易圏」における最重讀の交易品で 

もめん さぃばいほう でんらぃ せぃき せぃき 

した。日本に木綿の栽培法が伝来したのは15世紀から16世紀にかけての 
ことです〇そして、鎖国前後になると木綿の輸入はほとんどなくなりまし 
た。もちろん自給に成功したからです。木綿伝^&前の日本では麻が;^ 
衆衣料として用ぃられてぃました。 i 帛治はもともと-帯植物なので日本 
のような温帯地域への移植には冬にたえうる品種を籠発しなければなりま 
せん0そしてその品種改良に成功したとき、世-でもっとも繊維の短ぃ綿 
花が日本で栽;^されることになりました。短繊藏の綿花は直_が太く、し 

ふとぃと つむ てき ふとぃと お あつで 

たがって太糸を紡ぐのに適してぃます。この太糸をもって織られる厚手の 
綿織物に日本人はなじんだのです。麻が^着に適してぃるので、 ii 地の耒 
綿はことに冬着として用ぃられました。木綿はこうして鎖国下の日本人の 

たぃしゆうぃりよう めんさくめんぎようこくなぃしようひんけぃざぃはつてん さぃじゆうよう 

大衆衣料となり、綿作•綿業は国内の商品経済の発展をになう最重要の 
産業となったのです。一方、イギリスでは、インドから送られてくる「風 
の;!りなした織€」と形容された薄辜の木綿に魅了され、 力ーテン、テー 
ブルク ロス、 シーツな ど様々 な 用途に用ぃられましたが、衣料としては、 
冬着としては摩地の毛織物をもってぃましたから、インド木綿は夏着や下 
着に用ぃられたのです。インド木綿は価格も安くイギリス人の間に臭;^な 
需要をひきおこしました。そのために国庫がインドへ流出 5 し、その輸入 
代逢をはかることはイギリスの謹家的急務となります。このインド製の 
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*%誌着の筏#諳の笙 M には羅ぃ尜がですが、その!^の星鼓は、薪 

大陸で启生していた繊 ii の細い長繊維の綿花がたまたま発見されたこと 
と、この長繊維綿花を細糸に紡ぐ紡績機柄 U ュールが1779年にイギリス 
人サミ ュ エル.クロンブトンによって発明されたことによって可能となり 
ました。こうして、アメリカの綿花をイギリスに運び、イギリスでつくら 
れた綿製品はアフリカ（ならびに西洋全体）に輸出され、アフリカからは 
綿花を栽培する奴隸労働力をアメリカに輸送するという关酱捧をリンク 
する「三角貿易」が形成されたのです。こうした歴史的ぎ蘇のもとに、龜 
源はアジア大陸部に共有しつつも、日本とイギリスとの間には つぎの よう 
な対照的な品質をもつ木綿製品をつくる綿業が発展したのです。 


表 4-3 日本とイギリスの綿業 



原料綿花 

綿糸 

綿希 

英国綿業 

長繊維綿 

細糸 

薄地 

日本綿業 

短繊維綿 

太糸 

厚地 


これが開国後の貿易において日本の木綿と英国の木綿との誌餐が冀なり、 
そのために直接に競合しなかった歴史的背；^です。しかし、イギリス総 

ぶ ざいらいきぬおりもの だいたいひん もち ^ 

布は日本の在来絹織物の代替品として用いられたのですから、イギリス木 
綿の流入は在来絹織物業に W して打撃をあたえたのではないか、という 

ぎもんう じつ りゆう ゆ 

疑問が生まれるでしょう。実はあたえませんでした。その理由は日本の輪 
出の中心が生糸であったことと関ポしています 0 
垒茗の iff にっぃて。隨誠ち凝、日本の雲邊ぅにと。て■でぁったの 
は、フランスとイタリアで繭に病気が発生して原料不足がし左じ、それを:4 
め合わせるために日本と中_の生糸に資して莫;な需要が 1 垄 5 じたことで 
す。こうして日本蚕糸業は開港当初からヨーロッパに击場ぅをみいだし 、 M 
いてアメリカ合衆国の絹織物業の原料糸として発展を約束されたのです。 
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その i 燊、日本 i * 業に iW しました。4し£っ舄の垒絮の《格はも 
ちろん国内用の生糸価格と連動しており、輸出産業としての飛躍的発展 
にともない、全‘として生糸価格を弓^き下げ、したがって国際絹織物の相 
対価格を引き下げたのです。こうして_際絹織物が比較的容易に手にはい 
るようになる と、 この本物の絹織物が、いか に似てい るとは いえ イギリス 
の綿織物よりも好まれたことはいうまでもありません。 

こうしてイギリス木綿の輸入は日本謹済に打撃を与えず、また生糸め膨 
¥な輸出はそれによって外貨を稼ぎ、日本経済 1 の g 展を支える<!;いう役割 

は ノ 

を果たしたのです0 

しかし開国は日本経済に新しい発展の或機を与えたばかりではありませ 
ん。破邊的な影響も与えたのです。それはとくに貨褚面で生じました。 
開国当時の日本は、おそらく世¥で確二といってよいと思いますが、貨‘ 
材料〔金•銀•銅〕を輸入に頼ることなく国内'で自給していました。とこ 
ろが開国時点における日本国内の金 • 銀の比価は1対5であったのに対し 
て、国際市場における金•銀の比価は1对15であったのです。それは日 
本では金が国際市場におけるよりも少ない銀で獲得できることを意味しま 
しだから、外国商人は膨大な日本金貨を国外にもちだしました。徳川幕 
府はこの難局を乗り切るために日本の銀貨の名目価値をか-えないで、日本 
銀貨にふくまれている純銀量を藏らしたのです。その結果、金*:の流出 

けいざい はげ みま しやかい 

はやみましたが、日本経済は激しいインフレーションに見舞われ、社会の 
貧しい層にしわ寄せがいきました。なかでも下級武士の困窮ぶりはひど 
く、知識人でもあった彼らは自分達の貧困と国内経済'の混乱のよってきた 
るところを幕府の¥政に帰し、倒幕運動をおこして最後の将軍となった慶 
喜に;政を奉還せしめ王政邊古を実現したのです0これがいわゆる明治維 
新 （1868 年）です。 
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(2) 殖産興業政策 

19世紀後半に西洋列強が帝国主義の色彩を深めてい;；うとするときに 
近代国家の建設にのりだした明治新政府は、「富国強ミ」を国是とし、日 
本経済の強化をはかるためにさまざまな新政策をうちだしました。まず新 
府の財政基盤を確保するために地租改正 1 を実施して、これによって j ： 龜 
の所有権を§1確にされた地主から地租を徴収しました 。 mmm 
(1868—1912年）の最初の10年間における R 府の経常収 A 8 M 9,600 
万円のうち地租は7億1，000万円と8割にものぼっています。そのほかの 
財源として不換紙 i の発行が主なものであり、萌治13 (1880) 挙1賀窺雈 
でその-行総額は1億3,600万円余に達しました。これに関連して 1 目< 
すべきは、明治政府が外国からの借°款を極力避けたということです。萌 
治前期にあっては明 1 治3 (1870) 年に9分利李#き488万円相当、萌痦 
6 (1873) 年に7分利子付き1,171万円相当の2、種の公_をイギリスで襄誇 
したにとどまります。この事実は当時の日本が西洋列強に I 虽い警心を 

いだ ものがた 

抱いていたことを物語るものです。 

明治政府は、財政基盤を整えるや、西洋の資本主義逢済を辜本として M 
間資本家を育成するべく重点的な I 策を&々にこうじました。これは 

しよくさんこうぎようせいさく しょきしよくさんこうぎようせいさくてつどうけんせつ 

「殖産興業政策」といわれています。初期の殖産興業政策は鉄道建設と 
鉱山経営とを；黒柱とするものです0日本の鉄道は明治5 (1872)年に新 
橋—餐浜間に||通したのを皮切りに南市間ならびに都市と港を結ぶ路線が 
敷設されました。これには軍事的配慮もはたらいていましたが、明治 
25 (1892)年では敷設距離1,879マイルの70パーセント、明治30 (1897) 
年では敷設距離2, 950マイルの78パーセントが民間に属しています。政 
)1 の先導的な役割は明らかです0また鉱山政策については、明治政府は外 
，資本が日本の諸鉱山に進出"するのを警‘し、明治5 (1872) 年に「鉱山 
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芯#_」、№6 (1873) _には「日本鉍 i 」 を (5 して A 卡を歸箸とし 
ました0しかし明治10年代になりますとそれらがつぎつぎと民間に払い 
下げられ、最終的には全国に官営はまったくなくなりました。その 
ほか道路ゃ港湾の整備、学校ゃ模範：！？ 1 W の SS 、 西洋諸国への留学笙の派 

けん めいじきぜんたい めい がいこくじんぎじゆつしゃ きようし さいよう せいふかんけい 

遣（明治期全体で683名）、外国人技術者ゃ教師の採甩（政府関係で1875 

ねんだんかい にん みんかんかんけい ねんだいかい にん かんぎようはくらんかいきよう 

年段階で527人、民間関係では1897年段階で768人)、勧業博覧会ゃ共 
進‘の開催など殖産興業政策は奏_に1りましたが、その特徴をあえて 
一言でいえば新日本の社会的 • 逢済インフラ*ストラクチュアの整備で 
あったといえるでしょう 

j • シュムペータ—は 「経済発展の理 -」 のなかで、経済発展には信用の 
存在とそれを利用する企業者が不可欠であると論じていますが、民間の_ 

ざいかつりよく ひ だ ひつようじようけん ひと ぎんこう きんゆうせいど かくりつ めいじせい 

済活力を引き出す必要条件の一つは銀行 • 金融制度の確立です。明治政 
府は早くから信用の整備を急ぎました。まず il 治5 (1872) 年に「国立銀行 
条例」を公布、明治9 (1876) 年には同条成を改許して銀行設立に便宜を 
与えています。また明治15 (1882) 年には日本銀行が設立され、貿易に従 
事する日本人のためには明治13 (1880) 年に横浜正金銀行が設立されま 
した。なお、経済発展には信用と企業者のほかに、もう一つ労働力以外に 
売るべきものをもたない賃金労働者の存在が必要です。近代賃金労働者の 

せいせい ものがた くに あか れいがい 

生成の物語りはどこの国でも明るいものではなく、日本のそれも例外では 
ありません。直-のきっかけは明治10 (1877) 年の西南の役〔不平士族が 
ポ]|に反旗を翻した大反乱〕です。政府はその鎮圧に膨大な出費を強いら 
れました。その出費は紙幣の増刷によって賄われたのですが、これがイン 
フレー ショ ンを引き起こしたため、鎮^後にボ)|は思い切った紙邊整理を 
断行しました。この紙幣償却策は大蔵卿松方;£義の名をとって「松方 
デフレ丨〔明治 13— 19 (1880—1886) 年〕といいます0その^!果、経済ん今 
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ど はげ 

度は激しいデフレーシ 


みま のうさんぶつかかく きゆうらく じんこう だいた 

に見舞われ、農産物価格は急落して人口の大多 


すう 


のラみん 


ふこう できごと 


数をしめる農民のなかに没落するものが多数でました。この不幸な出桑拿; 
が結果的には日本における労働力の創出過程になったのです。こうして 
明治前期のうちに、信娟と M 榻力の荐 S を II にして、ぃまゃふぎ蒼が iM 
する機運が成熟したのです。 


第 2 節日本経済発展の パターン 
——戦前期の産業発展—— 


1 . 日本の産業革命 

(1) 各国における産業革命 

日本の産業革 i はほぼ1880年代の華ばから1910挙14にかけて Mi 
しました。現在の主要な先進工業国の産業革命の時期はほぼつぎの表 
4-4 のようであります。これによれば、産業革‘はほぼ18世期の60年代 
にイギリスで最初に始まりましたが、それから約70年程遅れてフランス 
において、ついで約10年ないし30年遂の時間のズレを伴って各国に波 
及していき、日本はイギリスから約120年も遅れて開始したのであります0 
そして産業 5 革茶はそれぞれの謹で、約30年から70年位の期間にわたっ 
て展開したのであります。 

こうしたェ業化の国際的波及は、一面では各国の経済の同質化をもたら 


表 4-4 先進工業国の産業革命の時期 


ィ 

ギリ 

ス 

1760年代 一 1830年前後 

フ 

ラン 

ス 

1830年代 一 1860年代 

ァ 

メリ 

力 

1840年代一1870年代 

ド、 

ィ 

ツ 

1840年代 一 1870年代 

U 

シ 

ア 

1870年代 一 1890年代 


147 



第 4 章日本の産業史 


こくさいぼうえき はつてん こうか たほう 

して国際貿易の発展にマイナスの効果をもたらすのでありますが、他方で 


こうぎようかしんてん 'としかそくしん じっしっしよと.くたか じゆようきようきゆうこうぞう 

は工業化の進展は都市化を促進し、実質所得を高め、需要=供給構造を 


へんか あたら ぎじ'ゆつしんぼ■ともな せかいぼうえき しよくりようげんりようこう 

変化させて、新しい技術進歩を伴いながら世界貿易——食料•原料•ェ 


ぎようせいひんこうえき かくだいうなが こうか せいき 

業製品の交易——の拡大を促すプラスの効果をもち、19世紀はこのブラ 


ス要因がマイナス要因を上回って発展した時期でありました。 

またエ業 A の進展を促した技術の中で、重要な位置を占めたのは 
エネノレ ギー利用と産業病展の基#となる臺#—鋼一の生産方法の変革で 
ありまして、これらを基盤にして交31•運搬•通信手段の飛躍的な発展が 


もたらされました。 

(2) 1873年から第一次世界大戦までの世界経済 

1873年から1890年代の半ばまで、すなわち日本の近代経済成長 3 の初期 
局面とみられる時期は世募経ゼが長期の不況に陥'り、構造変化を遂げつ 
つあった時期に相当しています。この慢通的不況 5 は〔大不況 〕 （the Great 
Depression ) とよばれています 0 

この時期の主要先進諸国一~1870年においてイギリス•アメリカ•ド 
イツ•フランスの4か国は世界工業生産の約8割を占めていました—— 
の工業€産の動ぜを示したものが図 4-2 であります0工業生産の成長 
過麓のピーグ時を結んだ趨勢線の傾斜から後発国であるドイツとアメリカ 
の-長ボがイギリスとフランスに比べて高いこと、また趨勢線と現実の 
成長^ II との隔たりから大不況期における工業生産の落ち込みは、比較 
的軽微であったドイツを除いてイギリス•フランス•アメリカの3国にお 
いて笑きかったこと、そして全成として不況期にもかかわらず工業生産 
は上昇トレンド (upward trend ) をもっていたこと、同時にその成長過 
麓にはジュダラー L (the Juglar Cycle )—— 6年ないし13年程度の周 
南 S をもった中期知波動で、主として設備投資の増減によって引き起こさ 
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れる景気循環の一つがみてとれることがわかります0 

そして:^不況期の全般的な状況を端的にしめしているのがつぎの iif 
4-3 であります。 

ここでは主要な工業原料（|帛花と拏域）と為滋 ft (ふ*)の ffife の菱 
動状況が示されています。一‘見してわかりますように、1890 %代の筚ば 
を境にして諸価格の下降と上昇という文 I 照的な局面が観,されます。 

これは1850年代から1890年代にわたる約50年周期の長期波動——コ 
ンドラチェフ循環 (the Kondratiev Cycle ) -を示すもので、シュムぺ 


1 H 4-3 綿花*小麦 • 羊毛の価格の変動 



1870 80 90 1900 10 

出所： A . Lewis , op . cit y p . 82. 
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表 4-5 各国の海外投資残高 



1870年 

1915年 

イギリス 

49億ドル 

195億ドル 

フランス 

25 

// 

86〃 

ドイツ 

— 


67〃 

オランダ 

5 

" 

12 a 

アメリカ 

1 

" 

25 a 

計 

80億ドル 

385億ドル 


出所：荒井政治『国際経済史入門』、127頁。 


表 4-6 .先進工業国の成長率 

(1880 — 1910年、年率) 


総 人 口 

1.20% 

労働力 

1.45 

工業人口 

1.80 

工業産出量 

3.65 

工業生産性 

1.85 


出所： A . Lewis , op . cit . 9 p .136. 


一夕一によれば術革新に伴うものであるとされているものです。 

このような中期および長期の景気循環の過_での主要先進エ業国の経 

ざいてきせいか ひよう 

済的成果 (economec performance ) はつぎのようでありました（表 4-6 
参照)。すなわち、この期間の工業産出 5 量の i 長率は年率、 3.65 パー 
セントという水準でありました。またこの期間を通じて国際間の資本と 
人“口の暴動、および_際貿易の二層の拡±がみられたのであります。 

表 4-5 によれば1870年から1915年までの45年間に先進諸国から-外 
への投資額は約5倍に増:^しました0その中でイギリスは資本輸出,と 
して抜群に高い地位を占めていました。一方資本を輸入する地域としては、 
1914年の時点でョーロッパと北アメリカの二つの地域で過半を占め、アジ 
アはラテン•アメリカについで16パーセント程度を占めるにすぎません 
でした。そしてそれらの資本は、政府借款を別とすれば、主として鉄道建 
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せつ ちゆうしん どうろ •こうわん つうしん こうえきじぎよう しやかいてきかんせつしほん 

設を中心とする道路•港湾•通信•公益事業などの社会的間接資本 
(social overhead capital ) と鉱エ業およびプランテーションへの直接投 
資から成り立っていました。 

この時期の 人口の移動 も 目覚ま しいもので ありました。ヨーロ ッ パから 
南•北アメリカおよびオーストラリア方-への移住は1881年から1915年 
の間に、毎年平均90万人を超え、合 If 3, 200万人を上回る多数に達しまし 
た 0 アジアに おいても 正確な統計はえられませんが、 マレー 半島•インド 
ネシアの地域には1881年から1915 _の篇に570万人の中国人が受け义 
れられ、タイは1922年までに150万人の中国人を受け入れたといわれて 
います。もとより これらの 人々がすべ て 定住した のでは なく、帰国した人 

もかなりありました0しかしこれらの人々がぞれぞれの地域の産業- 

ゴム•錫•米 • 砂糖などの生産一の発^に密接な関係をもっていたこと 
はいうまでもありません。 

この期間の世界貿易は約4蓓1度にしましたが、表 4-7 から务られ 
ますように、その成長率は年率約4パーセントであり、その動向は図 4-3 
の価格の動きと同じように1870年及降下降過_をとり、1890年代に大き 
な落ち込みを経験しましたが、ム後再び回復して高い成長を示すようにな 
りました。 


表 4-7 世界貿易の成長率 （1870 — 1913年) 


期 間 

10年当たり 
成長率(％) 

1870— 

53.7 

1880-1890 

43.4 

1891—1895 

27.3 

1896-1900 

24.2 

期 間 

10年当たり 

成長率(％) 

1901—1905 

37.8 

' 

1906-1910 

45.9 

1911一1913 

47.6 



出所： サイモン， クズネッツ、塩野谷祐一訳『近代経済成長の分析』 


下、282—283頁。 
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帆 

船 

蒸汽船 

木船 

鉄船 

木船 

鉄船 

1830 〜 34 年 

9 

9 % 


L % 

1840〜 44 

93 

7 

1850-54 

75 

4 

3 

17 

1860-64 

47 

22 

1 

32 

1870-74 

11 

14 

1 

74 


出所.： B . Marphy , A History of the 
British Economy 1740 — 1970, 
P.535, Table 11 ， 16. 
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このょぅに、1880挙筏苡歸の邊罜4の答にもかかゎらず昼#賢 
易が拡大したことは産業革命以降の先進エ業国の工業化の進展とその 
周辺諸国への波及、またそうした諸国からの大量の人口と資本の备動、 
エネルギー利用の変革に伴う交通 • 運輸•通信手段の飛躍的な進歩などの 
さまざまな要因が複合的に相互に作用しあった結果とみることができます。 

蒸気機関の経済的利用の進行に伴って、イギリスではすでに1860年に 
240万馬力の動力が利用されており、その約55パーセントが鉄道の機関 
車の動力として、また約15パーセントが船舶の機関として使用されてい 


表 4-8 鉄道の普及 （1840 — 1910年） 

(単位：千 マイル) 



1840年 

1870年 

1910年 

ヨ -口 

、ソノく 

2.6 

65.4 

212.1 

北アメ 

リカ 

2.8 

55.4 

265.8 

ラテンアメリカ 

0.1 

2.4 

60.7 

アジ 

ア 

— 

5.1 

59.5 

アフ 

リカ 

— 

1.1 

23.0 

ォセア 

ニァ 

— 

1.1 

19.3 

世 

界 

5.5 

130.5 

640.4 


出所••ケンウッド.ロッキード『国際経 
済の成長 （1820 —1960)』、7頁。 


表 4-9 イギリスにおける船舶建造の 
動向 （1830 —1874年） 


、く 2 .£.jwibnil!K#l i I ; r #':-T. Y. い 






i 
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ました。その結果表 4-8 にしめされていますように鉄道の普及はきわめて 

きゆうそく てっどう はったっ 

急速でありました。鉄道の発達はドイツゃイタリアにみられますように 

■の絲二ゃ雖 i 誤の勝を碰 し、 M 富花に邏な笑きな击 W を i 

出するとともに、生産性の篱じ左に关きな#毒をしたのであります。 

船舶に っいては、 表 4-9 から知られますように、イギリ スで 建造される 
船舶は1 86 〇年代に鎂船が過半を£めるようになり、1870年戎にはじ襄歲齡 
が70パーセントをこえるようになりました。こうして船舶の運航の効率 
L 觀 W の駐が^となって、の m 磁がみられる 


ようになったのであります。 

こうした状況の中で1869年にスエズ運河が_通し、海上運賃は1860 
挙筏のトン螽たり 8 ポンドから1870挙筏には2ボンド縫へと笑 I に十 

落し、 アジア 市場への欧米諸国の進出はますます促進されることになった 
ので あります。その上1844年の モールス によ る有線通信の成功に よって 
1840年代末から電信が発 i し、1870年代初頭には世界の主要な首都は電 
信=有線氣信で結ばれ、さらに、1901年にはマルコーニによる無線術の 
成功に よって 通信手段は飛躍的に進展し、他方で1867年〜73年における 
ジーメ ンスによる 発電機の発1878 —80 年の エジソンによ る白熱電燈の 
発韻は蒸気力にって基礎づけられた産業革命とそれ ik 降の経済発展を新 
しいエネルギー 源である電気 エネルギー による 電力時代の開幕へと大き 
な一歩を踏み出させるものとなった ので あります0 

1870年 W から1913年に至る期間の世界貿易の地域的構 g はョーロッパ 
が貿易総額の60パーセント以上を占めて支配的地位にゆるぎはありませ 
んでした。ただこの間にあって南•北両アメリカとアフリカが相対的に 
比重を上げているのに対し、アジアは僅かながら地位の低下をみせました 
が北アメリカにほぼ比肩する シニアー を占めていたのであります（表 


154 





第 2 節日本経済発展のパターン 


表 4-10 世界貿易の地域別分布 


地 域 

1876-1880 

1913 

輸出 

輸人 

貿易総額 

輸出 

輸入 

貿易総額 

(ョロ シァロを.も:; 

% 

64.2 

■ 

% 

66.9 

% 

58.9 

% 

65.1 

% 

62.0 

北アメリカ 

11.7 

7.4 

9.5 

14.8 

11.5 

13.2 

ラテンアメリカ 

6.2 

4.6 

5.4 

8.3 


7.6 

ア ジ ア 

12.4 

13.4 

12.9 

11.8 

10.4 

11.1 

アフリカ 

動、:强 

1.3 

1.9 

3,7 

3.6 

3.7 

オセアニア 

3.3 

3.5 

3.4 

2.5 

2.4 

2.4 


出所：ケンウッド.ロッキード、前掲書、74頁、第7表。 . 

表 4-1 1一次産品と工業品が各地域の貿易総額に占める'シェア 

(1876 —1880 年） 




一次産品 _ 

ェ秦品 


イギリスとアイルランド 

. 11.9% 

88.1% 

輸 

西北ヨ ーロ ッ ノヽ 0 

43.8 

56.2 


その他のヨーロ ッノぐ 

78.1 

21.9 


アメリカとカナダ 

85.7 

14.3 

出 

低開発諸国とその他 

97.6 

2.4 


世 界 

61.9 

38.1 

輸 

イギリスとアイルランド、 

85.8 

14.2 

西北ョ ーロ ッノぐ 

60.6 

39.1 


アメリカとカナダ 

63.5 

36.5 

入 

低開発諸国とその他 

30.9 

69.1 

世 界 

64.9 

35.1 


出所：ケンウッド•ロッキード、前掲書、79頁、第10表。 


さんしよう 

4-10 参照)。 


つ 


せかいぼつえき ひんもくぺつこうせい ねん いちじさんびん すう 

ぎに世界貿易の品目別構成は 1876— 80年において一次産品が60数パ 


ひ 1 }. 


ねん 


ーセントを占め、この比率は1913年においても変わりませんでした。すな 
ゎちエ業化の進展に伴って食為おょび原#り#への ii のき E i な Si ? 口は 
世界貿易における一次産品の地位を不動のものとするとともに、襄 4-11 
からうかがわれますように、そこにはつぎのような貿易の構造が形成され 
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ていたのであります。すなわち、この時期に至ってイギリスを中核とする 
ョ-ロッパ紐との W に、在 ME との■織が殺してぃ 
たということであります。 


(3) アジア間貿易 


ねんだいいこう 


以上にみてきましたように、1870年代以降アジアはヨ ーロッパとの間に 

いち^:色んびん 'しゆつこうぎようひん めんせいひん てつどう こうわん としけんせつ ひつよう し 

一次産品の輸出と工業品——綿製品と鉄道.港湾.都市建設に必要な資 
材と若干の 機械 類——の輸文という Mlii が S 笑してゅくなかで、ァジ 
ア間貿易もまた急速な発展をみせたのであります。 ftK の SI ? によりま 
すと、1洲 3 _から1913挙までの30挙随のァジァ簡賢 I の I ち|：ぅ_は挙苹 
筠 5 .4パーセントでありましたから、垂#賢 M の1ち#拏4パーセント笞 

くら たか わりあいの 

に比べて 高い 割合で伸びて いったことが わかります。 

I 883 年におけるアジア間貿易に占める茗龜璇の比重は、インドが55パ 

とうなん ひ 

—セント、東南アジアが38パーセント、日本は7パーセントでインドの比 
F が笑でぁり ました。そしてその？での龜遍 FI の賢 M の i 答は、ィンド- 
中 国間の貿易量がもっとも#く、ついで Ms ァジァー束 a 簡 、 Mi ァジ 
アーインド間の m となっています。 

ところが1913年になりますと、アジア間貿易の地 k 構造には笑きな 
化が生じました。図 4-4 をみればわかりますように、四つの地域間には盛 
んな交易が展開するに11りました。貿易量も全として約5倍に M 关し 
ました。こうしたアジア間貿易の急速な奚展は、アジアからの釦朶への二 
次産品の輸出による外貨の獲得が、関係'する生産者•商 A などの WR り另 
を増やすこととなったことが主要な要因とな っ ております。他方で当時 

急ぅ■に発展しつつあったアジアの141 ぅ——インドにおける II 茬笙 M •イ 
ンドと日本における紡績業•中国における手織綿織布業一と菜や1>編 
などの生産の増大に対応して、その大きな購買力がこれらの生産物一綿 
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図 4-4 アジア間貿易の主要な流れ 


1883年 

インド 


(数字の単位は1〇〇万ポンド） 
日本 



中国 


1913年 


ド、 


14 


日本 


10 



中国 


10 


注：ここでは地域間の貿易量が500万ボンド以上のもののみを示している。数字は FOB ベース。 
出所：杉原薰「アジア間貿易の形成と構造 j r 社会経済史学 j 51卷1号、加頁。 


織ゃし去くり f 一の g に又ぅに高けられた縣、ァジァ紐絲の击 
に駐し、6に宗されるような賢!が驗していったと笑ぇることができ 
るのであります0 

日本の望 1 L このような羅纖の装 W の¥で織したのでぁり 
ます0 

(4) 産業革命の展開 

( a ) この時期の経済発展の 概観 

この-の i 織*篆蓮 4-12 のようでぁります。すなわち、この最 
FI を®じての苹筠篆ち矣ぅ拏は 2 パーセント違凑でぁりまして、窺雈の悬 
篇からみますと怎ずしも m う篆であったとばいえませんが、イギリ 
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表 4-12 産業革命期の経済成長 （1889 —1915年) 


期 間 

経済成長率 

G (Y) 

人口増加率 

G (N) 

1人当たり 
生産成長率 

1889—1890 

3.53 

0.85 

2.68 

1891-1895 

3.12 

0.92 

2.19 

1896-1900 

2.25 

1.10 

1.15 

1901—1905 

1，84 

1.18 

0.66 

1906-1910 

2.29 

1.14 

1.16 

1911-1915 

3.35 

1.36 

1.99 


出所：南亮進、前掲書、32頁。 


スの産業革命期の成長率と比べますと、ほぼ同じ程度であ っ たというこ 
とができます 0 ハ バカック、ディー ンやコ ールの研究によりますとイギリ 

スの産業革命の前半期（1770年から1800年）の歲ち矣ぅ睾は 1.5 パーセン 
卜、後半期 （1801 年から1841年）のそれは 2.9 パーセントと推計されてい 
ますから、産業革命 : の期間全体を兔じて比 It しますと日本の方が若 5 干 i 
めであったとみることができます。 

そこでこのような経済成長を 可 ii にした要を考えてみることにしま 
す。 

表 4-13 は国民総支 aT の構成の変化を示しています。前述°のように誠 

そうししゆつ の けいざいせいちようりつ 

総支出の伸び （= 経済成長率、 Y ) は 2. 7パーセントでありましたが、こ 
の伸び率ょり著しく高い割合で増加したのが国 g 総固-資本形 i (= if 、 
4. 6パーセント）と輸出 （= E 、9. 5パーセント）であります。すなわち、 

さんぎようかくめいき ひかくてきたか けいざいせいちよう よういん たか ゆしゆつひりつ し 

産業革命期の比較的高い経済成長をもたらした要因は高い輸出比率と資 

ほんけいせいりつ こうじよう けんせつ s かいせつびなど とうし こうつう うんゆ つ.うしんしせつ 

本形成率——エ場の建設ゃ機械設備等への投資と交通 • 運輸 • 通信施設 
ゃ住宅などの建設への投資——であったのであります。その*!果国民総 
支出に占める割合 （ If / Y 、 E / Y ) はこの期間を氣じて二貫して 1 " iT # ない 
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表 4-13 名目国民総支出の推移 


(5 年移動平均値とその構成比) 




実 




額 



構 

成 


比 



国民総 

個人消 

政府経 

国内総 

在庫品 


(控除) 




■ 

■ 







因 佘咨 


¥8U LU 


C 


Mm 

mm 

mm 

議酬 

Ig 


支出 

費支出 

常支出 

本形成 

増加 

I 

輸人 

Y 


M 

篇 

m 

■ 

If 


7 

C 

Cg 

If 

H 

1 £ 

1 M 











百 

万 

円 



% 

1885 

808 

649 

62 

99 

一 

52 

54 

80.3 

7.6 

12,3 

■ 

6.4 

▲ 6.6 

19.9 

90 

1,028 

818 

64 

148 

- 

82 

84 

79.6 

6.2 

14.4 


7.9 

▲ 8.2 

18.0 

* 95 

1，542 

1，198 

113 

268 

•一. | 

140 

179 

77.7 

7.4 

17.4 

■ 

9.1 

▲11.6 

22.6 

1900 

2,389 

1,876 

173 

381 


272 

314 

78.5 

7.3 

16.0 

■ 

11.4 

▲13.1 


5 

3，171 

2,348 

447 

484 


462 

571 

74.1 

14.1 

15.3 


14.6 

▲18.0 

31.2 

10 

4，142 

3，137 

348 

733 


596 

672 

75.7 

8.4 

17.7 

■ 

14.4 

▲16.2 

36.0 

15 

5,896 

4，139 

368 

1，062 


1，330 

1，003 

70.2 

6.2 

18.0 

■ 

22.6 

▲17.0 

27.2 


出所：中村隆英*■日本経済一その成長と構造』14頁。 


し高い水準で推移したことを知ることができます〇 W •ロストウ教授は 
二,の経ポが低い水準から急速に工業化を行なって€済的離陸（二 
take - off 、 産業革命にほぼ該当する）をするためには資本形成率が10パ 
.ー セン ト以上になることが S 要であると述べましたが、日本の産業革命 
期は十分に その 条件をみたしていた——表 4-13 より If / Y は12ないし 
18 パーセント を示しています——ことがわかります0しかしこうした経 

ざいせいちよう ず はげ へんどう けいけん 

済成長は、図 4-5 にみられるように、かなり激しい変動を経験しました0 
これらは約9年前 i ： の周期をもつ設備投資循環 （ theJuglarCycle ) と約 
20年前後の周期をもつ建設循環 ( theKuznetsCycle ) によって合成され 
た変動とみられます。こうした k 動にもかかわらず、全体としての経済成 
長の過程は上昇の趨勢 （upward trend ) を迪ったことがわかります。 

また図 4-6 からわかりますように、産業革‘期の経済成長の推進力で 
あった資本形成と輸 aT の動向は、この二つの要因が相互に補完する —— 資 
本形成の成長率が低下したときには輸出の成長率が上昇する一とい 
うように作用し、経済成長が上昇過_を迎ることができたと考えること 
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図 4-5 経済成長率 G ( 10、人口増加率 G ( iV ) 、1人当たり生産の成長率 G (左 ） の長期波動 

% 

12 
11 
10 


P I P 

A ノ経済成長率 G ( y ) 


p (山)唧 S の气 h レントノ 


T (谷） 


1人当たり生産の成長トレンド 


p >1人当たり生産の 
成長率 G ( y/M 


人口増加の上昇トレンド 


人口増加率 G ( AT ) 

•と I 


1890 95 1900 05 1910 15 1920 25 1930 35 1940 

出所：南亮進、前掲書、31頁。 


図 4-6 資本形成 G ( CF ) と輸出額 (；（£) の成長率の変動 


G(E) A 

>V/ 


- Y ———— 

.pit, , p r . t 1 ,p 

1890 951900 051910151920 251930 351940 


出所：南亮進、前掲書、132頁。 
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ができます0 

( b ) 産業の発展 

つぎに経済成長を産業別にみてゆきましょう。表 4-14 によりますと 
この時期の産業構造の変化はつぎのようであります。 


さんぎようかくめい はじ じてん のうりんすいさん さんぎよう だいいちじさん 

産業革命が始まった時点では、農林水産 （ A 産業あるいは第一次産 
業)ぅが命門另 i 笙 i 額で最も大きな産業部門でありました。しかし1910年 
から1920 %に k る期間に鉱工業 • 建設業•運輸•通信 • 公益事業を含む 
M 産業（第:^次産業）および商業'金融業その他のサービス業を含む 


S 産業（第三次産業）にその地位を譲ることになりました0そして1920 

ねん だいにじさんぎよう さんぎよう さんぎようこうぞう なか さ V、. だい さんぎようぶもん 

年には第二次産業 （ M 産業）が産業構造の中で最大の産業部門となる 

い h さんぎようかくめいしゆうりよう しば. た 

に至りました0いいかえれば産業革^^が終了して暫らく経ったころに日 


表 4-14 国内総生産の産業別構成 


年次 

一次 

産業 

( A ) 

鉱工業 

建設業 

運輸•通 
信•公益 
事業 

M 産業 

S 産業 

非一次 
産業 
( M + S ) 

全産業 
(A +M 
+ S ) 

1888 

44.7 

12.8 

3.6 

3.2 

19.6 

35.7 

55.3 

100.0 

1900 

40.5 

16.2 

4.4 

4.9 

25.5 

34.0 

59.5 

100.0 

1910 

36.4 

19.8 

4.3 

7.8 

31.9 

31.7 

63.6 

100.0 

1920 

29.0 

24.1 

4.4 

12.2 

40.7 

30.3 

71.0 

100.0 


出所：南亮進、前掲書、87頁。 


表 4-15 国内総生産の産業別成長率 


期間 

—- <K. 
産業 
( A ) 

鉱工業 

建設業 

運輸•通 
信•公益 
事業 

M 産業 

S 產業 

非一次 
産業 
( M + S ) 

全産業 
( A+M 
+ S ) 

1889- 1900 

1.37 

5.91 

5.35 

9.06 

6.25 

3.16 

3.88 

2.92 

1901—1910 

1.66 

5.82 

4.17 

10.30 

6.44 

1.55 

3.10 

2.62 

1911一1920 

1.62 

6.40 

2.30 

8.74 

6.46 

4.26 

5.13 

4.13 

1921-1930 

0.75 

4.82 

6.33 

6.79 

5.57 

0.44 

2.91 

2.41 

1931—1938 

1.30 

8.88 

9.47 

2.85 

7.17 

3,64 

5.68 

4.85 

(戦前平均） 

1.34 

6.25 

5.36 

7.80 

6.34 

2.59 

4.07 

3.31 


出所：南亮進、前掲書、80頁。 
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本の工業化はほぼ達成されたと申すことができましょう。こうした状況 
がもたらされたのは、表 4-15 からわかりますように、 A 産業、 M 産業、 
S 産業の成長率に大きな差がみられるからであります 0 1889 年から 

ねん いた さんぎようかくめい きかん さんぎよう さんぎよう さんぎよう ねんへいきんせいちよう 

1910 年に至る産業革命の期間の A 産業、 M 産業、 S 産業の年平均成長 
率は、 それぞれ 1.52 パーセント、 6.35 パーセント、 2. 36パーセントで、 


さんぎようせいちょうりついちじる たか 

M 産業の成長率が著しく高 v 


じき けいざいせいちようりつ やく ばい 

の時期の経済成長率の約 2. 4 倍 


——ことが指摘できます。 M 産業の成長率 6. 35 パーセントを表 4-6 に 

しゆようせんしんこうぎようこく’ 

みられる主要先進工業国 （イギリス•アメリカ•ドイツ•フランスの 4 


か国）のほぼ同じ時期の工業の成長率 3. 65 パーセントと比べてみても 
1. 7 1とぃう高い水準で赛展していったことがわかります。 

つぎに M 産業のうち鉱工業の発展に ついて みますと、 1900 年における 
製造業に占める軽エ業部門の生産額の比率は 73 パーセントという圧倒的 

たか し せんいぎよう しゆ めんぼうせきぎようおりものぎようせいしぎよう 

な高さを占め、それは繊維業——主として綿紡績業•織物業•製糸業よ 

な_ しよくりようひんせいぞうぎよう じようぞう せいとうしよくひんかこうぎよう な 

り成る——と食料品製造業——醸造•精糖•食品加工業などより成 
る一•から構-されていました。これに対し重化学工業に属する機械:£ 
業の比率は僅かに 3 パーセントにしかすぎませんでしたが、 1878 年から 
1900 年にかけての機成エ業の成長率は 11.4 パーセントと高く、急速に 
発 k しつつあったことがわかります。しかし産業革命期の産業の発展の 
中心は繊維業に代表される軽工業であったと申せましょう。 

図 4-7 は日本のエ業化過_における主要な指標についての対数目盛を 
ってその“暴を示したものです。これによって産業発展の順序とその 
イみび方を知ることができます 0 以卡この図について簡単に説明しましょう 0 
道一 1872 年首都東京と 28 キロ メートル離れた港横浜を結ぶ鉄道 
が、必要な技術者、資材\車輛および資金の一部をすべてイギリスに依存 
して顏業してから 20 年で、営業キロ数は約 3,00 〇キロメートルに達しま 
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年には史上最多の1867行という多数を記録しました。銀行の払込資本金 
は1885年から1910年までの間に約7倍に、また貸付金は約30倍に増大 
しました。 

めんしぼうせきぎよう さんぎようかくめい はじ ねん めんしぼうせ.きぎよう 

綿糸紡績業——日本の産業革命が始まる1885年ころには綿糸紡績業 
関係の会社は22社あって約6万“の規模でありました。それが1911年に 
は34社、227万錘に達しました。会社数は余りふえなかったのでありまし 
たが、錘数は約38ぜに増大し、企業の規模が急速に拡大したことが解り 
ます。このような発展を可能にした要因は、つぎのように考えられます。 

それは1883年に開業した大阪紛績の成功でありました。それまで 
政府は大量の輸入を行な っ ていた綿糸や綿織物の輸入代‘を行な っ て I 帛 
製品の自給ができるように努力し、官*の紡績所を設€しだり、輸入紡績 
機械の年賦払い下げや機械代金の一時立て替え払いなどの援助を行ないま 
した。しかしながら、このような政府の援助をうけた紡績所は技術上の、 
あるいは経営上の困難に直面して失敗のやむなぎに至りました。その原 
因としては、錘数の規模が小さすぎること、動力としての水力が水の未 
足、水田稲作の灌溉との競合や立地条件の制約によってスムースに鼻ら 
れないこと、機械の運転や修理などに藉通している技術者が欠 S している 
ことなどであります。 

こうした経験の.み重ねの中で、大阪紡績会社にはこれまでの紡績所の 
規模が2, 000錘程度であったのを1万500錘というほぼ5倍の規模でスタ 
—卜しました。また原動力として蒸気機関——イギリスより輸入——を 
採用しました。さらに最初はこれまでの紡績所同様ミュール精紡機を導 
入しましたが、操業後間もなぐ最新型のリング精翁機——ミュール型に比 
ベて労働生産-が高い"一を輸入して使うことにしました。また会社設立 
に当たってイギリス留 5 学中 5 の者にランカシャーの紡績工場で技術の修得 





第 2 節日本経済発展のパターン 


をさせるなど研究と工夫を重ねております。 

こうして大阪紡績会社は好成績を収めることができましたので、1886 _ 
以降1万錘以上の規模の紡績工場がつぎつぎ設*されて急速に SM が S 

か めんしせいさん はや ねん 

加していったのであります0このようにして綿糸生産は早くも1890年に 
は輸入量をこえて自給の域に■し、さらに1897年輸出量が輔を玉 
回って、綿紡績業における輸入代替工業化の目的は短期間にされた 


のであります。 

海運——备面を海に囲まれ、国土が四つの大きな島からなっている$に、 
貿易依存度の高い日本はかなりの規模の商船_を忘要としています。 
1900年においては、輸出入物資の海上輸送に必要な船舶のうち約70パ 
ーセントを外国船に依存している状態でありました0まず政府は内航§ 

うん がいこくきせんがいしや くちく ほうしん みんかん かいうんがいしや せんぱく むしよう 

運から外国汽船会社を駆逐する方針をとり、民間の海運会社に船舶の無償 
払い下げや助成金を交付するなどの手厚い保護•助-を行ない、 アメリカ 
の パシフ ィ ッ クメール 社や イギリスの P &0 汽船会社などを日本近海から 
駆逐しました0その後も政府は海運会社の配当の保証や助成金を交#して 
援助を続けましたが、1896年航海奨励法を制定して二!の条件を義たし 
た船舶の運航に対する補助を行なうことになりました。伺時に造船遂 E 
法も制定して二定の条件を満たす鋼鉄船の建造——日本での Mfc の建造 
は1884年に始まる——に対しても補助を行なうこととし、海運業の自立 
化を促進するとともに、船舶の自給化を進しようとしたのであります。 

こうして、日本の商船隊は1885年には461隻、6万トンにすぎなかった 
のが、1910年には2,545隻、約123万トンを保有するようになったのであ 
ります0その保有する船舶のかなりの部分は輸入されたものであります。 

ぞうせんぎよう じき ぞうせんぎよう じゆうこうぎようちゆうかく けいせい じゆうよう 

造船業——この時期の造船業は日本の重工業の中核を形成する重要 
な分野でありました。それは単に船舶の建造 •售理 だけではなく、船舶0 
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荈の mmm の笙1も荇なってぃたからです。すなゎち、 W の 条 iS 
を補う役割もしていたわけです。1890年には造船所は53か所もありまし 
たが、それらは小規模なもので、その年に汽船を59隻建造しましたが、そ 
の総トン数は6, 039トンで平均1隻100トン程度にすぎませんでした。し 
かし造船業は海軍の需要もあり、また1896年には造船奨励法による保護 
もあって1909年当時職工1, 000人]^上の民間機械器具エ場は5か所あり 
ましたが、そのすべてが造船所で占められていたことからもわかりますよ 
うに造船業は規模の大きい重工業のでありました0また1909年に 
は汽船58隻、総トン数6万3,500トン、¥均1隻1，000トンをこえる汽船 
を建造するようになりました〇そして1908年に竣工してサンフランシス 
コ航路に就航した天洋丸は1万3, 426トン、2万馬方の機関（蒸気夕ービ 
ン）を備えた大型船で、この船の h 造のによって日本の造船技術は世 
界水準に到^したといわれています。 

ig 業 5 一 菽忐は烏筏が「鎂ノ H でぁるとぃぅ誉忍識をもっ て製鉄 
業の発展に努力しました0またドイツやイギリスから技師を招いて指導を 
受けました。滅府は1880年ドイツ人技師の i 見とイギリス人技師の指導 

もと ひつよう しざい しよきかい てつどうようしよし せつへ じよ.うき■.きかんしや.かしや 

の下に必要な資材 • 諸機械•鉄道用諸施設（蒸気機関車 • 貨車 • レールな 
ど）などをすべてイギリスから輸入して近代的な製鉄所を建設し製銃を開 
始しました。しかしその操業は容真でなぐ失敗しました0その原因は適 
当な燃料——木炭とコークスーが得られなかったこと、鉱石の輸送設 
為が整っていなかったことなど近代的設備をもつ高炉はあってもその周 
をの堇産条件が S 備されていなかったためであります。その後製鉄業は 
ようやく1886年に至って民間人の努力で成功し、1894年にはコークス製 
It に 1 C 功し、その4に高炉銑が旧来の砂鉄銃の生産を凌駕するようになり 
ました。しかし1906年までは必要な銑鉄の半分以上を輸入に依存しなけ 
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れば なり ませんでした 0 このよう に増大する鉄. 鋼の 需要に応ずるため政 
府は1901年官営の製鉄所を叢立しました0しかし この 製鉄所の操業 もじ M 
調に進まず、軌道にのるのに数年を要しました。普氣鋼材の生産が輪 r を 

うわまわ ねん 

上回るようになるのは1915年までまたなければなりませんでした。 

ここで図 4-7 に示されていませんが、いくつかの重要な事項について述 
ベておきましょう。 ） 

製糸業——戦前のもっとも製糸業が栄えた時 W には桑園は全耕4の岛1 
割を占め、養蚕戸数は全農家の約4割に i し、生落の輸出は19世紀を i じ 
て総輸出額のほぼ4割、それ以後も 2— 3割€の高い割€を占めけまし 
た0先に述べました紡績業はいち早く近代的機械# T 業としてして 
いきましたが、原棉や紡績機械を輸ズに依存していたために|帛威 E の 
代替が進行しても綿業部門としての貿易収支はかなりの入超 7 を M け、こ 
れらの貿易収支の赤字を補填し、さらに一層の工業化に必要な原材や 
機械類の輸入に必要な外資の稼ぎ手が蚕糸業であったのであります。その 
意味で蚕糸業は日本のエ業化を支える重要な産業でありました。 

従って政府は重要な輸出産業である蚕糸業の技術 5 を或善することに H 
め、当時製糸の先進国であるフランスやイタリアから製糸器藏を輸入し、 

また外国人技術者を雇い又れて1872年模範工場を設5して洋式技術の# 
及に力を入れました0その際注目すべきことは S 要な蒸気機関を- S の 

ぞうせんじよ せいさん しよう 

造船所で生産されたものを使用した こ とです。 これらのパイロット•ファ 
—ムは各地から-欧技術 5 を習得するために集まった琴くの妄エたちに技 
術伝習を行ない、また輸入された器成を模倣して在#技術の ic 良に i め、 
それまでの技術よりは一段と進んだ製糸器械工場——小規模な手工業 
的経営——が各地に急速に設立ざれてゆきました。その場合動力として 
は蒸気力ではなく水り;^が1んに M いられました。また Si な夤1をち‘ぅ奚 
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銀行（日本銀 #) を蓋じてき深答しました。こうして1 9 〇〇_には、 i ふ努 
働者は全民間工場労働者の34 パーセント、 22万7千人にも達しました。 
そして生糸の輸出量は1905年にイタリアの生産量を、1909年には清国 
の輸出量を凌駕して世界最 i の基篆4し通っ国になったのであります0 
官営事業——後進国としての日本の t 業花の過程で政府が行なった事 
業は工業化に大きな役割を果たしました。綠呈業や交通業における資本 
総額に占める&家資本の比重はすでに1897年で 29.3 パーセントという高 
い割合を示していました。1907年に fe #' の主要幹線鉄道が国有化される 
と、その比率は 51. 2パーセントという高い比率に達し h のであります。 

■の f 省の韻なものは駐 W •艱 M •縫•籠難などでぁり 
ます。これらは軍事上必要な軍艦 • 真器などとそれば必#な素材および 
運輸•通信手段の確保を目的として蠢秦されていもものであります。これ 
らの籠暴富は、その鉍 i においては瓶 XAW 箸の-きの节に、猫か 
ら輸入した機《 • 機材を I っ た关蠱 i な茔し秦ぅとして茁_し、のぢに_芮め 
秀れた技術者を擁する工場として発展し、民間の i 場の技術水準とは比 
ベものにならない程の高い水準のものでありまじた。従ってここで経験 
を積んだ技術者や職工たちで民間の工場に迎えられだり、自ら独立して 
工場を経営する者も多くありました。また民間からの注文に応じて蒸^ 
機械や工作機«、歯車などの生産も行ない、民間の機«工業の条発1を補 
完するなど日本の工業化を推進する上で大ぎな役割を果たしたのであり 
ます。 

会社制度一日本の産業や企業の発展にとって会社制 j 度、とりわけ fe 式 
会社の著しい発展と普及が大きな特徴となっています。遅れて i 業化を 
スタートさせた日本では会社制度は欠ぐことのでぎないものでありましたよ 

しほんけいせいじゆうぶん こうぎようかしよきだんかい しやかいてきゆうきゆうしきんどう.いん 

資本形成が十分でないエ業化の初期の段階では社会的遊休資金を動員す 
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る制度として大いに役立ったのであります0それはとりわけ比較的多額の 
資金を必要とする is 運 • “道 • 銀行の三つの部門で利用されました。 

そして株式企業の発達を助長するための株式取引所が1878年以降設3£ 
され、さらに1893年には商法のうち会社法が施行され、法讳 1も整備され 
ました。こうして1885年にベて1910年には会社数で約10 ¥、資本金 
額は約 30- にも達し、工業化に大きな役割を果たしたのであります。 

( c ) 産業動力 

産業革命をもたらした重要な要因の一つは産業動力の変革でありま 
す。具体的には産業の動力が人力から水力および蒸 5 気力へと急速に备 
行したことであります。世界で最初に産業革‘を遂行したイギリスでは 
産業革 g の始まる0前の18世紀初めにすでにトーマス•ニューコメンの 
気—機関が発通され、そして産業革命が始まって間もない1775年にワッ 
卜の複動式蒸気機関の導入によってピストンの上下運動が-転運動に fc 
化されるようになり、作業機に原動機が産業動力として利用されること 
となり、ここに産業革命の基礎となる動力革命——人力から蒸気力ない 
.し水力への移行——が展開することになりました。 

日本における動力革命は図 4-8 に示されています。産業革命の前半期 
においては使用される動力の主要部分は蒸気力で、水車がこれを補完して 
います。そして後半期を迎えると、電力の普及に伴なって電動機が急速 
に套用されるようになり、続いてガス機関や石油機関も使われるようにな 
つ ていきました0 

1900年以降の水車の増加は義電用のもので、産業動力として直接用い 
られる水車はむしろ急速に衰 g していきました。そして1909年における 
製造業のエ場の動力化率——工場総数のうち原動機を使用する工場の 
割合一は 28. 2パーセントでありました。しかし職工30人以上を雇用 
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図 4-8 原動機種類別馬力数：全製造業 


(千馬力） 



している工場では動力化率は60 パー セントを こ えていました 0 このよう 
に日本の産業革茶南の動力の変革をリードしたのはイギリス同様蒸気 
力でありましたが、その後半においては電力が急速に普及していった点 
が異なっています。これは日本の産業革命の開始時期が、イギリスより1 

せいきよ 

世紀余もおくれたことによるものです。 

産業革‘の始まる1885年の製造業の原動機の総馬力数は1, 300余烏 
力でありましたが、終了する1910年ころには31万余馬力と230倍にも 
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達していました。 

( d ) 技術進歩 'ハ. 

日本の産業の成長率の高さは戦前 • 戦後を通じて、成長の要因の過半 
を占める技術進歩に負うところが大きいのであります。しかもその技術 
進歩が欧-先 k 国に比べて急速であったのは、先進国の技術の蓄積を利用 
することができたこと、そして受け入れる側にそうした技術を利用するこ 
とができるだけの能力をもっていたことによるものと考えることができ 
ます0 

戦前の日本の技術進歩にはつぎの三つのタイプがあったと考えられま 
す。 

だいいち ぜんめんゆにゆういぞんがた せんしんこく かいはつ りよう さいせん 

第一のタイプニ全面輸入依存型先進国で開発され利用されている最先 
端の機械設備をそのまま輸入して利用するものです0いわば、ブラントの 
輸入に当たります。その具体例 i としては前述の機械制紡績業や M 道業、 
電力業などをあげることができます。 

第二のタイブ=折衷型このタイプは日本で育った在‘技術に、 g 洋 
の近代技術を受容しながら日本独自の技術をつくり上げていったものです。 
このタイブは先進技術に修:£をほどこして自国の要素賦存の状態に適合 
したものと.する場合です。この具体例としては製糸業や織物業における 
技術進歩をあげることができます0 

第三のタイブ=不適応型このタイブはその産業分野に先進技術 5 を受 
容するだけの条件を欠いているために技術の移植が成功せず、日本独自の 
技術の改良が進められていったものです。具体-としては農業の場合を 
あげることができます。日本の近代化がスタートした1868年以降新政府 

せいよう のうぎようぎじゆつ いしよく しけんじよう しけんのうじようのうがつこう せつりつ 

は西洋の農業技術を移植しょうとして試験場や試験農場•農学校の設立、 

しゆびようのうきぐ どうにゆうがいじんきようし しよう りゆうがくせい はけん こうぎよう ばあい 

種苗や農機具の導入、外人教師の招へいと留学生の派遣などェ業の場合 
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kg 

500 


400 


300卜 


200卜 


図 4-9 水稲の 10 アールあたり収量（玄米 • kg ) 

(全国，5か年平均) 



100 - 
r w 



1881 ’91 1901 ’ll ’21 ，31，41 ’51，61 71 76 

\ \ s s s s s \ s s \ 

’85 ，95 ，〇 5 15 ，25 ，35 ，45 ，55 ，65 75 ，80 


出所：海野福寿編『技術の社会史』3、212頁。 


と同様大きな努力を払いました。しかし日本の耕地の形状、労働組織、経 
営規模など日本農業の特徴ともいうべきものと西欧の農業技術とは適合 
しないために政府の努力も大きな成果をあげることができませんでした。 
僅かに品種の選抜、肥料に関する知識、病害虫の防除などの面で il ； を S 
めたにすぎませんでした。その反面農談会や種子交換会などを各地で盛ん 
に開き、在来農法の到達した水準を各地に普及させ、あるいは二層の装 
良が加えられて農業生産の上昇がはかられていきました。その結；！:図 
4-9 にみられるような米の生産量の上昇がみられたのであります。 

( e ) 工業化過程における農業の役割 
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日本の i 實にぉける M 嘗の i ち:4ぅ_はすでに冨 4-15 にして 


ねんあ へいきん 


ひかくてきたか せい 


述べましたように、1年当たり平均 1.52 パーセントという比較的高い成 
長率でありました 0 そしてこの S い1ち富¥をもたらしたのは Ei の i 
良でありました0そしてこの品種の改良は肥料の多投と_餐しており、月ひ巴 
料の多投に耐えられる-—肥料 5 に対する感応度の高い——品遽の^ n と 
いうことであります。 

このょうに日本の i 業化の進展と徐行して日本為蒼は絜 M し 、 xmt 
の促進に一定のそして重要な役割を演じたのであります。それらの Is 係: 
をわかり易くするために図 4-10 を示してあります。 

のうぎようせいさんせい こうじよう よういん だいいち のうぎようせいさん ぞうだい 

農業生産性の向上の要因の第一は農業生産の増大であります。その 

ひと こうぎようようげんりようきようきゆうりよくぞうた•い しゆよう- せいしぎようげん 

一つは工業用原料の供給力の増大です。その主要なものは製糸業の原 
料であるまゆの供給であります。すでに製糸業の重要“については 
しましたが、生糸の輸出を通じて日本経ポの発展に寄与したのは、生篆の 
原料であるまゆを供給した農業部門であります。また工業化の初期の 
段階では茶の輸出も重要な位置を占めました。いま一つは食料の供給 
者としての農業の役割であります。日本は1880年 〆 までは米の生産は消 
費を上回り、米の輸出国でありました。1890年代に入ると生産と消費は 
ほぼ均衡しました。そして今世紀に乂ると米の輸入国に転じましたが、輸 
入量は1900年代と1910年代には消費の 5— 6パーセントを占めるにす 
ぎませんでした。すなわち、 ここで 対象としている時期についていえば、 
日本はその‘要とする食料の大部分を自給できたのであります。従って 
このことは図 4-10 にしめされていますように、国際収支の安定に寄与す 
るとともに、賃金と労働の分配率の安這に役立つので、それはひいては資 
本形成の促進に貢献することになりました0 

第二の要因は農業から農業外の部門一^工業およびサービス産業 
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図 4 -n 日本の総労働力、農業労働力、非農業労働力の成長 
(1883—1964年） 


労働力 
(100万) 



出所 ： B . F . ジョンストン 「農業開発の日本 8 ■モデル』』 川野. 
加藤編『日本農業と経済成長 j 40頁。 


ろうどうりよく はいしゆつ こうぎよう ひつよう -ろうどうりよく のうぎよう きよう.きゆう 

——への労働力の排出で、工業は必要とする労働力を農業から供給さ 
れたのであります。このことは農業の労働力が減少していっても、その 
反対^こ農業生産の成長が可能であったことを意味しています0すなわち、 
農業の生産性が上昇したからであります。図 4-11 は日本の総労働力が 
増¥していく中で、農業の労働力が次第に減少し、他方で非農業部門の 
労働力が急速に増加し、1920年代半ばに総労働力に占める農業労働力 
の割合が50 パーセント を割ることが示されています。 

だいさん のうぎようしよとくじようしよう しよとく じようしようのうぎようぶもん ちよ 

第三に農業所得の上昇があげられます。所得の上昇は農業部門の貯 
蓄を可能にし、その資金が金融機関を媒介として工業部門に供給され、 

また資本市場を通じて非農業部門の株式や社債への投資にあてられます。 
さらにまた農業からの租税収入の一部が公共部門や非農業部門への投 
資の源泉として役立ちます。他方で農家の所得の増加はエ業の生産-へ 
の需要を増大し、崮内市場の拡大に寄与します。 
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このように工業化過程における農業の役割は重要でありました。 

( f ) 企業家活動 

経済の発展過程において、 S イ b こ葑して造的に反応する乂間、すなわ 


かくしん すいこう にんげん きぎようか よ かれ ふかくじつせい 

ち革新を遂行しようとする人間を企業家と呼びます。彼らは不 It 実性をも 

じぎよう たい おお きけんふたん かくご と く 

つ 事業に対して大きな危険を負担す る ことを覚悟してこれに取り組みます。 


ひとびと かっどう けいざい あたら はってん’みち ひら 

こうした人々の活動によって経済は新しい発展の途を切り拓くことができ 


るのです0 

日本の工業化においてもこうした企業条が大きな役割を果たしました。 
前に述べましたように、近代紡績業はこの時期の工業化をリードする産 


表 4- 161897年ごろまでに設立された紡績会社の出資者と経営者 




商工 

業者 

地主 

士族 

商人と 

地主の 

合弁 

商人と 

士族 

その他 

計 


出資者 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 

■ 

19 

1885年ま 

経営者 

■ 






19 


経営をひき 
ついだ 者 

出資者 


I 

1 

1 

■ 

■ 

5 

55 


経営者 



11 




56 


経営をひき 
ついだ 者 


■ 

■ 

■ 

■ 

■ 

B 


出所：中村隆英『日本経済一その成長と構造』61頁。 


業でありましたが、これらの近代企業の出資者や経営者はどのような階層 

ひとびと にな 

の人々によって担われていたのでしょうか0 

表4-16に示されているように、商工業者とくに商人と士族の人々が 
その中心的な担い手であったことがわかります。そしてこれらの人々の 
謹誓理;4はたんなる利潤 ai 求だけではなく国益を重視する傾向の? i いも 
のでありました。かれらは儒教倫理をもって企業経営の規範としていま 
した0また教はかれらの知的探求心と向学心をかきたてるのに効果的 
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であったのであります。 - 

( S ) 貿易と外資導入 

すでにこの時期の日本の比較的高い経済成長筆をもたらした^因の二 
つが表 4-13 によってみてきましたように、高い輸出の成長_であること 
を指摘いたしました。とくに日本の輸出は図 4-12 にみられますように、 
世界の輸入の伸びをはるかにこえるような伸び方を示しているのでありま 
す。すなわち第一次世界大戦までの時期の日本の輸 aT の対世界貿易弾 

図 4-12 世界の輸入と日本の輸出の関係 

百万円 
4,000— 

3,000- 

2 , 000 - 

1 , 000 - 
800- 

600- 
500- 

400- 

300- 

200 - 

100 - 
80二 

60， 

50- 

40- 
30- 

20 - 


1870 80 90 1900 10 20 30 40 

出所：中村隆英、前掲書、32頁。 
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は 2. 7ないし 2. 4という高い値を示しております。それは世界貿易が一単 
位伸びると、日本の輸出はその 2.7 ないし 2. 4倍の伸び方をするというこ 
とを意味しております。 

つぎにこのゴ 

表4~17によ などから生 

糸•綿糸およて 

輸入品の镱 鬚などの X 


ゆにゆラひんこう るい こう 

輸入品の構 類などのエ 

ぎようか ひつよう こうぎようか 

業化に必要な： が、工業化 



輸出(輸出総額一〇〇) 輸人(輸入総額一〇〇) 


178 









第 2 節日本経済発展のパターン 
表 4-1 8地域別貿易構成の変化 



ヨ ーー XJ ツノぐ 

北アメリカ 

アジア 


1886—1890 

33.3% 

39.0% 

22.3% 

輸出< 

1896-1900 

24.5 

31.0 

37.5 


,1906-1910 

23.8 

34.1 

39.0 


1886 — 1890 

56.6% 

9.0% 

31.6% 

輸入< 

1896—1900 

43.3 

16.2 

39.0 


、1906 -1910 

41.9 

16.8 

43.0 


出所：『講座日本資本主義発達史論』 I 、255頁。 


てつこう きかいるい ひじゆう いつそうたか 


きんだいてきせんいさん 


の進展とともに鉄鋼•機械類の比重は一層高まるとともに、近^:的繊維産 
業の発展による繊維原料二綿花および羊毛の輸入が著しく増加していま 


つぎに貿易の地域別構成の変化をみるために表 4-18 をみますと、日本 

ゆしゆつ ひじゆう ていか いつぼう きた 

からの輸出はヨーロッパの比重が低下する一方で、北アメリカとくにアジ 
アの比重の上昇がきわだっています。このことは、この章の初めの部分 
(3) アジア間貿易のところですでにみてきましたように、アジア間貿易は 
世界貿易の伸び以上に増*し、日本の貿易もその中の重要な二叛に lie づ 

しめ ゆにゆう ちい いつ 

けられたことを示して V 、ます。輸入についてはヨーロッパの地位はまだ一 
定の高さを維持していますが、アジアはヨーロッパをやや上回る重要な輸 
入品を供給する地位へと進出しています。すなわち、日本はインド ; i 


ごく めんか すず 

国から 綿花を、 マレーからゴム •錫、 


さとう せきゆ‘ 

ドネシアから砂糖•石油、フ 


リピンから麻、満州から大豆 • 豆かす、タイなどから米というように、エ 
業原料 7 •食料などをアジアの各地から輸入し、綿糸•箱など X 業鼗品 
をアジアの各地へ輸出するという貿易構造ができつつあったのであります c 
1882年から1895年にかけての貿易収支は、2か年を除いて輸出超過で 
ありました。しかし1896年から1909年にかけての貿易収支は大幅な輸 
入超過を記録しました0 
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図 4-13 日本と主要外国との貿易差額 
(1902 — 1911、10か年通計) 


イギリス! 

. イ（1)鉄•機械器具類(23]\ j 
_ (2) 綿製品 (14) 693：, 

国 1(3 麻窃 6) | / 

その他のヨー n ッパ 

1 11 «1 

入超 - -^->日本 

ノ 12’ > |\\ 

ィンド 〆 /IV 

f ⑴綿花 (68) / J 32 

重⑵米⑽ 严 I 、 

g U 3) 大黄麻 (1) / | 

アフリカ！ z 


(単位:百万円） 

アメリカ 
f ⑴生糸 (62) 

⑵茶 （10) 

U 3) 羽二重⑹ 


その他の北米州 


\125 一 \中国 
32 \ f ( l ) 綿糸 (35) 

\ その他の （2) 石炭 (9) 

\アジア 丨 （3) 綿織物 (7) 


大洋^)小 I 


注： （1 X 2 X 3) は.主要貿易品とその順位を示す。 （） 内は全体に占める比率(％)。 

出所：長岡.田中，西川共著『近代日本経済史』105頁。 

このような状況を図にしめしたのが図 4-13 です。これによって地域別 

にみた貿易収支の状況がわかります。 

こうした貿易収支の悪化を補ったものが外資の導 1: 入でありました。日 

本は1897年に金本位制に移 d し、1900年には外資導入”の窓口になること 

を目的の一つとする特殊銀行も設立されました。こうして日本は大幅な輸 

入超過となった1896年から1909年の ft に貿易の赤字額合計の2倍]^上 

の外資を導入したのであります。それらの外資は増¥する軍事関係の支 

出に充てるための中央政府の発行する国債、地方自治“の公共事業に充 

てるための地方債、ならびに民間企業の外国技術を導入するための外国^ 

社との資本提邊あるいは海外での資金調 B のための社«の^行などによ 

おこ こくさい はつこう がいこく しきん 

って行なわれたのであります0このうち国債の発行による外国からの資金 
調達が70パーセント程度を占めました0 
( h ) 生活水準の上昇 

益 r に逄ベてきた日本の M 誓革崙は人口う一人当たり実質消費支出の上 


180 







第 2 節日本経済発展のパターン 

昇をもたらしました。すなわち1885年から1910年の間に一人当たりの実 
質消費支出の上昇は it ；1.5 倍、すなわち50パーセントも上昇したので 
あります0消費の[^容も消費支出に占める食料費の割合——エンゲ 

けいすう ていか はんめん ひふくひ じゆうきよひ こうねつひ ほけんえいせいひ こうつう 

ノレ係数——が低下した反面、被服費•住居費 • 光熱費 • 保健衛生費 • 交通 

つうしんひ きようようごらくひ たい ししゆつ わりあい じようしよう しようひせいかつ ないよう 

通信費•教養嫉楽費などに対する支出の割合が上昇し、消費生活の内容 
の改善がみられ、近代化の方向へと向かい始めたのであります。 

しかしながら■悬の i 業化を主導した繊«産業を始めとする労働者の 
.労働条件はよいものではありませんでした。長時間労働と低賃金に耐え 
なければなりませんでした。政府は労働条件を改善して労働者を無護す 
る工場法を1911年に制定して公布しましたが、これが実施されたのはそ 
の5年後でありました。 

2 •両大戦間期の日本経済 

(1) 概観 

両大戦間期のョーロッパ諸国の経済の状況は表 4-19 によってうかが 
うことができます。この時期の工業の成長_はロシアが一番高'く、つい 
でイタリア.ドイツ•イギリス•フランスの順となっています。 

日本の場合はつぎの表 4-20 のようです。これによりますとロシアに匹 
表 4-19 工業産出量の推移 （1913 —1938 年、 1937 年 =100 とする） 



イギリス 

フランス 

ドイツ 

ロシア 

イタリア 

1913 年 

61 

99 

65 

17 

57 

1920 年 

60 

61 

— 

1921 5 

59 

1927 年 

75 

109 

78 

19 

80 

1934 年 

80 

92 

67 

57 

80 

1938年 

97 

92 

110 

112 

100 


注：1920年以降のイギリスには北アイルランドを含む Great Britain の数字である。 


出所： B. R. Mitchell,TAc Fontana Economic History of Europe, Statistical Appendix 
1920—1970, pp. 67-74. 
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表 4-20 日本の製造工業の生産指数 

(1934 —1936年平均=100とする) 


1910年 

20.0 

1915年 

27.3 

1920年 

38.5 

1925年 

47.7 

1930年 

62.7 

1935年 

102.3 


出所：安藤良雄編『近代日本経済史要寧』10頁。 


表 4-21 両大戦間期の主要経済指標 



経済成長率 

産業別成長率 

A 産業 

. M 産業 

S 産業 

1911-1915 

3 . 35 % 



% 



} 1.62 ° 

6.46 

4.26 

1916—1920 

4.77 

) 



1921-1925 

1.93 






} 0.75 

5.57 

0.44 

1926-1930 

2.53 

) 



1931-1935 

4.98 






}1.30 

7.17 

3.64 

1936—1938 

5.07 




(1911- 1938) 

(3.68) 

(1.22) 

(6.35) 

(2.72) 


注： A 産業=農林水産業 M 産業=鉱工業•建設業•運輸•通信•公益事業 S 産業= 
商業：サービス 業 
出所'：南壳進、前掲書、32、80頁。 


敵する伸び方であるということができます。表 4-21 はこの時期の経済発 
展の状況を示す指標が掲げられています。経済成長ボは年筆3. 6パーセ 
ントという前の時期 （= 産業革命期）に比べて二層い水じ暴んを宗してい 
ますが、前に示した図 4-5 をみてわかりますように、この時期はかなり顕 

ちよ じゆんかんてきへんどう けいけん さんぎようベつ 

著な循環的変動を経験しております。これを産業別にみてゆきますと、 
エ業の成長翠がきわだって謠いことがわかります。これに g し a Wm 

_さんぎようせいちようりつけいざいせいちようりつしたまわ ねんだいだい 

と S 産業の成長率は経済成長率を下回っており、とくに1920年代（第 
二 茲載4のとその i の i 餐の滿)の WM 蓄のぅ S の悬ち4 み 
はひどいものでありました。従って比較的高い経洁成長ボを持できた 
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表 4-22 産業別純国内生産の構成比 



A 産業 

M 産業 

内製造業 

S 産業 

1915 

29 . 0 % 

37.5% 

(22.2) 

33.5% 

1920 

30.2 

37.1 

(20.6) 

32.7 

1925 

28.1 

37.7 

(19.5) 

34.2 

1930 

17.6 

44.6 

(23.7) 

37.8 

1935 

18.1 

46.5 

(27.7) 

35.1 


出所：安藤良雄編、前掲書、8頁。 


表 4-23 国民総支出の構成比 



個人消費支出 

政府経常支出 

粗国内固定資本 
形成 

輸出 • 海外か 
らの所得 

1915 

72.5% 

7.3% 

15.9% 

20.1% 

1920 

71.3 

6.8 

22.6 

18.8 

1925 

78.4 

6.6 

16.6 

20.1 

1930 

74.0 

9.9 

15.8 

16.9 

1935 

69.2 

11.6 

18.3 

22.7 


出所：安藤良雄編、前掲書、7頁。 


のは工業の発展に負うところが大きかったと申せましよう。 

つぎに国民所得の構成の推暴を€産面と支出 5 面からみてみましょう。 

表 4-22 から、この期間の産業がの生産額の構成比の推移をみますと、 
A 産業の相対的地位の g 卡、その反面 M 産業の1920年代後半]^降の急 
速な発展、 S 產業の安定的•漸進的な拡大をみてとることができます。そ 
して M 産業は1930年代後半に50 パーセント を超えるとともに、製造 エ 
業のうち重化学 f 業の占める割€は、1915年の 29. 3 パーセン トから1935 
年の 43. 5 パーセントへと 重化学エ業化が進展したことを示しています。 

表 4-23 からは、前の期間から引き-きこの期間においても経済成長の 
主役が輸出と資本形成であることがわかります。また1930年#になると、 
これに政府経常支出^の増大が経済-長 g の上昇に寄与してくるように 
なります。 
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表 4-24 商品輸出の構成 


期 間 

1 

一'次産品 


ェ 

業 

品 




重化学 
工業品 

その他 
工業品 

合計 

軽工業品 

繊維品 

1 . 1874—1880 

47.1 

40.7 

38.6 

7.6 

4.6 

52.9 

2 . 1881—1890 

34.1 

46.4 

45.0 

12.0 

7.5 

65.9 

3 . 1891-1900 

22.1 

53.7 

52.0 

13.1 

11.1 

77.9 

4 . 1901 — 1910 

14.4 

58.2 

53.7 

14.9 

12.5 

85.6 

5 . 1911-1920 

9.4 

60.4 

55.5 

19.7 

msm 

90.6 

6 . 1921-1930 

6.8 

71.5 

66.3 

12.6 

9.1 

93.2 

7 . 1931-1939 


: 54.3 

47.6 

27.0 

12.0 

' , 1 

93.3 


出所：南亮進、前掲書、 188 頁。 


表 4-25 貿易の地域別構成 




ァジァ 

ヨーーロツノぐ 

北アメリカ 



1915-19 

45 . 9 % 

15 . 6 % 

33 . 0 % 

5 . 4 % 

輸 

1920-24 

45.0 

8.2 

40.0 

5.7 


1925-29 

43.2 

6.9 

43.9 

6.1 

出 

1930-34 

49.7 

9.3 

29.7 

11.3 


1935-39 

56.9 

9.6 

21.3 

12.2 


1915-19 

49 . 2 % 

8 . 3 % 

33 , 7 % 

7 . 4 % 

輸 

1920-24 

40.5 

19.6 

32.5 

6.5 


1925-29 

42.2 

18.0 

31.4 

8.2 

入 

1930-34 

36.3 

15.2 

34.6 

12.3 


1935-39 

37.3 

12.7 

36.6 

13.2 


出所：安藤良雄編、前掲書、 23 頁。 


ぜんじゆっ さんぎよう はってん なか じゆうかがくこうぎようか _ぞうだい しようひんゆしゆっ こうせい 

. 前述の産業の発展が中での重化学エ業化の増大は、商品輸出の構成に 
おいても反映し、1930年 W に义って商品輸出に占める重化学工業品の比 
筆がき急 k に増*したことを示しています（表4-24) 0 

っぎに表 4-25 によって餐易の地域^構-の変化をみてみましょう〇輸 
出は1920年 W まではヨーロッパの4位のゼ卡、北アメリカの地位の上昇 7 、 
アジアの高い比率の藏持どいう点が指摘できます。ところが1930年こ 
义ると、ヨーロ ッ パの地&の回復、北アメリカの急激な地の低下、アジ 
184 
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アののき贏ぅ1な 1 T し#などの減1をあげることができます。 

ゆにゆう ちいていか はんめんきた 

輸入については アジアの 地位が低下してゆく反面北アメリカおよび その 
他の地域の比ボの上 1 #が指摘できます。とくに輸出面でのアジア4錶と 
の結びつきの二層の進展が注目されるところであります。 

つぎにこの期間の経邊や産業の変化の中で、重要な S つの問題—— Z 1 
重構造•財閥 • 日本的経営の形 g ——にふれることにします〇 
(2) 二重構造の形成 

さきに表 4-21 に関して農林水産業 （ A 産業）の1920年#における成 

ちようてい.たい しゆ ぎじゆつしんぽ こかつがいち ちようせん たいわん •こめ い 

長の停滞'—主として技術進歩の枯渴、外地（朝鮮*台湾）よりの米の移 
入に伴う内地農業への影響という二つの要因による——を指摘しました。 
他方で M 産業は同じ時期に 5.57 パーセンドという高い成長ボで発展し 
ました。このため1921年から1930年までの農業賃金め毎年の成長率は 
僅かに 0.54 パーセントに企まったのに対し、製造業の賃金の漁ち奏‘はそ 
の5倍の 2. 73パーセントという大きな開きが生じました。こうして1910 
年代後半から1920年べにかけて農業賃金と工業賃金との間には!^差が 
生じました。また工業の内部においても工場の規模別にみた賃金には 
1920年代を氣じて大きな格差が生じました（表4-26) 0 この表では最小 
規模と最大規模の賃金を比較してありますが、1914年においてはあまり大 
きな開きがなかったのに対して、1932年には両者の間には 3. 8倍余とい 


表 4-26 工業における規模別賃金格差 


1914年 

1932年 

規模(職工数） 

1日の賃金 

規模(資本額） 

年間賃金 

5一 10人 
1,000人以上 

指数 

40銭(100) 

43銭 （108) 

• 100円以下 

50万円以上 

174円(100) 
671円 (386) 


出所：安藤良雄編、前掲書、119頁。 
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う大きな格差が生じたのであります。 

c のょぅに日本の塗害の K 南に、コ另には綠縫¥と餐業な罷を 

したが ろうどうせいさんせい ちんぎん たか ぶもん そんざい たほう .ざいらいてきぎじゆつ 

もち、従って労働生産性と賃金の高い部門が存在し、他方には在来的技術 
と貧弱な設備しかもつことのできない起い.働€産性と賃金に象徴され 


ぶもん のうぎようちゆうしようきぎよう 

る部門——農業や中小企業 


どうじ そんざい 

が同時に存在するようになったのであり 


ます。このような状態を経済の二重構造の形成と呼んでおります0 
(3) 財閥 

この時期の日本経済は1907年のとその後の慢性的不況、そして第 
一次世 f 大戦による空前の If 況期を6て1920年の戦後恐慌、1923年の関 
東大震災、1927年の金融恐 fe 、 1929年の世界恐慌というように図 4-5 に 
明瞭に現れているような景気の激動を経験してきました。 

このような過程で大企業による i 産および資本の集中 7 •集積が進んで 
いきました。前節でみた二重構造の形‘もその現象の一つでありました c 

たと せいぞうぎよう にんいじよう こよう こうじようじゆうぎよういんすう じゆうぎよういん 

例えば製造業における500人以上を雇用する工場の従業員数が従業員 
5人 jk 上の全工場の従業! k 総数に占める割合は、1909年には 2 1パーセ 


ていど 


ねん 


_ じ上ろし上ラ 

ント程度でありましたが、1939年には35バーセントへと上昇していま 
す。これは乂規模な i 場への従業員の集中を意味し、これによって大 
規模企業への生産と資本が集中し集積されていったことが示されていま 


す。 

こうした状況の中でとくに特徴的なことは、財閥とよばれる特定の企 
業集団が治成され産業支配がみられるようになったことであります。 
その？で芎异 • 芎驗 • ftk -荽 ffl の ei つの財閥が重要な&置を占めてぉ 
りました0財¢1は本社を持株会社として広範な産業分野の多くの企業の 
式保有を蓮じて、それらの企業を支‘するコンツヱルン（企業結合）の 
形-をとっています0 
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前述の4大財閥が1937年における全国の会社の払込資本金総額に占め 
る割合が20パーセマトをこえる産業分野は、鉱業•造船•製紙•繊維 • 

ようぎようしよくひんすいさん かいうん ぎんこう しんたく ほけん ぎようしゆ およ けいざい どう 

窯業•食品水産•海運•銀行 • 信託 • 保険など10業種に及び経済の動 
向に大きな影響力をもっておりました0 
(4) 日本的経営の形成 

現在でも日本は西ドイツと並んで労働争議が少なく、また西ドイツとも 
異なって失業率も低いことが注目されています。なぜそうなのかという 
問いに対する 3 答の一つは日本には長い歴史的伝統をもつ日本的経営ともい 
われる経営の特徴が存在するからであるといわれております。通常日本 

てきけいえい ばあい しゆうしんこようせい_ ねんこうじよれつがたちんぎん けいえいかぞくしゆ 

的経営という場合には①終身雇用制、②年功序列型賃金、③経営家族主 
義、という諸特徴が指摘されます0そしてこれらの特徴は第一次世界大 
戦から戦後恐慌にかけての時期に形成されてきたといわれております0 
企業は必要な人材を長く経営内に維持しておくために、優秀な新規学卒 
者を或用し、これに必要な企業内教育を施して熟練度を高め、定年まで 
こうした人を確保するために終身雇用制度ができあがっていきました。 
そしてこうした人材の賃金は年令に応じて必要となる生活費に対応する生 
活給的な年功序列型という形態をとるようになります。このような雇用 
関係に対応して経営者は経営があたかも条族のように親近感をもった集 
団的装序の下にあるものと蠢識し、被雇用者もこうした集団に帰属して全 
体のために奉仕しようという意識をもつようになります。これが経営家族 
主義とよばれる日本に独特な経営理念であります。 

こうした特徴のある経蒼が戦前の経済の発展に- 2 定の役割を果たした 
といえましょう0 
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第3節敗戦と新しい出発 
1•戦後経済と3大改革 

第二次大戦の結果、日本は領土の約45パーセント、国富総額の約 41.5 
パーセントを喪失した上に、約185万人のを失い、負傷者を含む羅災 
者は約875万人にも及びました。このように、戦前に比較して、第二次大 
戦後に日本経済が破滅的な打撃を受けたのですが、このように極端な落ち 
込みを経験した日本経済は、その後奇]»的な復興を遂げることになります。 

それでは、このような第二次世界:^戦後の日本経済の驚異的な再建は何 
故可能だったのでしょうか。戦後の経済資建および奇跡的な成長の要因 
を歴史的に追求してみると、我々はどうしても終戦直後に行なわれた3 
大改革にたどりつくことになります。農地改革、財閥解体および労働者の 
権利を認めた労働三法の成立、以上の三つの改革が重要なのです。まず最 
初に農地改革について述べておきます。 

農地改革法は、1946年11月に国 g に提出され無修正で成立したもので 
すが、地主制を解体させたものとして、重要な意味を持っています。この 
農地ボ革の主眼は、地主制を解成し、小作農を解放し、出来るだけ多くの 
自作 M を創出しようとする点にありました。地主が小作地として所有出 
来る限度は、全国の各都道府県で1町歩（但し北海道は4町歩）まで認め 
られましたが、それ上の地主所有地は国家が買収し、それを旧小作人に 
譲渡するという方式で、農地改革が行なわれました0この改革の実施のた 
め S 地.員‘が護置されましたがこの委員会の構-は地主 3 名 1 、自作人 2 
名'、小作人5答とされ、小作人の意向が反映されるようになっていました0 
譲渡価 fe は、田地の場备は1年の支 g い地戎の40倍、畑地の場合は48倍 
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かかく れいさい こさくにん たがく しきん 

の価格とされました0零細な小作人にそのような多額の資金があったのか 
と考えられますが、戦後の急速なインフレーションのなかでは、小作人に 
とっては、これらの譲渡価格は、それほどの負担ではなかったといわれて 
います。この i 地 i 革の結燊、第二次世募大戦前の小作地面積の葯80 
パーセントが解成され、小作地率は解成以前の46パーセントから10パー 
セントへと低下し、農業における地主制は解体されたのです。 

このように、 M 業 3 において大量の自作崖が創出されたことは、その後 
の日本の工業化にとって重要な意味を持っています。というのは、自作 
農は公前のように地主に地代を収 5 取されることがないので、労働备欲を 
著しく高めたからです。農業の生産¥が増大することは、食料や工業 
原料の供°給力を高めることにもなります。また農家の所得水準があが 
ることにより、-内の壬業 5 製品に対する市場が拡大ずることにもなりま 

のうぎようせいさんせいじようしよう のうぎよう.ぶもん こうぎようぶもん よじようろうどう - 

すし、農業生産性が上昇すると、農業部門から工業部門へと余剰労働 
力を排出し、工業労働者を供給するようになります。第二次义戦後の農 
地改革は、以上のような諸点から考えて、まさに戦後の日本の経済成長の 

き てん けいせい 

起点のひとつを形成していたといえるでしょう。 

&に工業面で行なわれた財閥解体に ついて、 述べてみましょう。財閥 
というのは、同族的な集団によ って 支配され ている 巨大な企業 グルーブの 
ことですが、戦前の日本経済は、このような財閥の支配下におかれており、 
健全な自由競争が行なわれにくい環境にありました。そのため財閥によ 
る経清支配を解&し、自由競争が行なわれる資本主義のメカニズムが健 
全に作用するよう、経ポ機構を再建する必要があったのです。 

財閥解体は決のような方法により行なわれました。まず、第一には、成 
閥の持つ株式が公開されました。1946年8月より、三井、三菱、住友、安 
田の4大財閥を始めとする、二流財!!、地方財閥などの合計83社の株式 
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ひとびと じゆう 


かぶしき ばいばい おこ 


が公開され、人々が#*にそれらの猱笑の茺1を荇なうことが出籴るよう 
になりました 0 第二には、三#繇産ゃ商事の両社が、解散を‘じられ 


けつか みついぶつさん や 


みつびししようじ やく 


ました0その結果、三井物産は約250の小会社に、また三菱商事は約140 


し f つ文^ e ? ぶんさん どうじ ねんがつ かいぜん 

の 小企業へと分散させられた のです。 それと同時に、1947年7月3日以前 


ふくしよくきんし しよち 


の1〇鞠に w 装の韻でぁった r 々とは藏され、の滅產をとら 
れ、鶴の跋が礙されたのです。織織と_に、1947挙12 
H に拜なわれたし f ち右驗の驗も44することが函条ません。この縫 


は不完全におわりましたが、 击じ4ぅ せ占ん M 辜の*い 4 誓として 芬 i を 茶 じられ 
たのは、11轻となり、それらの it g は、 r 々の 2— 3のへと棼 i され 

たのです。券15の簽畜となった I ：富は、关日本(日本 ■ と！!驗 

みつびしじゆうこうぎよう ひがし じゆうこうぎようなか じゆうこうぎよう-にし じゆうこう 

に分割)、三菱重工業（東日本重工業、中日本重工業、西日本重工 

齡棼13)、(又 i 腿、啬占誠_に鷄)、群 m (點较 
鼬、し丰 m 的—券 is ) などでぁります。このような編蘇 


ぶんかつ めい 


* ちれん かいかく 


ft y » “ • ''ヮ，し /V / V * V 7 J * \ ひよつか ふた わ V *-ハ*つ 

体をめ ぐる一 連の改革に っいての 評価は 二っに 分かれています。一方では 


ざいばつかいたい 


ゆうしゆう けいえい しや ついほう きぎよう ぶんかつ きぼ けいざい 


財閥解体は、日本の®索な iii を道蔟し、去秦を芬 i して魚食の fe 落の 
追求を阻止することにより、戦後の経済復興を10年は遅らせたという意 
覚がぁります。だが■では、誠の織ゃ蟲ぅの線などにょり、耑齧 
に isW 掌の M が蓋ち i くして、 g 蟲ぅが縫な w 寧を-り辰げたことが， 
日本の mmUm の關玉になったのだと€ち秦ぅする: T 々と もあ、のです。 
■践の■の WM な懸は、蘇茲システムのなかで、勤■の 


けんり みと 


ru ^ -r ,| ^ ~ ろうどうしや せいかつ ほしよう かノ れ /V *«* V のん - e . v « ^ v » 

権利を認め、労働者の生活を保障するため三っの関連法案が制定されたこ 


みつ かんれんほうあん せいてい 


ろうどうくみあいほう ろうどうしや だんけつけん だんたいこう 


とです01946年から施行された労働組合法は、労働者の団結権、団体交 


けん ほしよう ねん ろうどうきじゆんほう ろうどうかん. 

渉権、争議権を保障しました。さらに1947年には、労働基準法と労働関 


1 WIS とが_されてぉります 。 WiMmmu W 8 ■努祕ゃ觀 
のに! I する,難の拔ぃを縫してぃます。また Wiiii 
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の禁止や婦人•年少者の時間外労働を禁止するなどして、労働者の保護 
を意図したものです。労 fill 関係調整法は労働委員会による労働争議の調 
▲や争議行基の制限を定めた法律であります。以上の法は、労働三法ど 
呼ばれ、戦後の日本経';^の活性化にあたって貢献するところが大きかった 
わけであります。 

2 . 戦後経済の復興 

以上のように邊三次大戦直後の経済民主化のための3大改革を実現し 
たのち、日本経済は、1949年のドッジ•ライン（財政金融顧問ドッジ•デ 
トロイト銀行頭取の超均衡予算によるディス•インフレーション政策等） 
の実 M ゃ^朝鮮半島の動 k による特需ブー厶 （1950— 53年）を g て、1950 
年#にはすでに、戦前 （1934— 36年平均）の水準にまでその経済? i 動を回 
復しています。例えば、実質 GNP の伸びは、1950年 12.2 パーセント、 
1951年 13.5 パーセント、1952年 11.7 パーセント、1953年 7.7 パーセン 
卜と高水準を録しています。この GNP の成長の結果、1951年には農 
家の消費水準が、1954年には都市のそれが戦前（1934—36年平均）の‘ 
準に i し、また1952年には実資国民所得も戦前 （1934— 36年4均）の水 

準に達したのです0 

ず せんとけいざい かいふくかてい けいざいせいちようりつ みんかんせつび 

図 4-14 は、このような戦後経済の回復過程を、経済成長率と民間設備 
投資の両者の視点からグラフにしたものです。この図によれば1955年以 
降の日本経済が、「数量景気」、「神武景気」、「备戸嫉'気」、および「好況 
感なき景'気上昇」という いくつかのブームをへて 回復してきたのがわ か 
ります。また同時に不況による景気後退もみられ日本が開放経済成制下で 
の景気循環過_に組み込まれていったのがわかります。政府は、1955年 
12月に、56年度を初年度とする「経清自立五か年計画」を5案していま 
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す。この II ® では、荈_の MI 5 ゃ 1 Wiit にょるブームのょぅな# i に& 
存しない国際収支の拡大均衡がまず目標とされました0第二に目„標とさ 
れたのは、労働力の増加を見越した上での完全雇用政策の遂行です。そし 
て、 この計画期間中の実資国民総生産の成長率を年率約5パーセントと 
したのですが、実際の成長率は政府の予測を大きく上まわり、 1955-65 
%の年毕均成長_は、 9.8 パーセントと高水準を記録したのです。この 
ことは、図 4-14 の「岩戸‘気」と呼ばれた時期の経済成長率の高さから 
も看取することが出来ます0 

ところで、このような高度成長の要因としては次のような諸点が考えら 
れます。まず、指摘しなければならないのは、当時世界経済は開放逢済体 
制 1 へと向かっており、日本もこの国際的経済動向を十分に認識して、1960 
年に「自由化計画大綱」を決€し貿易の自由化を促進したことです。開放 

けいざいたいせいか こくさいてきけいざいかんきよう ぽうえき りつきやく けいざい こ I ‘うどせい 

経済体制下の国際^ J 経済環境こそが、貿易に立脚する日本経済の高度成 
長にとっては不可欠の前提だったのです。このような国際環境をふまえ 
た上で、高度成長の第一の要因としてまず考えられるのは、高い貯蓄率と 
ポさい限界資本係数の存在です。日本の貯蓄率は、個人貯蓄_はもとより、 
法人貯蓄率の高'さもよく知られています。また限界資本係数（粗投資額 W 
GNP 増加額)は、イギリス、アメリカなどの6パーセント台 （1956— 63年 
平均）に対し、日本のそれは 3.4 パーセントと低い数字を記録しています0 
これは、 当期の前半の投資が主として生産-傭の拡張に充当されていた 
ことを示し、後半に資本係数が増加を示していますが、それは労働の資本 


そうびりつじようしよう ひつよう とうし ぞうか いみ だいに 



よういん かんが ほうふ ろうどうりよく そんざい ねん 

の要因として考えられるのは、豊富な労働力の存在です。1955年から64 
年にかけて第二次産業、第三次産業の就業者数は40パーセント近くも 

ぞうか しんきろうどうりよく やく じんこうぞうか 

増加していますが、これらの新規労働力の約54パーセントが人口増加に 
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よるものであり、約43パーセントが農林業からの流出によるものです。 
このことから農業の近代化が促進され、余剰労働力が第三次、 1 M 灰1 
業部門へと排出されたことがわかります。第三の要因としては、富'1な 
技術進歩の存在が考えられます。日本の技林 f 革新は、国内で新技 If を_ 

はつ がいこく ぎじゆつどうにゆう じゆうしん 

発するのではなく、外国からの技術導入にその重心がおかれていました。 
表 4-27 は、1955年から1964年にいたるまでの期間の4国技術 7 の導! T を 
示すものです。 g 期の総件数は2,616 4で、1960年戎苡降導に又ぅ#鼗が齧 
加しています。また総件数のうち重化学 i 業関®の導入技林 f が倒誃に 
I く、縁藤の2, 616禅のうち87パ-セントの2,271装が 1 1 ぅ/避麵 

けい ぎじゆつどうにゆう がいこくぎじゆつ どうにゆう けいざいせいちよう たい おお 

係の技術導入です。このような、外国技術の導入が経済成長に対して大 
きな貢献をなしたのは表 4-28 からも明らかです。 

当表は、1955年から65年にかけての違済成長に対 1 する、資本、労祕お 
よび技術の3琴素の貢献_を示したものです。 1955— 60年期には、技術 5 の 
貢献率は70パーセント近くを占め、1960 —65 年においても60パーセント 
の割合を保っています。次に第四の要としては、個別企業の資本蓄積を 
可倉星とする財政.金融の役割が重道であ っ たことです。 II 一の要因でも 
あった高い貯蓄率によって形成された資金が、産業に - して適切に酉^^さ 
れたことを示しています。例えば、表 4-29 は、1955年から1965年に至る 
までの政府の財政投融資の部門別の構 g 比を示したものです。これによる 
と1955年から1960年にかけて基幹産業の育成や、中小企業•農林水産 
業の保護のため多くの資金が投入されたのがわかります。1960 —65 年期 

どうろ うんゆ つうしん しやかいてきかんせつしほん とうし せいかつかんきようせいび 

には、道路 • 運輸 • 通信などの社会的間接資本への投資や生活環境整備 


たい とうし けんちよ 


ざいご よういん 


に対して释資が顕著となっています。最後の要因としてあげるべきものは、 
個人消費の水準が上昇し、その構造が資的に変化し、国内击場の拡大が 
順調 1 " C あったことです。この国内市場 5 の拡大も輸出の拡;が、日本違済 
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表 4-27 重化学工業における外国技術導入の状況 



総件数 

うち重化学 
工業関係 

うち 
電機 

輸送機 

その他 

機械 

金属 

化学 

1955 

72 

比率 

65 (90%) 

17 

1 

8 

16 

7 

17 

56 

144 

116 (81 〃 ） 

21 

12 

19 

18 

46 

57 

118 

97 (82 〃） 

28 

2 

26 

11 

30 

58 

90 

78 (87 〃） 

26 

6 

23 

12 

11 

59 

153 

134 (88 〃） 

39 

6 

31 

25 

33 

60 

327 

283 (87 // ) 

99 

17 

71 

19 

77 

61 

320 

270 (84 〃 ） 

59 

24 

101 

27 

59 

62 

328 

298 (91 a ) 

82 

17 

94 

22 

83 

63 

564 

507 (90〃） 

122 

4 

272 

16 

93 

64 

500 

423 (85 〃） 

81 

5 

202 

40 

95 

合計 

2,616 

2,271 (87 〃 ） 

574 

101 

855 

197 

544 


出所：経済企画庁『経済要覧』 


表 4-28 1955—1965年の生産要素の成長への寄与率 



1955—60年度 

1960—65年度 

成長率 

8.7% (100) 

9.7% (100) 

うち資本 

うち 1.7 (19.5%) 

うち 3.1 (31.9%) 

労働 

1.0 (11.4") 

0.9 ( 9.2// ) 

技術 

6.0 (68.9〃） 

5.8 (59.7〃） 


出所：宍戸寿雄『日本経済の成長力』1977年、112頁、図4より作成。 


を主導したのと同様に需要を喚起する重要な要素であったのです。我々 

ず こくないしじよう かくだい 〇かい で 

は、図 4-15 からこのような国内市場の拡大のようすを理解することが出 
来ます0当図は、1964年時点での都市及び農村における耐久消費成の啬 
及状態を示したものです0これによるとテレビは都市で 94.3 パーセン 
卜、農村で 81. 7パーセント、洗濯機は都市で 75. 2パーセント、農村で 
47.0 パーセントの普及を示し終戦後わずか20年にして、欧米先進国型の 
家庭用耐久消費財が驚くほどの普及をみせていることが明らかになりま 
す。以上のような諸要により、戦後経済は復興を蠢げ、さらに1960年成 
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表 4-29 財政投融資の使途別構成比 


年度 

住宅 

生活環 
境整備 

厚生福 
祉文教 

中小農 
林漁業 

国土保全 
災害復旧 

道路運 
輸通信 

地域 
開発 

基幹 
産業 

貿易経 
済協力 

55 

13.8 

7.7 

6.6 

17.0 

7.7 

wm 

8.5 

15.8 

7.0 

57 

13.8 


4.8 

23.1 

4.2 

14.1 

9.6 

20.2 

0.9 

58 

15.4 


4.6 

21.7 

4.8 

13.1 

9.4 

21.4 

— 

59 

13.8 

8.4 - 

4.1 

22.7 

6.3 


7.4 

15.7 

5.6 

60 

12.6 


5.1 

19.5 

6.4 



13.4 

7.7 

61 

11.6 

10.2 

5.6 

20.1 

5.6 


8.0 

10.6 

9.3 

62 

12.8 

10.3 

5.5 

19.4 

5.0 


7.7 

12.6 

5.9 

63 

12.6 

10.2 

5.4 

18.2 

3.8 

24.0 


10.7 

7.5 

64 

12.6 

11.3 

5.9 

19.3 

4.0 

22.2 

8.1 

8.5 

8.1 

65 

14.4 

11.5 

mm 

18.6 

3.8 

21.9 

6.4 

8.9 

8.5 


出所：経済企画庁『経済要覧』および高橋毅夫『新しい日本経済』228頁より作成。 


図 4-15 都市と農村における耐久消費財の普及率 （1964 年) 



経済企画庁『消費者動向予測調査』により作成, 
篠原三代平『日本経済論講義』青林書院新社、： 






























































































































































































































































































第 3 節敗戦と新しい出発 


の高度成長を記録したのであります0その前後の日本経済の成長や日本 
経済の現状および展望などについては、第5章の「日本の謹済」で 1 #編に 
分析されておりますので歴史を中心とした本章ではこれム上 5 立ち义りま 
せん。現代日本の驚滅的な経済発展の歴史的起源は、既にみてきたように、 
封建社会以前における経済的蓄積のもとにあったということができます。 

せんしんこく たいせいようけいざいけん ちゆうしん かいほうけいざいたいせい し 

ヨーロ ッパ 先進国が大西洋経済圏を中心とした開放経済体制のもとで、資 
本集約的な経済社会を成 S させたのに対し、日本は鎖国体制卡での封 i 
社会のなかで経済的実力を蓄積させ、ヨーロッパとは異なる労働集知型 
の経済社会を成立させたのは、すでに第1節でみてきたとおりです。資本 
集約型の ヨー ロ ッパの 経済社^とは異なる日本のこの経済:は、 アジ 
アの風土のなかから生まれたもので あり、アジア 諸国との密接な貿易な ど 
を通して育成されてきたものだったのです。 
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